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Ⅰ．調査概要 

１．調査目的 

分譲マンションは、区分所有者間の合意形成や権利関係の複雑さなどがあることから、管理の主

体となるマンション管理組合は多くの課題を抱えている。そのため、福岡市における分譲マンショ

ンの管理実態や課題等を把握するとともに、その課題解決に向けた支援策の検討資料とするもの。 
 

２．調査概要 

（１）調査対象 

3 階建て以上の分譲マンションの管理組合 

（２）調査方法 

アンケート調査 
・郵送配布、郵送回収（郵送件数 5,627 件） 
・訪問配布、郵送回収（179 件抽出した高経年マンションのうち、回答のない 143 件に訪問調査

し、47 件を回収） 

（３）主な調査項目 

○マンションの概要 ○居住者の状況 ○施設・設備の概要 
○駐車場・駐輪場関係 ○管理組合の運営状況（管理規約、管理組合、書類管理等） 
○管理委託 ○会計関係 ○修繕・建替え関係 
○維持管理関係 ○入居者コミュニティ関係 ○行政支援 

 

３．調査期間 

（１）アンケート送付回収期間 

令和３年４月８日（送付）～４月 30 日（投函締切） ※1,323 件が宛先不明による未着で返送 
令和３年５月 11 日に督促状を発送し、５月 31 日まで回答締切を延長 

※５月７日時点の宛先不明、回答受領組合を除く 2,919 件に督促状を送付 

（２）訪問調査期間 

令和３年 6 月１日～令和３年６月 31 日 
 

４．調査回収状況 
 

項目 件数 回収率 備考 

配布数 4,251  郵送数 5,627 件のうち、未着 1,298 件（未着総数 1,323 件のうち訪問調

査対象の高経年マンション 25 件を除く）及び対象外 78 件※を除く 

回収数 1,461 34.4％  

集計対象数 1,426  回収数 1,461 件から、団地型マンションにおける重複回答 35 件を除く 

※対象外 78 件の内訳は、賃貸住宅であることが判明したものが 76 件、訪問調査により除却済みが判明したものが 
1 件、リストの重複が判明したものが 1 件である。  
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５．調査結果の見方 

○数表、図表、文中に示す N、ｎは回答率算出上の基数（標本数）。 
○回答率は、各質問の「件数」を基数（N、ｎ）として算出（N、n＝100％として算出）。 

N＝標本全数 
ｎ＝該当数（その質問を回答する必要がない人を除いた数） 

○回答率は全てパーセントで表し、小数点以下第 2 位を四捨五入して算出。そのため、合計が 100％
にならない場合がある。 

○2 つ以上の回答を要する（複数回答）質問の場合、回答率算出の基数は「件数」とし、該当する選

択肢に○印をつけた人の割合が全体のうち何％かを表している。したがって、各選択肢の回答率

を合計すると 100％を超える場合がある。 
○国調査とは、国土交通省が 5 年ごとに実施している「マンション総合調査」のことであり、本報告

書に掲載しているデータは平成 30 年調査結果である。 
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Ⅱ．調査結果 

１．マンションの概要について 

（１）管理しているマンションの形態（問 2） 

管理しているマンションの形態について尋ねたところ、「単棟型」が 94.1％で 9 割以上を占めてい

る。 
立地行政区別にみると、東区以外は「単棟型」が 9 割以上を占めている。東区では「団地型」が

13.7％と他区と比べて高い。 
階数別にみると、高層階（20 階以上）の建物では、「団地型」が 22.2％と多くなっている。 
 

■管理しているマンションの形態 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

単棟型

94.1%

団地型

5.0%

不詳

0.9%

全体(N=1,426)

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

単

棟

型

団

地

型

不

詳

全体 100.0 94.1 5.0 0.9

1,426 1,342 71 13

東区 100.0 85.0 13.7 1.3

153 130 21 2

博多区 100.0 94.7 2.9 2.4

170 161 5 4

中央区 100.0 96.6 2.9 0.4

445 430 13 2

南区 100.0 95.3 4.3 0.4

232 221 10 1

城南区 100.0 93.1 5.9 1.0

101 94 6 1

早良区 100.0 97.1 2.4 0.5

210 204 5 1

西区 100.0 91.3 8.7 -

104 95 9 -

記入無し 100.0 63.6 18.2 18.2

11 7 2 2

低層階（５階以下） 100.0 91.4 8.6 -

314 287 27 -

中層階（６～10階） 100.0 97.3 2.7 -

735 715 20 -

高層階（11～19階） 100.0 94.2 5.8 -

346 326 20 -

高層階（20階以上） 100.0 77.8 22.2 -

18 14 4 -

不明 100.0 - - 100.0

13 - - 13

立

地

行

政

区

別

階

数

別
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（２）団地型の管理棟数（問 2） 

団地型の管理棟数について尋ねたところ、「2 棟」が 23.9％で最も高く、次いで「10 棟以上」が

19.7％、「3 棟」が 14.1％となっている。平均管理棟数は約 3 棟となっている。 
 

■団地型の管理棟数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※平均値は、71 サンプルの平均であり、算出の母数に「1 棟」のものは含まれない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

２棟

23.9%

３棟

14.1%

４棟

12.7%５棟

2.8%

６棟

12.7%
７棟

2.8%

８棟

1.4%

９棟

2.8%

10棟以上

19.7%

不詳

7.0%

【 平均（棟）6.8棟 】

全体(N=71)

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

２

棟

３

棟

４

棟

５

棟

６

棟

７

棟

８

棟

９

棟

1

0

棟

以

上

不

詳

平

均

（
棟

）

全体 100.0 23.9 14.1 12.7 2.8 12.7 2.8 1.4 2.8 19.7 7.0

71 17 10 9 2 9 2 1 2 14 5 6.8
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（３）所在地（問 1） 

所在地について尋ねたところ、「中央区」が 31.2％で最も高く、次いで「南区」が 16.3％、「早良

区」が 14.7％となっている。 
平成 28 年調査と比較すると、「東区」、「南区」、「西区」の割合が減少し、「博多区」、「中央区」、

「城南区」、「早良区」の割合が増加している。 
マンション形態別にみると、単棟型は「中央区」が 32.0％と最も高く、団地型は「東区」が 29.6％

と最も高くなっている。 
階数別にみると、低層階（5 階以下）の建物は「中央区」、「南区」が 25.5％で最も高く、高層階

（11～19 階）の建物は「中央区」が 42.2％と最も高くなっている。 
 

■所在地 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

東区

10.7 

13.8 

14.8 

博多区

11.9 

9.9 

12.5 

中央区

31.2 

28.4 

26.1 

南区

16.3 

17.2 

17.4 

城南区

7.1 

6.3 

7.6 

早良区

14.7 

14.5 

13.1 

西区

7.3 

9.3 

8.4 

不詳

0.8 

0.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R3調査

(N=1,426）

Ｈ28調査

(N=1,167）

Ｈ23調査

(N=1,662）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

東

区

博

多

区

中

央

区

南

区

城

南

区

早

良

区

西

区

不

詳

全体 100.0 10.7 11.9 31.2 16.3 7.1 14.7 7.3 0.8

1,426 153 170 445 232 101 210 104 11

単棟型 100.0 9.7 12.0 32.0 16.5 7.0 15.2 7.1 0.5

1,342 130 161 430 221 94 204 95 7

団地型 100.0 29.6 7.0 18.3 14.1 8.5 7.0 12.7 2.8

71 21 5 13 10 6 5 9 2

不明 100.0 15.4 30.8 15.4 7.7 7.7 7.7 - 15.4

13 2 4 2 1 1 1 - 2

低層階（５階以下） 100.0 9.2 4.5 25.5 25.5 14.6 16.2 3.8 0.6

314 29 14 80 80 46 51 12 2

中層階（６～10階） 100.0 9.9 11.6 28.8 17.6 6.0 17.7 8.0 0.4

735 73 85 212 129 44 130 59 3

高層階（11～19階） 100.0 13.6 18.8 42.2 6.4 2.9 7.2 7.8 1.2

346 47 65 146 22 10 25 27 4

高層階（20階以上） 100.0 11.1 11.1 27.8 - - 16.7 33.3 -

18 2 2 5 - - 3 6 -

不明 100.0 15.4 30.8 15.4 7.7 7.7 7.7 - 15.4

13 2 4 2 1 1 1 - 2

マ

ン

シ

ョ
ン

形

態

別

階

数

別
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（４）竣工時期（問 2） 

竣工時期について尋ねたところ、「平成 15～19 年」が 13.0％で最も高く、次いで「平成 5～9 年」

が 12.9％、「平成 10～14 年」が 12.3％となっている。昭和 56 年以前に竣工した築 40 年以上を経過

したマンションが約 240 棟で全体の 16.7％を占めているが、平成 28 年調査と比較すると 5.0 ポイ

ント割合が低くなっている。 
立地行政区別にみると、中央区は「昭和 52～56 年」が最も多いが、東区、南区、城南区、西区は

「平成 5～9 年」、早良区は「平成 10～14 年」、博多区は「平成 15～19 年」が最も多くなっている。 
マンション形態別にみると、単棟型は、「平成 15～19 年」竣工の割合が 13.4%で最も高く、団地

型は「昭和 52～56 年」「平成 5～9 年」竣工が 15.5％と最も高くなっている。 
階数別にみると、中層階（6～10 階）以上では「平成元～19 年」の新しい竣工時期で割合が高く、

低層階（5 階以下）の建物は、「昭和 64 年以前」の古い竣工時期で割合が高くなっている。 
 

■竣工時期 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

昭和47

年以前

2.3 

2.6 

1.4 

昭和48

～51年

4.7 

4.9 

6.1 

昭和52

～56年

9.7 

14.2 

13.7 

昭和57

～59年

6.0 

8.9 

9.7 

昭和60

～64年

9.8 

7.8 

8.0 

平成元

～４年

10.2 

11.3 

11.8 

平成５

～９年

12.9 

13.5 

15.6 

平成10

～14年

12.3 

12.6 

12.8 

平成15

～19年

13.0 

8.5 

11.0 

平成20

～24年

6.4 

3.6 

3.1 

平成25

年以降

7.7

2.9

不詳

5.0 

9.3 

6.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R3調査

(N=1,426）

Ｈ28調査

(N=1,167）

Ｈ23調査

(N=1,662）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

平

成

2

5

年

以

降

平

成

2

0

年
～

2

4

年

平

成

1

5

年
～

1

9

年

平

成

1

0

年
～

1

4

年

平

成

５

年
～

９

年

平

成

元

年
～

４

年

昭

和

6

0

年
～

6

4

年

昭

和

5

7

年
～

5

9

年

昭

和

5

2

年
～

5

6

年

昭

和

4

8

年
～

5

1

年

昭

和

4

7

年

以

前

不

詳

全体 100.0 7.7 6.4 13.0 12.3 12.9 10.2 9.8 6.0 9.7 4.7 2.3 5.0

1,426 110 91 185 175 184 146 140 86 138 67 33 71

東区 100.0 9.8 8.5 12.4 13.1 17.6 13.1 5.9 5.9 4.6 2.0 1.3 5.9

153 15 13 19 20 27 20 9 9 7 3 2 9

博多区 100.0 5.9 10.0 18.8 8.8 12.4 11.2 5.9 2.4 13.5 4.1 2.4 4.7

170 10 17 32 15 21 19 10 4 23 7 4 8

中央区 100.0 6.5 6.1 13.7 13.5 6.7 6.3 11.0 7.6 14.4 6.7 2.2 5.2

445 29 27 61 60 30 28 49 34 64 30 10 23

南区 100.0 7.8 3.4 10.8 11.2 14.7 9.9 14.2 6.9 8.6 4.7 3.4 4.3

232 18 8 25 26 34 23 33 16 20 11 8 10

城南区 100.0 5.9 5.0 8.9 8.9 26.7 11.9 11.9 3.0 5.9 3.0 5.9 3.0

101 6 5 9 9 27 12 12 3 6 3 6 3

早良区 100.0 12.4 3.3 13.8 15.7 12.9 11.4 8.6 6.7 5.7 5.2 1.0 3.3

210 26 7 29 33 27 24 18 14 12 11 2 7

西区 100.0 5.8 13.5 9.6 10.6 17.3 15.4 8.7 5.8 3.8 1.0 1.0 7.7

104 6 14 10 11 18 16 9 6 4 1 1 8

記入無し 100.0 - - - 9.1 - 36.4 - - 18.2 9.1 - 27.3

11 - - - 1 - 4 - - 2 1 - 3

単棟型 100.0 8.0 6.7 13.4 12.7 12.9 10.3 10.2 6.0 9.5 4.4 1.9 3.9

1,342 108 90 180 170 173 138 137 81 127 59 26 53

団地型 100.0 2.8 1.4 7.0 7.0 15.5 11.3 4.2 7.0 15.5 11.3 9.9 7.0

71 2 1 5 5 11 8 3 5 11 8 7 5

記入無し 100.0 - - - - - - - - - - - 100.0

13 - - - - - - - - - - - 13

低層階（５階以下） 100.0 3.8 1.3 7.6 7.3 12.7 9.9 17.2 8.6 14.6 7.6 4.8 4.5

314 12 4 24 23 40 31 54 27 46 24 15 14

中層階（６～10階） 100.0 6.7 6.9 12.5 14.4 13.6 12.0 8.8 5.9 9.4 4.6 2.2 3.0

735 49 51 92 106 100 88 65 43 69 34 16 22

高層階（11～19階） 100.0 12.4 9.8 18.5 13.0 12.1 7.8 6.1 4.6 6.6 2.6 0.6 5.8

346 43 34 64 45 42 27 21 16 23 9 2 20

高層階（20階以上） 100.0 33.3 11.1 27.8 5.6 11.1 - - - - - - 11.1

18 6 2 5 1 2 - - - - - - 2

不明 100.0 - - - - - - - - - - - 100.0

13 - - - - - - - - - - - 13

立

地

行

政

区

別

マ

ン

シ

ョ
ン

形

態

別

階

数

別
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（５）マンションの用途（問 1） 

マンションの用途について尋ねたところ、「住居専用」が 82.4％を占めている。 
マンション形態別にみると、団地型では「住居専用」が 90.1％とほとんどを占める。 
竣工時期別にみると、竣工時期が平成 5 年以降のマンションでは「住居専用」の割合が 9 割を超

え、高くなっている。 
階数別にみると、階数が高いほど、「住居と店舗・事務所等の複合」の割合が高い傾向にある。 
戸数別にみると、60 戸以上の建物では「住居と店舗・事務所等の複合」の割合が 2 割以上と他に

比べて高くなっている。 
 

■マンションの用途 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

住居専用

82.4%

住居と店舗・事務所

等の複合

15.8%

その他

0.2%

不詳

1.6%

全体(N=1,426)

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

住

居

専

用

住

居

と

店

舗

・

事

務

所

等

の

複

合

そ

の

他

不

詳

全体 100.0 82.4 15.8 0.2 1.6

1,426 1,175 225 3 23

単棟型 100.0 82.2 16.3 0.2 1.3

1,342 1,103 219 3 17

団地型 100.0 90.1 5.6 - 4.2

71 64 4 - 3

不明 100.0 61.5 15.4 - 23.1

13 8 2 - 3

平成25年以降 100.0 93.6 5.5 0.9 -

110 103 6 1 -

平成20年～24年 100.0 93.4 3.3 - 3.3

91 85 3 - 3

平成15年～19年 100.0 95.7 3.2 - 1.1

185 177 6 - 2

平成10年～14年 100.0 95.4 3.4 0.6 0.6

175 167 6 1 1

平成５年～９年 100.0 95.1 4.3 - 0.5

184 175 8 - 1

平成元年～４年 100.0 78.1 19.2 - 2.7

146 114 28 - 4

昭和60年～64年 100.0 69.3 30.0 0.7 -

140 97 42 1 -

昭和57年～59年 100.0 72.1 27.9 - -

86 62 24 - -

昭和52年～56年 100.0 60.9 38.4 - 0.7

138 84 53 - 1

昭和48年～51年 100.0 58.2 35.8 - 6.0

67 39 24 - 4

昭和47年以前 100.0 60.6 39.4 - -

33 20 13 - -

記入無し 100.0 73.2 16.9 - 9.9

71 52 12 - 7

低層階（５階以下） 100.0 90.8 7.6 - 1.6

314 285 24 - 5

中層階（６～10階） 100.0 81.8 16.9 0.1 1.2

735 601 124 1 9

高層階（11～19階） 100.0 77.2 20.5 0.6 1.7

346 267 71 2 6

高層階（20階以上） 100.0 77.8 22.2 - -

18 14 4 - -

記入無し 100.0 61.5 15.4 - 23.1

13 8 2 - 3

19戸以下 100.0 86.9 12.7 - 0.4

268 233 34 - 1

20～39戸 100.0 86.2 12.4 0.2 1.2

501 432 62 1 6

40～59戸 100.0 82.4 15.7 0.4 1.5

267 220 42 1 4

60～99戸 100.0 75.4 22.3 0.5 1.9

211 159 47 1 4

100戸以上 100.0 75.5 21.8 - 2.7

147 111 32 - 4

記入無し 100.0 62.5 25.0 - 12.5

32 20 8 - 4

マ

ン

シ

ョ
ン

形

態

別

竣

工

時

期

別

階

数

別

戸

数

別



 

8 
 

（６）マンション階数（問 2） 

１）階数 

階数について尋ねたところ、「10～14 階」が 30.0％で最も高く、次いで「6～7 階」が 23.4％とな

っている。平均地上階数は 8.6 階となっている。 
平成 28 年調査と比べ、10 階以上の割合が高くなっている。 
竣工時期別にみると、竣工時期が古いほど「5 階以下」の割合が高くなる傾向にあり、竣工時期が

新しいほど、8 階以上の割合が高くなる傾向にある。特に平成 10 年以降の建物は 10 階以上で約 5
割を占める。 

 
■マンション階数（単棟型） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5階以下

21.4 

27.6 

31.4 

6～7階

23.4 

22.5 

21.7 

8～9階

19.9 

16.8 

17.6 

10～14階

30.0 

27.8 

25.8 

15～19階

4.2 

3.9 

3.6 

20階以上

1.0 

0.6 

不詳

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R3調査

(N=1,342）
Ｈ28調査

(N=1,167）
Ｈ23調査

(N=1,662）

8.6

8.2

7.9 

平均

（階）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

５

階

以

下

６
～

７

階

８
～

９

階

1

0
～

1

4

階

1

5
～

1

9

階

2

0

階

以

上

不

詳

平

均

（
階

）

８

階

以

上

全体 100.0 21.4 23.4 19.9 30.0 4.2 1.0 - 55.2

1,342 287 314 267 403 57 14 - 9 741

平成25年以降 100.0 11.1 17.6 20.4 37.0 8.3 5.6 - 71.3

108 12 19 22 40 9 6 - 11 77

平成20年～24年 100.0 4.4 17.8 23.3 45.6 6.7 2.2 - 77.8

90 4 16 21 41 6 2 - 10 70

平成15年～19年 100.0 12.8 13.9 25.0 35.6 10.0 2.8 - 73.3

180 23 25 45 64 18 5 - 10 132

平成10年～14年 100.0 13.5 22.9 25.3 30.6 7.1 0.6 - 63.5

170 23 39 43 52 12 1 - 9 108

平成５年～９年 100.0 22.5 30.6 18.5 24.3 4.0 - - 46.8

173 39 53 32 42 7 - - 8 81

平成元年～４年 100.0 21.7 31.2 21.0 25.4 0.7 - - 47.1

138 30 43 29 35 1 - - 8 65

昭和60年～64年 100.0 37.2 23.4 14.6 24.8 - - - 39.4

137 51 32 20 34 - - - 7 54

昭和57年～59年 100.0 33.3 29.6 16.0 21.0 - - - 37.0

81 27 24 13 17 - - - 7 30

昭和52年～56年 100.0 30.7 22.0 18.1 29.1 - - - 47.2

127 39 28 23 37 - - - 8 60

昭和48年～51年 100.0 28.8 25.4 20.3 25.4 - - - 45.8

59 17 15 12 15 - - - 7 27

昭和47年以前 100.0 34.6 34.6 7.7 23.1 - - - 30.8

26 9 9 2 6 - - - 7 8

記入無し 100.0 24.5 20.8 9.4 37.7 7.5 - - 54.7

53 13 11 5 20 4 - - 9 29

竣

工

時

期

別
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（７）マンションの戸数（問 2） 

1 棟の全戸数について尋ねたところ、「20～39 戸」が 36.8％で最も高く、次いで「19 戸以下」が

19.7％となっている。１棟あたりの平均戸数は 47 戸となっている。 
立地行政区別にみると、中央区、南区、城南区、早良区では「19 戸以下」の割合が 20％以上と、

他区に比べて、やや高くなっている。 
階数別にみると、低層階（5 階以下）では「19 戸以下」、中層階（6～10 階）では「20～39 戸」、

高層階（11～19 階）の建物では「60～99 戸」が最も高くなっている。 
 

■全戸数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

19戸以下

19.7%

20～39戸

36.8%

40～59戸

19.6%

60～99戸

15.0%

100戸以上

7.6%

不詳

1.3%

【 平均 46.7戸 】

全体(N=1,342)

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

1

9

戸

以

下

2

0
～

3

9

戸

4

0
～

5

9

戸

6

0
～

9

9

戸

1

0

0

戸

以

上

不

詳

平

均

（
戸

）

全体 100.0 19.7 36.8 19.6 15.0 7.6 1.3

1,342 264 494 263 201 102 18 47

東区 100.0 11.5 26.9 20.0 24.6 15.4 1.5

130 15 35 26 32 20 2 69

博多区 100.0 9.3 29.8 23.0 24.2 12.4 1.2

161 15 48 37 39 20 2 59

中央区 100.0 21.2 34.7 21.2 16.0 6.0 0.9

430 91 149 91 69 26 4 45

南区 100.0 26.7 42.5 15.8 9.0 4.5 1.4

221 59 94 35 20 10 3 36

城南区 100.0 31.9 39.4 12.8 10.6 4.3 1.1

94 30 37 12 10 4 1 38

早良区 100.0 24.5 42.2 21.6 8.3 2.9 0.5

204 50 86 44 17 6 1 37

西区 100.0 4.2 45.3 17.9 12.6 15.8 4.2

95 4 43 17 12 15 4 56

記入無し 100.0 - 28.6 14.3 28.6 14.3 14.3

7 - 2 1 2 1 1 60

低層階（５階以下） 100.0 43.9 41.1 7.7 3.5 1.7 2.1

287 126 118 22 10 5 6 27

中層階（６～10階） 100.0 17.5 43.2 21.3 13.1 3.6 1.3

715 125 309 152 94 26 9 40

高層階（11～19階） 100.0 3.4 20.2 27.3 29.1 19.0 0.9

326 11 66 89 95 62 3 72

高層階（20階以上） 100.0 14.3 7.1 - 14.3 64.3 -

14 2 1 - 2 9 - 181

不明 - - - - - - -

- - - - - - - -

立

地

行

政

区

別

階

数

別
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２．マンション居住者の状況について 

（１）賃貸化戸数の比率（問３） 

賃貸化戸数の比率について尋ねたところ、「1～10％未満」が 33.5％で最も高く、10％未満が 41.7％
を占める。 
立地行政区別にみると、博多区、中央区では賃貸化率が 30％以上である建物の割合が 3 割以上と

高くなっている。竣工時期別にみると、昭和 60 年より前に建設された建物では賃貸化率が 30％以

上である建物の割合が 3 割を超えており、古い建物ほど賃貸化がすすんでいる。 
 

■賃貸化率 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0%

8.2%

1～10％未満

33.5%

10～20％未満

19.6%
20～30％未満

10.2%

30～40％未満

5.1%

40～50％未満

3.8%

50％以上

11.7%

不明

5.6%

不詳

2.4%

【H30国調査13.2％】

全体(N=1,426)

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

0

%

１
～

1

0

％

未

満

1

0
～

2

0

％

未

満

2

0
～

3

0

％

未

満

3

0
～

4

0

％

未

満

4

0
～

5

0

％

未

満

5

0

％

以

上

不

明

不

詳

全体 100.0 8.2 33.5 19.6 10.2 5.1 3.8 11.7 5.6 2.4

1,426 117 477 279 145 73 54 167 80 34

東区 100.0 8.5 42.5 15.7 9.2 2.6 2.6 12.4 3.3 3.3

153 13 65 24 14 4 4 19 5 5

博多区 100.0 6.5 32.4 15.9 4.7 5.3 5.3 24.1 2.9 2.9

170 11 55 27 8 9 9 41 5 5

中央区 100.0 4.9 23.1 20.4 12.1 7.4 4.9 19.1 5.4 2.5

445 22 103 91 54 33 22 85 24 11

南区 100.0 11.6 36.6 21.6 12.1 5.6 3.4 2.6 6.0 0.4

232 27 85 50 28 13 8 6 14 1

城南区 100.0 14.9 42.6 17.8 5.0 6.9 1.0 2.0 7.9 2.0

101 15 43 18 5 7 1 2 8 2

早良区 100.0 10.5 38.1 20.5 9.5 2.4 3.8 5.2 7.1 2.9

210 22 80 43 20 5 8 11 15 6

西区 100.0 6.7 41.3 24.0 13.5 1.9 1.0 1.9 8.7 1.0

104 7 43 25 14 2 1 2 9 1

記入無し 100.0 - 27.3 9.1 18.2 - 9.1 9.1 - 27.3

11 - 3 1 2 - 1 1 - 3

平成25年以降 100.0 20.9 43.6 7.3 3.6 1.8 - 4.5 16.4 1.8

110 23 48 8 4 2 - 5 18 2

平成20年～24年 100.0 15.4 41.8 12.1 3.3 2.2 - 20.9 4.4 -

91 14 38 11 3 2 - 19 4 -

平成15年～19年 100.0 10.8 36.8 20.5 6.5 1.6 0.5 17.3 4.9 1.1

185 20 68 38 12 3 1 32 9 2

平成10年～14年 100.0 9.7 44.6 19.4 6.9 1.7 2.3 6.9 6.9 1.7

175 17 78 34 12 3 4 12 12 3

平成５年～９年 100.0 9.2 41.8 26.6 6.5 3.8 1.6 2.2 7.1 1.1

184 17 77 49 12 7 3 4 13 2

平成元年～４年 100.0 6.8 20.5 20.5 20.5 8.2 4.8 15.1 3.4 -

146 10 30 30 30 12 7 22 5 -

昭和60年～64年 100.0 5.7 30.7 22.1 10.7 8.6 6.4 10.0 3.6 2.1

140 8 43 31 15 12 9 14 5 3

昭和57年～59年 100.0 4.7 23.3 17.4 15.1 7.0 7.0 17.4 2.3 5.8

86 4 20 15 13 6 6 15 2 5

昭和52年～56年 100.0 0.7 26.8 26.8 16.7 7.2 6.5 11.6 0.7 2.9

138 1 37 37 23 10 9 16 1 4

昭和48年～51年 100.0 4.5 14.9 19.4 19.4 9.0 11.9 17.9 3.0 -

67 3 10 13 13 6 8 12 2 -

昭和47年以前 100.0 - 18.2 12.1 15.2 21.2 12.1 18.2 3.0 -

33 - 6 4 5 7 4 6 1 -

記入無し 100.0 - 31.0 12.7 4.2 4.2 4.2 14.1 11.3 18.3

71 - 22 9 3 3 3 10 8 13

立

地

行

政

区

別

竣

工

時

期

別
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（２）空室の割合（問４） 

空室の割合について尋ねたところ、「0％」が 53.4％で最も高く、次いで「10％未満」が 35.4％と

なっている。 
立地行政区別にみると、空室の割合が 10％以上の建物が占める割合が一番多いのは、中央区の

6.5％で、ついで博多区の 5.9％が多くなっている。一方、空室の割合が 10％未満の建物が最も多い

のは、早良区の 93.8％で、次いで南区の 93.1％が多くなっている。 
竣工時期別にみると、竣工時期が古いほど空室の割合が高くなる傾向にあり、昭和 47 年以前で多

くとなっている。 
 

■空室の割合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0%

53.4%
1～10％未満

35.4%

10～20％未満

3.2%

20～30％未満

0.4%

50％以上

0.2%
不明

5.5%

不詳

1.6%

【H30国調査2.7％】

全体(N=1,426)

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

0

%

１
～

1

0

％

未

満

1

0
～

2

0

％

未

満

2

0
～

3

0

％

未

満

3

0
～

4

0

％

未

満

4

0
～

5

0

％

未

満

5

0

％

以

上

不

明

不

詳

全体 100.0 53.4 35.4 3.2 0.4 0.1 0.1 0.2 5.5 1.6

1,426 761 505 46 5 2 2 3 79 23

東区 100.0 48.4 41.2 2.6 - 0.7 - - 5.9 1.3

153 74 63 4 - 1 - - 9 2

博多区 100.0 44.1 40.6 5.9 - - - - 7.6 1.8

170 75 69 10 - - - - 13 3

中央区 100.0 46.3 38.9 4.7 0.9 - 0.4 0.4 6.7 1.6

445 206 173 21 4 - 2 2 30 7

南区 100.0 59.9 33.2 1.7 - 0.4 - - 3.9 0.9

232 139 77 4 - 1 - - 9 2

城南区 100.0 71.3 19.8 4.0 - - - - 4.0 1.0

101 72 20 4 - - - - 4 1

早良区 100.0 63.8 30.0 0.5 0.5 - - 0.5 3.3 1.4

210 134 63 1 1 - - 1 7 3

西区 100.0 54.8 35.6 1.9 - - - - 5.8 1.9

104 57 37 2 - - - - 6 2

記入無し 100.0 36.4 27.3 - - - - - 9.1 27.3

11 4 3 - - - - - 1 3

平成25年以降 100.0 59.1 23.6 2.7 0.9 - 0.9 1.8 10.0 0.9

110 65 26 3 1 - 1 2 11 1

平成20年～24年 100.0 58.2 33.0 2.2 - - - - 6.6 -

91 53 30 2 - - - - 6 -

平成15年～19年 100.0 56.2 31.9 1.1 - - - 0.5 9.7 0.5

185 104 59 2 - - - 1 18 1

平成10年～14年 100.0 64.0 27.4 1.7 0.6 - - - 5.7 0.6

175 112 48 3 1 - - - 10 1

平成５年～９年 100.0 66.8 26.6 1.1 - - - - 3.8 1.6

184 123 49 2 - - - - 7 3

平成元年～４年 100.0 50.7 43.8 1.4 0.7 0.7 - - 2.7 -

146 74 64 2 1 1 - - 4 -

昭和60年～64年 100.0 52.1 37.9 3.6 - 0.7 - - 4.3 1.4

140 73 53 5 - 1 - - 6 2

昭和57年～59年 100.0 45.3 45.3 2.3 1.2 - - - 3.5 2.3

86 39 39 2 1 - - - 3 2

昭和52年～56年 100.0 37.7 51.4 7.2 - - 0.7 - 1.4 1.4

138 52 71 10 - - 1 - 2 2

昭和48年～51年 100.0 37.3 47.8 9.0 1.5 - - - 1.5 3.0

67 25 32 6 1 - - - 1 2

昭和47年以前 100.0 24.2 48.5 21.2 - - - - 6.1 -

33 8 16 7 - - - - 2 -

記入無し 100.0 46.5 25.4 2.8 - - - - 12.7 12.7

71 33 18 2 - - - - 9 9

立

地

行

政

区

別

竣

工

時

期

別
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（３）居住者の最も多い年齢層（問５） 

居住者の最も多い年齢層について尋ねたところ、「中年層（40 歳以上～60 歳未満）」が 54.9％で最

も高く、次いで「高齢層（60 歳以上）」が 29.7％、「若年層（40 歳未満）」が 3.0％となっている。 
マンション形態別にみると、団地型では「高齢層」が 46.5％と単棟型に比べて高い。 
竣工時期別にみると、竣工時期が古い建物ほど「高齢層」の割合が高くなる傾向にあり、一方で

「若年層」では平成 20 年以降竣工の建物に住む居住者が約 65％を占めている。 
 

■居住者の最も多い年齢層 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

高齢層

（60歳以上）

29.7%

中年層

（40歳以上～

60歳未満）

54.9%

若年層

（40歳未満）

3.0%
不明

10.0%

不詳

2.3%

全体(N=1,426)

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

高

齢

層

（
6

0

歳

以

上

）

中

年

層

（
4

0

歳

以

上
～

6

0

歳

未

満

）

若

年

層

（
4

0

歳

未

満

）

不

明

不

詳

全体 100.0 29.7 54.9 3.0 10.0 2.3

1,426 424 783 43 143 33

単棟型 100.0 29.1 55.4 3.1 10.3 2.1

1,342 391 743 42 138 28

団地型 100.0 46.5 50.7 1.4 1.4 -

71 33 36 1 1 -

記入無し 100.0 - 30.8 - 30.8 38.5

13 - 4 - 4 5

平成25年以降 100.0 - 66.4 21.8 10.0 1.8

110 - 73 24 11 2

平成20年～24年 100.0 - 75.8 4.4 16.5 3.3

91 - 69 4 15 3

平成15年～19年 100.0 8.1 72.4 2.7 15.7 1.1

185 15 134 5 29 2

平成10年～14年 100.0 10.9 74.9 2.3 10.9 1.1

175 19 131 4 19 2

平成５年～９年 100.0 26.6 61.4 - 9.2 2.7

184 49 113 - 17 5

平成元年～４年 100.0 30.8 59.6 2.1 7.5 -

146 45 87 3 11 -

昭和60年～64年 100.0 50.0 38.6 0.7 7.1 3.6

140 70 54 1 10 5

昭和57年～59年 100.0 60.5 32.6 1.2 4.7 1.2

86 52 28 1 4 1

昭和52年～56年 100.0 68.1 26.1 - 3.6 2.2

138 94 36 - 5 3

昭和48年～51年 100.0 62.7 26.9 1.5 7.5 1.5

67 42 18 1 5 1

昭和47年以前 100.0 66.7 24.2 - 9.1 -

33 22 8 - 3 -

記入無し 100.0 22.5 45.1 - 19.7 12.7

71 16 32 - 14 9

マ

ン

シ

ョ
ン

形

態

別

竣

工

時

期

別
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（４）居住者の最も多い世帯構成（問６） 

居住者の最も多い世帯構成について尋ねたところ、「ファミリー世帯」が 54.6％で最も高く、次い

で「夫婦のみ世帯」が 21.7％、「単身世帯」が 6.2％となっている。 
立地行政区別にみると、「単身世帯」は博多区で 11.2％、中央区で 9.2％と高くなっている。 
賃貸比率別にみると、賃貸比率が高くなるほど「単身世帯」の割合が高くなる傾向にある。 

 
■居住者の最も多い世帯構成 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

単身世帯

6.2%

夫婦のみ世帯

21.7%

ファミリー世帯

（２世代以上）

54.6%

その他

1.1%

不明

13.3%

不詳

3.2%

全体(N=1,426)

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

単

身

世

帯

夫

婦

の

み

世

帯

フ

ァ
ミ

リ
ー

世

帯

そ

の

他

不

明

不

詳

全体 100.0 6.2 21.7 54.6 1.1 13.3 3.2

1,426 88 310 779 15 189 45

東区 100.0 2.6 19.0 63.4 1.3 11.8 2.0

153 4 29 97 2 18 3

博多区 100.0 11.2 17.6 46.5 1.2 21.8 1.8

170 19 30 79 2 37 3

中央区 100.0 9.2 21.6 45.8 1.3 18.4 3.6

445 41 96 204 6 82 16

南区 100.0 5.2 28.9 53.0 0.9 7.3 4.7

232 12 67 123 2 17 11

城南区 100.0 3.0 24.8 61.4 - 7.9 3.0

101 3 25 62 - 8 3

早良区 100.0 2.9 21.9 64.8 0.5 8.6 1.4

210 6 46 136 1 18 3

西区 100.0 1.9 15.4 69.2 1.9 7.7 3.8

104 2 16 72 2 8 4

記入無し 100.0 9.1 9.1 54.5 - 9.1 18.2

11 1 1 6 - 1 2

0% 100.0 0.9 23.1 70.9 - 2.6 2.6

117 1 27 83 - 3 3

１～10％未満 100.0 2.3 19.7 68.8 0.6 6.5 2.1

477 11 94 328 3 31 10

10～20％未満 100.0 2.9 26.5 57.7 0.4 8.6 3.9

279 8 74 161 1 24 11

20～30％未満 100.0 6.9 29.0 51.7 - 11.0 1.4

145 10 42 75 - 16 2

30～40％未満 100.0 8.2 30.1 42.5 1.4 13.7 4.1

73 6 22 31 1 10 3

40～50％未満 100.0 9.3 35.2 33.3 3.7 16.7 1.9

54 5 19 18 2 9 1

50％以上 100.0 24.6 8.4 17.4 4.8 42.5 2.4

167 41 14 29 8 71 4

不明 100.0 2.5 16.3 52.5 - 28.8 -

80 2 13 42 - 23 -

記入無し 100.0 11.8 14.7 35.3 - 5.9 32.4

34 4 5 12 - 2 11

立

地

行

政

区

別

賃

貸

比

率

（
所

有

者

の

居

住

状

況

）



 

14 
 

（５）単身かつ高齢者（65 歳以上）の世帯の割合（問７） 

65 歳以上の高齢者のみの世帯のうち、単身世帯の割合について尋ねたところ、「1～10％未満」が

33.6％で最も高く、次いで「10～20％未満」が 16.3％となっている。 
竣工時期別にみると、竣工時期が古いほど、高齢者単身世帯が居住している割合は高くなる傾向

にある。 
 

■高齢者（65 歳以上）かつ単身世帯の割合 

 
 
 
 
 
 

0%

10.5%

1～10％未満

33.6%

10～20％未満

16.3%

20～30％未満

6.5%

30～40％未満

2.1%

40～50％未満

1.5%

50％以上

2.6%

不明

24.2%

不詳

2.7%

全体(N=1,426)

サ

ン

プ

ル

数

0

%

１
～

1

0

％

未

満

1

0
～

2

0

％

未

満

2

0
～

3

0

％

未

満

3

0
～

4

0

％

未

満

4

0
～

5

0

％

未

満

5

0

％

以

上

不

明

不

詳

全体 100.0 10.5 33.6 16.3 6.5 2.1 1.5 2.6 24.2 2.7

1,426 150 479 233 92 30 22 37 345 38

平成25年以降 100.0 25.5 32.7 4.5 0.9 - - - 36.4 -

110 28 36 5 1 - - - 40 -

平成20年～24年 100.0 16.5 44.0 5.5 - - - - 34.1 -

91 15 40 5 - - - - 31 -

平成15年～19年 100.0 11.9 34.6 13.5 3.8 1.6 0.5 - 32.4 1.6

185 22 64 25 7 3 1 - 60 3

平成10年～14年 100.0 14.3 35.4 13.1 3.4 1.1 - 1.1 28.0 3.4

175 25 62 23 6 2 - 2 49 6

平成５年～９年 100.0 13.6 40.8 13.0 6.0 0.5 2.2 1.1 21.7 1.1

184 25 75 24 11 1 4 2 40 2

平成元年～４年 100.0 8.2 41.8 17.1 7.5 3.4 1.4 2.1 17.1 1.4

146 12 61 25 11 5 2 3 25 2

昭和60年～64年 100.0 6.4 30.0 18.6 9.3 5.0 3.6 5.7 18.6 2.9

140 9 42 26 13 7 5 8 26 4

昭和57年～59年 100.0 3.5 22.1 20.9 12.8 - 4.7 7.0 23.3 5.8

86 3 19 18 11 - 4 6 20 5

昭和52年～56年 100.0 3.6 29.0 32.6 13.8 4.3 0.7 4.3 9.4 2.2

138 5 40 45 19 6 1 6 13 3

昭和48年～51年 100.0 3.0 20.9 29.9 9.0 4.5 4.5 10.4 16.4 1.5

67 2 14 20 6 3 3 7 11 1

昭和47年以前 100.0 - 21.2 30.3 15.2 6.1 6.1 - 21.2 -

33 - 7 10 5 2 2 - 7 -

記入無し 100.0 5.6 26.8 9.9 2.8 1.4 - 4.2 32.4 16.9

71 4 19 7 2 1 - 3 23 12

上段：構成比％

下段：件数

竣

工

時

期

別
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３．施設・設備の概要について 

（１）管理室等の有無（問８―①） 

管理室等の有無について尋ねたところ、「あり」が 87.8％で約 9 割を占めている。 
竣工時期別にみると、平成 5 年以降竣工の建物では「あり」の割合が 95％を超えている。階数別・

戸数別にみると、階数が高いほど、また、戸数が多いほど、「あり」の割合が高くなる傾向にある。 
 

■管理室等の有無 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

あり

87.8%

なし

11.6%

不詳

0.6%

全体(N=1,426)

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

あ

り

な

し

不

詳

全体 100.0 87.8 11.6 0.6

1,426 1,252 166 8

東区 100.0 90.2 9.8 -

153 138 15 -

博多区 100.0 91.2 8.2 0.6

170 155 14 1

中央区 100.0 89.2 10.1 0.7

445 397 45 3

南区 100.0 81.5 18.1 0.4

232 189 42 1

城南区 100.0 81.2 17.8 1.0

101 82 18 1

早良区 100.0 89.5 10.0 0.5

210 188 21 1

西区 100.0 91.3 8.7 -

104 95 9 -

記入無し 100.0 72.7 18.2 9.1

11 8 2 1

平成25年以降 100.0 99.1 - 0.9

110 109 - 1

平成20年～24年 100.0 100.0 - -

91 91 - -

平成15年～19年 100.0 98.9 1.1 -

185 183 2 -

平成10年～14年 100.0 98.3 1.1 0.6

175 172 2 1

平成５年～９年 100.0 96.2 3.3 0.5

184 177 6 1

平成元年～４年 100.0 87.0 13.0 -

146 127 19 -

昭和60年～64年 100.0 72.9 27.1 -

140 102 38 -

昭和57年～59年 100.0 72.1 26.7 1.2

86 62 23 1

昭和52年～56年 100.0 67.4 31.9 0.7

138 93 44 1

昭和48年～51年 100.0 73.1 26.9 -

67 49 18 -

昭和47年以前 100.0 72.7 27.3 -

33 24 9 -

記入無し 100.0 88.7 7.0 4.2

71 63 5 3

低層階（５階以下） 100.0 66.2 33.1 0.6

314 208 104 2

中層階（６～10階） 100.0 91.3 8.3 0.4

735 671 61 3

高層階（11～19階） 100.0 99.4 0.3 0.3

346 344 1 1

高層階（20階以上） 100.0 94.4 - 5.6

18 17 - 1

不明 100.0 92.3 - 7.7

13 12 - 1

19戸以下 100.0 72.0 27.2 0.7

268 193 73 2

20～39戸 100.0 86.0 13.6 0.4

501 431 68 2

40～59戸 100.0 93.6 5.6 0.7

267 250 15 2

60～99戸 100.0 96.7 2.8 0.5

211 204 6 1

100戸以上 100.0 97.3 2.7 -

147 143 4 -

不明 100.0 96.9 - 3.1

32 31 - 1

立

地

行

政

区

別

竣

工

時

期

別

階

数

別

戸

数

別
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（２）管理組合ポストの有無（問８―②） 

管理組合ポストの有無について尋ねたところ、「あり」が 91.2％を占めており、管理組合ポストは

多くの建物で設置されている。 
 

■管理組合ポストの有無 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

あり

91.2%

なし

8.2%

不詳

0.6%

全体(N=1,426)

サ

ン

プ

ル

数

あ

り

な

し

不

詳

全体 100.0 91.2 8.2 0.6

1,426 1,300 117 9

19戸以下 100.0 84.0 16.0 -

268 225 43 -

20～39戸 100.0 91.8 7.8 0.4

501 460 39 2

40～59戸 100.0 93.3 6.0 0.7

267 249 16 2

60～99戸 100.0 94.8 4.3 0.9

211 200 9 2

100戸以上 100.0 91.8 6.8 1.4

147 135 10 2

記入無し 100.0 96.9 - 3.1

32 31 - 1

平成25年以降 100.0 97.3 2.7 -

110 107 3 -

平成20年～24年 100.0 96.7 3.3 -

91 88 3 -

平成15年～19年 100.0 96.2 3.8 -

185 178 7 -

平成10年～14年 100.0 97.1 2.9 -

175 170 5 -

平成５年～９年 100.0 92.4 6.5 1.1

184 170 12 2

平成元年～４年 100.0 89.7 10.3 -

146 131 15 -

昭和60年～64年 100.0 85.0 14.3 0.7

140 119 20 1

昭和57年～59年 100.0 89.5 10.5 -

86 77 9 -

昭和52年～56年 100.0 86.2 12.3 1.4

138 119 17 2

昭和48年～51年 100.0 76.1 20.9 3.0

67 51 14 2

昭和47年以前 100.0 84.8 15.2 -

33 28 5 -

記入無し 100.0 87.3 9.9 2.8

71 62 7 2

戸

数

別

竣

工

時

期

別

上段：構成比％

下段：件数
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（３）集会室の有無（問８―③） 

集会室の有無について尋ねたところ、「なし」が 72.2％を占めている。 
戸数別にみると、戸数が多いほど「あり」の割合が高くなっており、100 戸以上では「あり」が

84.4％と最も高くなっている。 
 

■集会室の有無 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

あり

27.1%

なし

72.2%

不詳

0.6%

全体(N=1,426)

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

あ

り

な

し

不

詳

全体 100.0 27.1 72.2 0.6

1,426 387 1,030 9

19戸以下 100.0 5.6 93.7 0.7

268 15 251 2

20～39戸 100.0 10.0 89.6 0.4

501 50 449 2

40～59戸 100.0 25.8 73.0 1.1

267 69 195 3

60～99戸 100.0 56.4 43.1 0.5

211 119 91 1

100戸以上 100.0 84.4 15.6 -

147 124 23 -

記入無し 100.0 31.3 65.6 3.1

32 10 21 1

戸

数

別
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（４）エレベーター（問８―④） 

エレベーターの有無について尋ねたところ、「あり」が 90.6％で約 9 割を占めている。国調査と比

べても同程度である。 
竣工時期別にみると、昭和 47 年以前の建物で「なし」の割合が高くなっている。 
階数別にみると、低層階（5 階以下）の建物では「なし」の割合が 39.8％と約 4 割を占めている。 
基数は「1 基」が 63.4％で最も高く、次いで「2 基」が 9.5％となっている。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

エレベーターの有無と基数 

■エレベーターの有無 

■エレベーターの基数 

あり

90.6 

92.4 

なし

9.0 

6.7 

不詳

0.4 

0.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R3調査

(N=1,426）

H30国調査

(N=1,688）

１基

63.4 

61.0 

２基

9.5 

16.9 

３基

2.4 

4.6 

４基以上

2.6 

7.8 

不詳

12.8 

2.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R3調査

(n=1,292）

H30国調査

(n=1,560）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

あ

り

　

１

基

　

２

基

　

３

基

　

４

基

以

上

　

不

詳

な

し

不

詳

全体 100.0 90.6 63.4 9.5 2.4 2.6 12.8 9.0 0.4

1,426 1,292 904 135 34 37 182 129 5

平成25年以降 100.0 98.2 63.6 14.5 3.6 10.0 6.4 1.8 -

110 108 70 16 4 11 7 2 -

平成20年～24年 100.0 98.9 75.8 12.1 5.5 1.1 4.4 - 1.1

91 90 69 11 5 1 4 - 1

平成15年～19年 100.0 99.5 67.0 16.8 3.8 2.2 9.7 0.5 -

185 184 124 31 7 4 18 1 -

平成10年～14年 100.0 99.4 72.0 9.7 3.4 1.7 12.6 0.6 -

175 174 126 17 6 3 22 1 -

平成５年～９年 100.0 96.2 69.6 5.4 1.1 3.3 16.8 3.8 -

184 177 128 10 2 6 31 7 -

平成元年～４年 100.0 93.8 67.1 11.0 1.4 2.7 11.6 6.2 -

146 137 98 16 2 4 17 9 -

昭和60年～64年 100.0 77.1 60.0 2.9 0.7 - 13.6 22.1 0.7

140 108 84 4 1 - 19 31 1

昭和57年～59年 100.0 84.9 65.1 3.5 1.2 2.3 12.8 15.1 -

86 73 56 3 1 2 11 13 -

昭和52年～56年 100.0 73.2 49.3 5.8 - 0.7 17.4 26.1 0.7

138 101 68 8 - 1 24 36 1

昭和48年～51年 100.0 80.6 40.3 17.9 1.5 1.5 19.4 19.4 -

67 54 27 12 1 1 13 13 -

昭和47年以前 100.0 63.6 39.4 - 9.1 - 15.2 36.4 -

33 21 13 - 3 - 5 12 -

記入無し 100.0 91.5 57.7 9.9 2.8 5.6 15.5 5.6 2.8

71 65 41 7 2 4 11 4 2

低層階（５階以下） 100.0 59.6 45.9 2.9 0.6 1.3 8.9 39.8 0.6

314 187 144 9 2 4 28 125 2

中層階（６～10階） 100.0 99.3 74.6 8.2 1.9 1.1 13.6 0.5 0.1

735 730 548 60 14 8 100 4 1

高層階（11～19階） 100.0 99.7 58.4 17.6 4.3 4.9 14.5 - 0.3

346 345 202 61 15 17 50 - 1

高層階（20階以上） 100.0 100.0 11.1 22.2 11.1 38.9 16.7 - -

18 18 2 4 2 7 3 - -

記入無し 100.0 92.3 61.5 7.7 7.7 7.7 7.7 - 7.7

13 12 8 1 1 1 1 - 1

竣

工

時

期

別

階

数

別
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（５）バリアフリーの実施状況（複数回答）（問８―⑤） 

バリアフリーの実施状況について尋ねたところ、「車椅子が通れる幅の確保」が 55.5％で最も高く、

次いで「建物出入口・共用廊下等の段差解消」が 52.2％、「建物出入口への自動ドアの設置」が 48.6％
となっている。 
竣工時期別にみると、平成 10 年以降の新しい建物では、「いずれも実施していない」の割合が 1

割未満と低くなっていることから、バリアフリーの実施率が高くなっていると考えられる。 
高齢者の居住状況別にみると、「いずれも実施していない」の割合は、単身高齢者居住比率が「50％

以上」で 16.2％となっており、高齢者が多く居住する場合でもバリアフリー化が十分でないマンシ

ョンがみられる。 
 

■バリアフリーの実施状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

55.5
52.2

48.6 47.9

31.8

9.8

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

車
椅
子
が
通
れ
る
幅
の
確
保

建
物
出
入
口
・共
用
廊
下
等

の
段
差
解
消

建
物
出
入
口
へ
の

自
動
ド
ア
の
設
置

共
用
階
段
・廊
下
等
の

手
す
り
設
置

エ
レ
ベ
ー
タ
ー
内
に

手
す
り
設
置

い
ず
れ
も
実
施
し
て
い
な
い

（％）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

建

物

出

入

口

・

共

用

廊

下

等

の

段

差

解

消

共

用

階

段

・

廊

下

等

の

手

す

り

設

置

車

椅

子

が

通

れ

る

幅

の

確

保 建

物

出

入

口

へ

の

自

動

ド

ア

の

設

置

エ

レ

ベ
ー

タ
ー

内

に

手

す

り

設

置

い

ず

れ

も

実

施

し

て

い

な

い 記

入

無

し

全体 100.0 52.2 47.9 55.5 48.6 31.8 9.8 6.3

1,426 745 683 791 693 454 140 90

平成25年以降 100.0 75.5 57.3 75.5 77.3 71.8 0.9 7.3

110 83 63 83 85 79 1 8

平成20年～24年 100.0 60.4 48.4 60.4 59.3 50.5 7.7 12.1

91 55 44 55 54 46 7 11

平成15年～19年 100.0 69.7 55.7 74.6 64.3 57.8 4.3 8.6

185 129 103 138 119 107 8 16

平成10年～14年 100.0 58.3 41.7 58.3 55.4 28.6 5.7 6.3

175 102 73 102 97 50 10 11

平成５年～９年 100.0 55.4 40.2 56.0 55.4 11.4 12.0 4.9

184 102 74 103 102 21 22 9

平成元年～４年 100.0 41.1 39.0 53.4 53.4 16.4 15.8 3.4

146 60 57 78 78 24 23 5

昭和60年～64年 100.0 37.9 51.4 43.6 39.3 21.4 11.4 5.0

140 53 72 61 55 30 16 7

昭和57年～59年 100.0 46.5 47.7 41.9 19.8 22.1 8.1 4.7

86 40 41 36 17 19 7 4

昭和52年～56年 100.0 43.5 55.1 42.8 19.6 26.1 15.9 3.6

138 60 76 59 27 36 22 5

昭和48年～51年 100.0 37.3 44.8 49.3 29.9 28.4 19.4 4.5

67 25 30 33 20 19 13 3

昭和47年以前 100.0 36.4 63.6 39.4 21.2 21.2 9.1 3.0

33 12 21 13 7 7 3 1

記入無し 100.0 33.8 40.8 42.3 45.1 22.5 11.3 14.1

71 24 29 30 32 16 8 10

0% 100.0 58.0 47.3 61.3 58.7 40.7 9.3 4.0

150 87 71 92 88 61 14 6

１～10％未満 100.0 55.5 52.4 59.3 53.9 30.7 8.1 5.0

479 266 251 284 258 147 39 24

10～20％未満 100.0 53.6 52.4 59.2 45.5 30.0 7.7 4.3

233 125 122 138 106 70 18 10

20～30％未満 100.0 45.7 51.1 47.8 39.1 30.4 6.5 4.3

92 42 47 44 36 28 6 4

30～40％未満 100.0 50.0 73.3 50.0 43.3 46.7 6.7 -

30 15 22 15 13 14 2 -

40～50％未満 100.0 45.5 31.8 45.5 54.5 22.7 9.1 4.5

22 10 7 10 12 5 2 1

50％以上 100.0 45.9 56.8 43.2 32.4 24.3 16.2 -

37 17 21 16 12 9 6 -

不明 100.0 48.1 36.8 50.1 43.8 31.3 15.1 11.0

345 166 127 173 151 108 52 38

記入無し 100.0 44.7 39.5 50.0 44.7 31.6 2.6 18.4

38 17 15 19 17 12 1 7

竣

工

時

期

別

単

身

高

齢

者

居

住

比

率

（
単

身

高

齢

者

の

居

住

状

況

）
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４．駐車場・駐輪場関係について 

（１）駐車場について 

１）駐車場の有無について（問 9） 

駐車場の有無について尋ねたところ、「ある」が 94.3％で、「ない」は 5.5％となっている。 
 
■駐車場の有無 

 
 

あり

94.3%

なし

5.5%

不詳

0.2%

全体(N=1,426)

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

あ

る

な

い

不

詳

全体 100.0 94.3 5.5 0.2

1,426 1,345 78 3

東区 100.0 98.0 2.0 -

153 150 3 -

博多区 100.0 91.2 8.2 0.6

170 155 14 1

中央区 100.0 91.5 8.3 0.2

445 407 37 1

南区 100.0 96.1 3.9 -

232 223 9 -

城南区 100.0 97.0 3.0 -

101 98 3 -

早良区 100.0 94.8 5.2 -

210 199 11 -

西区 100.0 99.0 1.0 -

104 103 1 -

記入無し 100.0 90.9 - 9.1

11 10 - 1

19戸以下 100.0 89.6 10.1 0.4

268 240 27 1

20～39戸 100.0 93.8 6.0 0.2

501 470 30 1

40～59戸 100.0 96.3 3.7 -

267 257 10 -

60～99戸 100.0 97.2 2.8 -

211 205 6 -

100戸以上 100.0 98.6 1.4 -

147 145 2 -

記入無し 100.0 87.5 9.4 3.1

32 28 3 1

立

地

行

政

区

別

戸

数

別
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２）機械式駐車場の有無について（問 9-1）【問 9 で「1.ある」と回答】 

機械式駐車場の有無について尋ねたところ、「ある」が 30.8％で、「ない」は 68.2％となっている。 
立地行政区別にみると、「ある」は博多区で 39.4％、中央区で 39.3％と高くなっている。 

 
■機械式駐車場の有無 

 

あり

30.8%

なし

68.2%

不詳

1.0%

全体(N=1,345)

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

あ

る

な

い

不

詳

全体 100.0 30.8 68.2 1.0

1,345 414 917 14

東区 100.0 14.7 84.0 1.3

150 22 126 2

博多区 100.0 39.4 59.4 1.3

155 61 92 2

中央区 100.0 39.3 59.2 1.5

407 160 241 6

南区 100.0 25.1 74.0 0.9

223 56 165 2

城南区 100.0 26.5 72.4 1.0

98 26 71 1

早良区 100.0 29.6 69.8 0.5

199 59 139 1

西区 100.0 28.2 71.8 -

103 29 74 -

記入無し 100.0 10.0 90.0 -

10 1 9 -

19戸以下 100.0 20.4 77.9 1.7

240 49 187 4

20～39戸 100.0 29.6 69.6 0.9

470 139 327 4

40～59戸 100.0 37.7 61.5 0.8

257 97 158 2

60～99戸 100.0 32.7 66.8 0.5

205 67 137 1

100戸以上 100.0 35.9 62.1 2.1

145 52 90 3

記入無し 100.0 35.7 64.3 -

28 10 18 -

立

地

行

政

区

別

戸

数

別
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３）駐車場の台数について（問 9-2）【問 9 で「1.ある」と回答】 

駐車場の台数について尋ねたところ、「適当である」が 68.8％で最も多く、次いで「不足している」

が 25.3％、「過剰である」が 4.8％となっている。 
 
■駐車場の台数 

 

適当である

68.8%過剰である

4.8%

不足している

25.3%

不詳

1.2%

全体(N=1,345)

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

適

当

で

あ

る

過

剰

で

あ

る

不

足

し

て

い

る

不

詳

全体 100.0 68.8 4.8 25.3 1.2

1,345 925 64 340 16

19戸以下 100.0 70.0 2.9 25.8 1.3

240 168 7 62 3

20～39戸 100.0 69.8 3.8 25.1 1.3

470 328 18 118 6

40～59戸 100.0 72.0 3.9 22.6 1.6

257 185 10 58 4

60～99戸 100.0 64.4 8.3 26.3 1.0

205 132 17 54 2

100戸以上 100.0 68.3 6.9 24.8 -

145 99 10 36 -

記入無し 100.0 46.4 7.1 42.9 3.6

28 13 2 12 1

0％ 100.0 86.3 - 12.8 0.9

117 101 - 15 1

１～10％未満 100.0 76.5 4.1 18.8 0.6

468 358 19 88 3

10～20％未満 100.0 64.6 5.8 28.5 1.1

274 177 16 78 3

20～30％未満 100.0 57.4 6.6 35.3 0.7

136 78 9 48 1

30～40％未満 100.0 52.2 9.0 37.3 1.5

67 35 6 25 1

40～50％未満 100.0 47.8 4.3 47.8 -

46 22 2 22 -

50％以上 100.0 62.7 3.7 29.9 3.7

134 84 5 40 5

不明 100.0 73.3 6.7 18.7 1.3

75 55 5 14 1

記入無し 100.0 53.6 7.1 35.7 3.6

28 15 2 10 1

0％ 100.0 74.3 4.1 20.8 0.8

732 544 30 152 6

１～10％未満 100.0 61.4 5.4 31.7 1.5

482 296 26 153 7

10～20％未満 100.0 56.3 3.1 40.6 -

32 18 1 13 -

20～30％未満 100.0 60.0 - 40.0 -

5 3 - 2 -

30～40％未満 100.0 100.0 - - -

2 2 - - -

40～50％未満 100.0 - - 50.0 50.0

2 - - 1 1

50％以上 100.0 100.0 - - -

3 3 - - -

不明 100.0 68.1 8.7 21.7 1.4

69 47 6 15 1

記入無し 100.0 66.7 5.6 22.2 5.6

18 12 1 4 1

戸

数

別

賃

貸

比

率

（
所

有

者

の

居

住

状

況

）

空

室

比

率
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４）駐車場収入の使用用途（問 9-3）【問 9 で「1.ある」と回答】 

駐車場収入の使用用途について尋ねたところ、「管理費に全額を充当」が 59.5％で最も高く、次い

で「修繕積立金に全額を充当」が 17.5％、「管理費・修繕積立金のそれぞれに一定割合を充当」が

14.2％となっている。 
 

■駐車場収入の使用用途 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

管理費に

全額を充当

59.5%

修繕積立金に

全額を充当

17.5%

管理費・修繕積立

金のそれぞれに

一定割合を充当

14.2%

その他

4.3%

不詳

4.5%

全体(n=1,345)

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

管

理

費

に

全

額

を

充

当

修

繕

積

立

金

に

全

額

を

充

当 管

理

費

・

修

繕

積

立

金

の

そ

れ

ぞ

れ

に

一

定

割

合

を

充

当
そ

の

他

不

詳

全体 100.0 59.5 17.5 14.2 4.3 4.5

1,345 800 235 191 58 61

東区 100.0 55.3 12.7 25.3 2.7 4.0

150 83 19 38 4 6

博多区 100.0 66.5 13.5 11.0 6.5 2.6

155 103 21 17 10 4

中央区 100.0 62.7 15.2 12.3 4.7 5.2

407 255 62 50 19 21

南区 100.0 58.7 22.0 9.4 4.9 4.9

223 131 49 21 11 11

城南区 100.0 41.8 26.5 20.4 4.1 7.1

98 41 26 20 4 7

早良区 100.0 61.3 18.1 12.6 4.0 4.0

199 122 36 25 8 8

西区 100.0 59.2 16.5 19.4 1.9 2.9

103 61 17 20 2 3

記入無し 100.0 40.0 50.0 - - 10.0

10 4 5 - - 1

19戸以下 100.0 54.6 19.2 12.9 7.5 5.8

240 131 46 31 18 14

20～39戸 100.0 63.2 16.8 14.0 2.3 3.6

470 297 79 66 11 17

40～59戸 100.0 61.9 12.5 15.6 4.3 5.8

257 159 32 40 11 15

60～99戸 100.0 59.0 18.0 18.0 2.4 2.4

205 121 37 37 5 5

100戸以上 100.0 55.9 23.4 10.3 7.6 2.8

145 81 34 15 11 4

記入無し 100.0 39.3 25.0 7.1 7.1 21.4

28 11 7 2 2 6

立

地

行

政

区

別

戸

数

別
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（２）駐輪場について 

１）駐輪場の有無（問 10） 

駐輪場の有無について尋ねたところ、「ある」が 97.6％で、「ない」は 1.8％となっている。 
 
■駐輪場の有無 

 
 

あり

97.6%

なし

1.8%

不詳

0.6%

全体(N=1,426)

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

あ

る

な

い

不

詳

全体 100.0 97.6 1.8 0.6

1,426 1,392 26 8

東区 100.0 98.7 0.7 0.7

153 151 1 1

博多区 100.0 95.9 2.9 1.2

170 163 5 2

中央区 100.0 96.6 2.9 0.4

445 430 13 2

南区 100.0 98.3 1.3 0.4

232 228 3 1

城南区 100.0 97.0 2.0 1.0

101 98 2 1

早良区 100.0 98.6 1.0 0.5

210 207 2 1

西区 100.0 100.0 - -

104 104 - -

記入無し 100.0 100.0 - -

11 11 - -

立

地

行

政

区

別
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２）駐輪場代の徴収について（問 10-1）【問 10 で「1.ある」と回答】 

駐輪場代の徴収について尋ねたところ、「している」が 58.3％で、「していない」は 40.9％となっ

ている。 
 
■駐輪場代の徴収 

 

あり

58.3%

なし

40.9%

不詳

0.8%

全体(n=1,392)

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

し

て

い

る

し

て

い

な

い

不

詳

全体 100.0 58.3 40.9 0.8

1,392 811 570 11

東区 100.0 43.7 56.3 -

151 66 85 -

博多区 100.0 51.5 48.5 -

163 84 79 -

中央区 100.0 63.7 35.1 1.2

430 274 151 5

南区 100.0 61.0 38.2 0.9

228 139 87 2

城南区 100.0 55.1 41.8 3.1

98 54 41 3

早良区 100.0 61.4 38.2 0.5

207 127 79 1

西区 100.0 58.7 41.3 -

104 61 43 -

記入無し 100.0 54.5 45.5 -

11 6 5 -

立

地

行

政

区

別
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３）駐輪場の台数について（問 10-2）【問 10 で「1.ある」と回答】 

駐輪場の台数について尋ねたところ、「適当である」が 72.7％で最も多く、次いで「不足している」

が 21.3％、「過剰である」が 5.0％となっている。 
 
■駐輪場の台数 

 
 

適当である

72.7%

過剰である

5.0%

不足している

21.3%

不詳

1.1%

全体(N=1,392)

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

適

当

で

あ

る

過

剰

で

あ

る

不

足

し

て

い

る

不

詳

全体 100.0 72.7 5.0 21.3 1.1

1,392 1,012 69 296 15

19戸以下 100.0 74.4 5.1 19.7 0.8

254 189 13 50 2

20～39戸 100.0 71.2 5.1 22.7 1.0

493 351 25 112 5

40～59戸 100.0 74.7 3.4 20.4 1.5

265 198 9 54 4

60～99戸 100.0 69.6 7.7 21.7 1.0

207 144 16 45 2

100戸以上 100.0 75.5 4.2 20.3 -

143 108 6 29 -

記入無し 100.0 73.3 - 20.0 6.7

30 22 - 6 2

0％ 100.0 75.4 4.4 20.2 -

114 86 5 23 -

１～10％未満 100.0 76.4 6.0 17.0 0.6

470 359 28 80 3

10～20％未満 100.0 72.7 3.6 22.5 1.1

275 200 10 62 3

20～30％未満 100.0 71.6 6.4 22.0 -

141 101 9 31 -

30～40％未満 100.0 67.6 7.0 22.5 2.8

71 48 5 16 2

40～50％未満 100.0 60.4 7.5 32.1 -

53 32 4 17 -

50％以上 100.0 68.6 3.8 25.0 2.6

156 107 6 39 4

不明 100.0 65.8 2.5 29.1 2.5

79 52 2 23 2

記入無し 100.0 81.8 - 15.2 3.0

33 27 - 5 1

0％ 100.0 75.2 5.0 19.1 0.7

747 562 37 143 5

１～10％未満 100.0 68.4 5.5 24.5 1.6

494 338 27 121 8

10～20％未満 100.0 76.7 2.3 20.9 -

43 33 1 9 -

20～30％未満 100.0 40.0 - 60.0 -

5 2 - 3 -

30～40％未満 100.0 100.0 - - -

2 2 - - -

40～50％未満 100.0 50.0 - 50.0 -

2 1 - 1 -

50％以上 100.0 66.7 33.3 - -

3 2 1 - -

不明 100.0 72.4 3.9 22.4 1.3

76 55 3 17 1

記入無し 100.0 85.0 - 10.0 5.0

20 17 - 2 1

戸

数

別

賃

貸

比

率

（
所

有

者

の

居

住

状

況

）

空

室

比

率
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５．管理組合の運営状況について 

（１）マンション管理規約 

１）マンション管理規約の有無（問 11） 

マンション管理規約の有無について尋ねたところ、「ある」が 98.2％でほぼ全てのマンションで管

理規約が作成されている。 
平成 28 年調査と比べて、管理規約がない管理組合の割合はほぼ変化がない。 

 
■マンション管理規約の有無 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ある

98.2 

97.1 

97.2 

98.4 

ない

0.6 

1.0 

0.6 

0.2 

不詳

1.3 

1.9 

2.2 

1.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R3調査

(N=1,426）

Ｈ28調査

(N=1,039）

Ｈ23調査

(N=1,415）

H30国調査

(N=1,686）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

あ

る

な

い

不

詳

全体 100.0 98.2 0.6 1.3

1,426 1,400 8 18
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２）管理規約の改正状況（問 11-1）【問 11 で「1.ある」と回答】 

管理規約の改正状況について尋ねたところ、「５年以内に改正したことがある」が 59.2％で約 6 割

を占め、「10 年以内に改正したことがある」「10 年以上前に改正したことがある」も含めると約 75％
となっており、マンションで管理規約の改正の動きがみられる。 
賃貸比率別にみると、賃貸比率が 10％以上になると「改正したことがある」の割合が高くなり、

約 8 割のマンションが過去に改正を行っている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■管理規約の改正状況 

五年以内に

改正したことがある

59.2%

十年以内に改正

したことがある

10.9%

十年以上前に

改正したことがある

4.7%

一度も改正したこと

がない

10.5%

不明

11.6%

不詳

3.0%

全体(n=1,400)

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

五

年

以

内

に

改

正

し

た

こ

と

が

あ

る

十

年

以

内

に

改

正

し

た

こ

と

が

あ

る

十

年

以

上

前

に

改

正

し

た

こ

と

が

あ

る

一

度

も

改

正

し

た

こ

と

が

な

い

不

明

不

詳

全体 100.0 59.2 10.9 4.7 10.5 11.6 3.0

1,400 829 153 66 147 163 42

0％ 100.0 56.1 8.8 4.4 15.8 13.2 1.8

114 64 10 5 18 15 2

１～10％未満 100.0 57.5 13.9 3.6 12.4 10.5 2.1

475 273 66 17 59 50 10

10～20％未満 100.0 62.2 10.9 6.2 9.1 6.9 4.7

275 171 30 17 25 19 13

20～30％未満 100.0 61.3 9.9 9.9 6.3 10.6 2.1

142 87 14 14 9 15 3

30～40％未満 100.0 69.0 11.3 7.0 8.5 4.2 -

71 49 8 5 6 3 -

40～50％未満 100.0 57.4 11.1 3.7 9.3 13.0 5.6

54 31 6 2 5 7 3

50％以上 100.0 68.9 8.7 3.7 9.3 7.5 1.9

161 111 14 6 15 12 3

不明 100.0 34.6 3.8 - 9.0 50.0 2.6

78 27 3 - 7 39 2

記入無し 100.0 53.3 6.7 - 10.0 10.0 20.0

30 16 2 - 3 3 6

賃

貸

比

率

（
所

有

者

の

居

住

状

況

）
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（２）管理組合の居住者名簿 

１）居住者名簿の有無（問 12） 

マンション管理組合の居住者名簿（賃借人を含む）の有無について尋ねたところ、「ある」が 77.0％
で約 8 割のマンションで居住者名簿が作成されている。 

 
■居住者名簿の有無（賃借人を含む） 

 
 

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

あ

る

な

い

不

詳

全体 100.0 77.0 18.9 4.1

1,426 1,098 269 59

0％ 100.0 71.8 22.2 6.0

117 84 26 7

１～10％未満 100.0 82.4 14.7 2.9

477 393 70 14

10～20％未満 100.0 82.4 14.7 2.9

279 230 41 8

20～30％未満 100.0 82.8 15.2 2.1

145 120 22 3

30～40％未満 100.0 75.3 21.9 2.7

73 55 16 2

40～50％未満 100.0 77.8 16.7 5.6

54 42 9 3

50％以上 100.0 70.7 28.7 0.6

167 118 48 1

不明 100.0 42.5 41.3 16.3

80 34 33 13

記入無し 100.0 64.7 11.8 23.5

34 22 4 8

0％ 100.0 78.8 17.3 3.8

761 600 132 29

１～10％未満 100.0 78.0 18.8 3.2

505 394 95 16

10～20％未満 100.0 80.4 19.6 -

46 37 9 -

20～30％未満 100.0 80.0 - 20.0

5 4 - 1

30～40％未満 100.0 50.0 50.0 -

2 1 1 -

40～50％未満 100.0 100.0 - -

2 2 - -

50％以上 100.0 33.3 66.7 -

3 1 2 -

不明 100.0 57.0 34.2 8.9

79 45 27 7

記入無し 100.0 60.9 13.0 26.1

23 14 3 6

平成25年以降 100.0 68.2 25.5 6.4

110 75 28 7

平成20年～24年 100.0 68.1 25.3 6.6

91 62 23 6

平成15年～19年 100.0 71.4 24.9 3.8

185 132 46 7

平成10年～14年 100.0 75.4 17.7 6.9

175 132 31 12

平成５年～９年 100.0 72.8 25.0 2.2

184 134 46 4

平成元年～４年 100.0 81.5 14.4 4.1

146 119 21 6

昭和60年～64年 100.0 85.0 11.4 3.6

140 119 16 5

昭和57年～59年 100.0 83.7 14.0 2.3

86 72 12 2

昭和52年～56年 100.0 91.3 8.7 -

138 126 12 -

昭和48年～51年 100.0 88.1 10.4 1.5

67 59 7 1

昭和47年以前 100.0 87.9 6.1 6.1

33 29 2 2

記入無し 100.0 54.9 35.2 9.9

71 39 25 7

賃

貸

比

率

（
所

有

者

の

居

住

状

況

）

空

室

比

率

竣

工

時

期

別

ある

77.0%

ない

18.9%

不詳

4.1%

全体(N=1,426)
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２）居住者名簿の更新状況（問 12-1）【問 12 で「1.ある」と回答】 

居住者名簿の更新状況について尋ねたところ、「更新している」が 84.1％で、「更新していない」

は 9.5％となっている。 
賃貸比率が「50％以上」で「更新している」が最も高く、93.2％である。 

 
■居住者名簿の更新状況 

 
 

更新している

84.1%

更新していない

9.5%
不明

4.7%

不詳

1.7%

全体(N=1,098)

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

更

新

し

て

い

る

更

新

し

て

い

な

い

不

明

不

詳

全体 100.0 84.1 9.5 4.7 1.7

1,098 923 104 52 19

0％ 100.0 83.3 4.8 8.3 3.6

84 70 4 7 3

１～10％未満 100.0 84.0 11.7 3.6 0.8

393 330 46 14 3

10～20％未満 100.0 80.0 12.6 6.1 1.3

230 184 29 14 3

20～30％未満 100.0 89.2 8.3 0.8 1.7

120 107 10 1 2

30～40％未満 100.0 85.5 5.5 3.6 5.5

55 47 3 2 3

40～50％未満 100.0 83.3 7.1 7.1 2.4

42 35 3 3 1

50％以上 100.0 93.2 4.2 0.8 1.7

118 110 5 1 2

不明 100.0 58.8 8.8 29.4 2.9

34 20 3 10 1

記入無し 100.0 90.9 4.5 - 4.5

22 20 1 - 1

0％ 100.0 84.7 9.0 4.7 1.7

600 508 54 28 10

１～10％未満 100.0 82.5 11.4 4.1 2.0

394 325 45 16 8

10～20％未満 100.0 81.1 8.1 10.8 -

37 30 3 4 -

20～30％未満 100.0 100.0 - - -

4 4 - - -

30～40％未満 100.0 100.0 - - -

1 1 - - -

40～50％未満 100.0 100.0 - - -

2 2 - - -

50％以上 100.0 100.0 - - -

1 1 - - -

不明 100.0 84.4 4.4 8.9 2.2

45 38 2 4 1

記入無し 100.0 100.0 - - -

14 14 - - -

平成25年以降 100.0 84.0 8.0 5.3 2.7

75 63 6 4 2

平成20年～24年 100.0 83.9 11.3 4.8 -

62 52 7 3 -

平成15年～19年 100.0 87.1 7.6 4.5 0.8

132 115 10 6 1

平成10年～14年 100.0 81.8 6.8 8.3 3.0

132 108 9 11 4

平成５年～９年 100.0 79.1 15.7 4.5 0.7

134 106 21 6 1

平成元年～４年 100.0 84.0 11.8 1.7 2.5

119 100 14 2 3

昭和60年～64年 100.0 79.8 10.9 6.7 2.5

119 95 13 8 3

昭和57年～59年 100.0 88.9 5.6 4.2 1.4

72 64 4 3 1

昭和52年～56年 100.0 88.9 7.9 2.4 0.8

126 112 10 3 1

昭和48年～51年 100.0 89.8 3.4 5.1 1.7

59 53 2 3 1

昭和47年以前 100.0 82.8 10.3 3.4 3.4

29 24 3 1 1

記入無し 100.0 79.5 12.8 5.1 2.6

39 31 5 2 1

賃

貸

比

率

（
所

有

者

の

居

住

状

況

）

空

室

比

率

竣

工

時

期

別
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（３）管理組合の総会 

１）管理組合の総会開催状況（問 13） 

管理組合の総会（理事会を除く）の毎年１回以上の開催状況について尋ねたところ、「開催してい

る」が 97.9％で大半を占めている。 
 

■管理組合の総会開催状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

開催している

97.9%

開催していない

1.2%

不詳

0.9%

全体(N=1,426)

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

開

催

し

て

い

る

開

催

し

て

い

な

い

不

詳

全体 100.0 97.9 1.2 0.9

1,426 1,396 17 13

0％ 100.0 95.7 3.4 0.9

117 112 4 1

１～10％未満 100.0 99.2 0.2 0.6

477 473 1 3

10～20％未満 100.0 98.6 0.7 0.7

279 275 2 2

20～30％未満 100.0 99.3 - 0.7

145 144 - 1

30～40％未満 100.0 98.6 - 1.4

73 72 - 1

40～50％未満 100.0 96.3 1.9 1.9

54 52 1 1

50％以上 100.0 94.6 4.8 0.6

167 158 8 1

不明 100.0 96.3 1.3 2.5

80 77 1 2

記入無し 100.0 97.1 - 2.9

34 33 - 1

0％ 100.0 97.6 1.3 1.1

761 743 10 8

１～10％未満 100.0 99.0 0.6 0.4

505 500 3 2

10～20％未満 100.0 97.8 2.2 -

46 45 1 -

20～30％未満 100.0 100.0 - -

5 5 - -

30～40％未満 100.0 50.0 50.0 -

2 1 1 -

40～50％未満 100.0 100.0 - -

2 2 - -

50％以上 100.0 66.7 33.3 -

3 2 1 -

不明 100.0 97.5 1.3 1.3

79 77 1 1

記入無し 100.0 91.3 - 8.7

23 21 - 2

平成25年以降 100.0 97.3 0.9 1.8

110 107 1 2

平成20年～24年 100.0 98.9 - 1.1

91 90 - 1

平成15年～19年 100.0 99.5 0.5 -

185 184 1 -

平成10年～14年 100.0 98.9 1.1 -

175 173 2 -

平成５年～９年 100.0 99.5 0.5 -

184 183 1 -

平成元年～４年 100.0 99.3 - 0.7

146 145 - 1

昭和60年～64年 100.0 95.0 2.9 2.1

140 133 4 3

昭和57年～59年 100.0 97.7 2.3 -

86 84 2 -

昭和52年～56年 100.0 98.6 0.7 0.7

138 136 1 1

昭和48年～51年 100.0 92.5 6.0 1.5

67 62 4 1

昭和47年以前 100.0 93.9 - 6.1

33 31 - 2

記入無し 100.0 95.8 1.4 2.8

71 68 1 2

賃

貸

比

率

（
所

有

者

の

居

住

状

況

）

空

室

比

率

竣

工

時

期

別
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２）総会への管理組合員の出席状況（委任状及び議決権行使者を含む）（問 13-1） 

【問 13 で「1.開催している」と回答】 

総会への管理組合員の出席状況について尋ねたところ、委任状及び議決行使者を含む場合、「ほぼ

75％以上が出席」が 48.9％で最も高く、次いで「ほぼ全員が出席」が 29.2％、「ほぼ 50％以上が出

席」が 19.5％となっている。 
賃貸比率別にみると、賃貸比率が高くなると「ほぼ 50％以上が出席」の割合が高くなる（出席率

が低下する）傾向にあり、賃貸比率 50％以上では 56.3％となっている。 
最も多い年齢層別にみると、年齢層が下がるほど「ほぼ 50％以上が出席」の割合が高くなり、若

年層（40 歳未満）では 42.5%と高くなっている。 
 

■総会への管理組合員の出席状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ほぼ、全員

が出席

29.2%

ほぼ、75％以上が

出席

48.9%

ほぼ、50％以上が

出席

19.5%

不詳

2.5%

全体(n=1,396)

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

ほ

ぼ

、
全

員

が

出

席

ほ

ぼ

、
7

5

％

以

上

が

出

席 ほ

ぼ

、
5

0

％

以

上

が

出

席 不

詳

全体 100.0 29.2 48.9 19.5 2.5

1,396 407 682 272 35

0％ 100.0 44.6 42.9 11.6 0.9

112 50 48 13 1

１～10％未満 100.0 33.4 49.3 15.9 1.5

473 158 233 75 7

10～20％未満 100.0 29.8 57.5 10.2 2.5

275 82 158 28 7

20～30％未満 100.0 25.0 56.3 16.7 2.1

144 36 81 24 3

30～40％未満 100.0 25.0 55.6 19.4 -

72 18 40 14 -

40～50％未満 100.0 21.2 51.9 26.9 -

52 11 27 14 -

50％以上 100.0 10.8 28.5 56.3 4.4

158 17 45 89 7

不明 100.0 35.1 48.1 11.7 5.2

77 27 37 9 4

記入無し 100.0 24.2 39.4 18.2 18.2

33 8 13 6 6

0％ 100.0 35.4 47.6 14.5 2.4

743 263 354 108 18

１～10％未満 100.0 21.0 54.4 23.0 1.6

500 105 272 115 8

10～20％未満 100.0 22.2 35.6 37.8 4.4

45 10 16 17 2

20～30％未満 100.0 40.0 20.0 40.0 -

5 2 1 2 -

30～40％未満 100.0 - 100.0 - -

1 - 1 - -

40～50％未満 100.0 50.0 50.0 - -

2 1 1 - -

50％以上 100.0 - 50.0 50.0 -

2 - 1 1 -

不明 100.0 23.4 40.3 33.8 2.6

77 18 31 26 2

記入無し 100.0 38.1 23.8 14.3 23.8

21 8 5 3 5

高齢層（60歳以上） 100.0 32.9 48.4 16.9 1.7

413 136 200 70 7

（40歳以上～中年層 100.0 29.5 52.5 15.9 2.1

60歳未満） 773 228 406 123 16

若年層（40歳未満） 100.0 30.0 25.0 42.5 2.5

40 12 10 17 1

不明 100.0 18.6 34.3 42.9 4.3

140 26 48 60 6

記入無し 100.0 16.7 60.0 6.7 16.7

30 5 18 2 5

賃

貸

比

率

（
所

有

者

の

居

住

状

況

）

空

室

比

率

最

も

多

い

年

齢

層
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３）総会への管理組合員の実出席状況（会場に実際に出席した人）（問 13-2） 

【問 13 で「1.開催している」と回答】 

総会への管理組合員の実出席状況（会場に実際に出席した人）について尋ねたところ、「ほぼ 25％
以上が出席」が 34.7％で最も高く、次いで「ほぼ 50％以上が出席」が 23.5％、「ほぼ 10％以上が出

席」が 16.0％となっている。 
賃貸比率別にみると、賃貸比率が高くなると「ほぼ 25％以上が出席」の割合が高くなる（会場へ

の出席率が低下する）傾向にあり、賃貸比率 30～40％未満が 50.0％と最も高い。 
他の年齢層と比べて若年層（40 歳未満）で「ほぼ、出席者はいない」が高く、22.5％となってい

る。 
 

■総会への管理組合員の出席状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ほぼ、100％が

会場に出席

3.5%

ほぼ、75％以上が

会場に出席

12.7%

ほぼ、50％以上が

会場に出席

23.5%

ほぼ、25％以上が

会場に出席

34.7%

ほぼ、10％以上が

会場に出席

16.0%

ほぼ、出席者は

いない

6.7%

不詳

2.9%

全体(n=1,396)

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

ほ

ぼ

、
1

0

0

％

が

会

場

に

出

席

ほ

ぼ

、
7

5

％

以

上

が

会

場

に

出

席

ほ

ぼ

、
5

0

％

以

上

が

会

場

に

出

席

ほ

ぼ

、
2

5

％

以

上

が

会

場

に

出

席

ほ

ぼ

、
1

0

％

以

上

が

会

場

に

出

席

ほ

ぼ

、
出

席

者

は

い

な

い

不

詳

全体 100.0 3.5 12.7 23.5 34.7 16.0 6.7 2.9

1,396 49 177 328 485 223 94 40

0％ 100.0 10.7 26.8 32.1 25.0 2.7 0.9 1.8

112 12 30 36 28 3 1 2

１～10％未満 100.0 2.7 15.0 30.9 36.4 12.1 1.1 1.9

473 13 71 146 172 57 5 9

10～20％未満 100.0 1.8 12.0 28.0 38.5 16.7 0.4 2.5

275 5 33 77 106 46 1 7

20～30％未満 100.0 4.2 14.6 18.8 42.4 16.7 2.8 0.7

144 6 21 27 61 24 4 1

30～40％未満 100.0 2.8 1.4 15.3 50.0 23.6 6.9 -

72 2 1 11 36 17 5 -

40～50％未満 100.0 1.9 3.8 7.7 46.2 30.8 7.7 1.9

52 1 2 4 24 16 4 1

50％以上 100.0 1.3 3.8 5.7 13.3 27.2 46.2 2.5

158 2 6 9 21 43 73 4

不明 100.0 5.2 15.6 15.6 35.1 15.6 1.3 11.7

77 4 12 12 27 12 1 9

記入無し 100.0 12.1 3.0 18.2 30.3 15.2 - 21.2

33 4 1 6 10 5 - 7

0％ 100.0 4.7 17.6 28.5 32.7 12.8 1.5 2.2

743 35 131 212 243 95 11 16

１～10％未満 100.0 1.2 7.6 18.6 37.2 22.0 11.2 2.2

500 6 38 93 186 110 56 11

10～20％未満 100.0 2.2 - 20.0 40.0 13.3 17.8 6.7

45 1 - 9 18 6 8 3

20～30％未満 100.0 20.0 - 20.0 40.0 - 20.0 -

5 1 - 1 2 - 1 -

30～40％未満 100.0 - - - 100.0 - - -

1 - - - 1 - - -

40～50％未満 100.0 - - - 50.0 50.0 - -

2 - - - 1 1 - -

50％以上 100.0 - 50.0 50.0 - - - -

2 - 1 1 - - - -

不明 100.0 2.6 6.5 11.7 36.4 13.0 23.4 6.5

77 2 5 9 28 10 18 5

記入無し 100.0 19.0 9.5 14.3 28.6 4.8 - 23.8

21 4 2 3 6 1 - 5

高齢層（60歳以上） 100.0 3.6 14.3 25.4 34.6 16.9 2.2 2.9

413 15 59 105 143 70 9 12

（40歳以上～中年層 100.0 3.6 14.6 24.3 37.1 15.1 3.4 1.8

60歳未満） 773 28 113 188 287 117 26 14

若年層（40歳未満） 100.0 2.5 2.5 30.0 15.0 17.5 22.5 10.0

40 1 1 12 6 7 9 4

不明 100.0 1.4 2.1 11.4 28.6 19.3 35.0 2.1

140 2 3 16 40 27 49 3

記入無し 100.0 10.0 3.3 23.3 30.0 6.7 3.3 23.3

30 3 1 7 9 2 1 7

賃

貸

比

率

（
所

有

者

の

居

住

状

況

）

空

室

比

率

最

も

多

い

年

齢

層
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（４）総会の議事録 

１）総会の議事録の作成（問 14） 

マンション管理組合の総会議事録の有無について尋ねたところ、「作成している」が 97.8％で大半

のマンションで総会の議事録が作成されている。 
 

■管理組合総会議事録の作成 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

作成している

97.8%

作成していない

0.8%

不詳

1.4%

全体（N=1,426）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

作

成

し

て

い

る

作

成

し

て

い

な

い

不

詳

全体 100.0 97.8 0.8 1.4

1,426 1,395 11 20
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２）総会の議事録・議事の概要の周知（問 14-1）【問 14 で「1.作成している」と回答】 

管理組合総会の議事録または議事の概要を周知しているかどうか尋ねたところ、「各戸に配布して

いる」が 89.7％、「配布せず、掲示板等に掲示している」が 3.4％で合わせて約 9 割のマンションで

総会の議事録や議事の概要が周知されている。 
 

■管理組合総会議事録・議事の概要の周知 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

各戸に配布

89.7%

配布せず、

掲示板等に掲示

3.4%

掲示も配布も

していない

2.4%

その他

2.8%

不詳

1.7%

全体（n=1,395）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

各

戸

に

配

布

し

て

い

る

配

布

せ

ず

、
掲

示

板

等

に

掲

示

し

て

い

る

掲

示

も

配

布

も

し

て

い

な

い そ

の

他

不

詳

全体 100.0 89.7 3.4 2.4 2.8 1.7

1,395 1,251 47 34 39 24
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３）総会の議事録の保管場所（問 14-2）【問 14 で「1.作成している」と回答】 

管理組合総会の議事録の保管場所について尋ねたところ、「集会室・管理事務室」が 47.7％で最も

多く、次いで「管理会社」が 29.0％、「役員の自宅」が 5.8％となっている。 
戸数別にみると、戸数が多いほど「集会室・管理事務室」の割合が高くなり、100 戸以上で 72.6％

と最も多い。一方、戸数が少ないほど「役員の自宅」の割合が高くなる傾向にあり、19 戸以下の建

物では 14.8％となっている。 
 

■管理組合総会議事録の保管場所 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

集会室・

管理事務室

47.7%

役員の自宅

5.8%

共用部スペース

2.2%

管理会社

29.0%

その他

0.9%
不詳

14.5%

全体（n=1,395）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

集

会

室

・

管

理

事

務

室

役

員

の

自

宅

共

用

部

ス

ペ
ー

ス

管

理

会

社

そ

の

他

不

詳

全体 100.0 47.7 5.8 2.2 29.0 0.9 14.5

1,395 666 81 30 404 12 202

19戸以下 100.0 34.8 14.8 4.0 31.6 0.8 14.0

250 87 37 10 79 2 35

20～39戸 100.0 40.7 6.3 2.6 31.7 1.4 17.3

496 202 31 13 157 7 86

40～59戸 100.0 47.5 3.4 1.9 34.9 0.4 11.9

261 124 9 5 91 1 31

60～99戸 100.0 63.8 1.0 - 21.4 1.0 12.9

210 134 2 - 45 2 27

100戸以上 100.0 72.6 - - 19.2 - 8.2

146 106 - - 28 - 12

記入無し 100.0 40.6 6.3 6.3 12.5 - 34.4

32 13 2 2 4 - 11

戸

数

別
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（５）管理組合の役員（問 15） 

１）役員の人数 

管理組合役員の人数について尋ねたところ、副理事長の平均人数は 1.0 人、理事の平均人数は 2.3
人、会計理事の平均人数は 0.8 人、幹事の平均人数は 0.9 人となっている。 
戸数別にみると、戸数が多いほうが理事の人数が多くなる傾向にある。 
 

■役員の人数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

いない

4.8 

8.3 

14.4 

10.4 

5.6 

１人

82.7 

35.2 

55.9 

60.8 

6.2 

２人以上

4.7 

38.1 

1.1 

28.8 

88.2 

無回答

7.8 

18.3 

28.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(N=1,426）

副理事長

理事

会計理事

幹事

その他の役員

平均

（人）

1.0

0.8

0.9

1.1

2.3

理事

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

い

な

い

１

人

２

人

以

上

不

詳

平

均

（
人

）

全体 100.0 8.3 35.2 38.1 18.3

1,426 119 502 544 261 2.3

19戸以下 100.0 12.7 36.9 14.9 35.4

268 34 99 40 95 1.3

20～39戸 100.0 9.8 48.7 22.0 19.6

501 49 244 110 98 1.5

40～59戸 100.0 5.2 37.1 42.7 15.0

267 14 99 114 40 1.8

60～99戸 100.0 8.1 19.9 65.9 6.2

211 17 42 139 13 2.5

100戸以上 100.0 2.0 4.8 89.1 4.1

147 3 7 131 6 6.3

記入無し 100.0 6.3 34.4 31.3 28.1

32 2 11 10 9 2.3

戸

数

別

副理事長

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

い

な

い

１

人

２

人

以

上

不

詳

平

均

（
人

）

全体 100.0 4.8 82.7 4.7 7.8

1,426 69 1,179 67 111 1.0

19戸以下 100.0 6.0 75.7 1.1 17.2

268 16 203 3 46 0.9

20～39戸 100.0 4.6 87.4 2.0 6.0

501 23 438 10 30 1.0

40～59戸 100.0 5.6 83.1 3.0 8.2

267 15 222 8 22 1.0

60～99戸 100.0 6.2 86.7 4.7 2.4

211 13 183 10 5 1.0

100戸以上 100.0 1.4 72.8 23.1 2.7

147 2 107 34 4 1.3

記入無し 100.0 - 81.3 6.3 12.5

32 - 26 2 4 1.1

戸

数

別

会計理事

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

い

な

い

１

人

２

人

以

上

不

詳

平

均

（
人

）

全体 100.0 14.4 55.9 1.1 28.6

1,426 206 797 15 408 0.8

19戸以下 100.0 12.3 53.7 0.7 33.2

268 33 144 2 89 0.8

20～39戸 100.0 15.0 53.9 0.4 30.7

501 75 270 2 154 0.8

40～59戸 100.0 12.7 59.2 - 28.1

267 34 158 - 75 0.8

60～99戸 100.0 20.4 59.2 0.9 19.4

211 43 125 2 41 0.8

100戸以上 100.0 12.2 57.8 6.1 23.8

147 18 85 9 35 0.9

記入無し 100.0 9.4 46.9 - 43.8

32 3 15 - 14 0.8

戸

数

別

幹事

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

い

な

い

１

人

２

人

以

上

不

詳

平

均

（
人

）

全体 100.0 10.4 60.8 4.0 24.8

1,426 148 867 57 354 0.9

19戸以下 100.0 13.1 51.1 1.1 34.7

268 35 137 3 93 0.8

20～39戸 100.0 11.8 62.3 0.6 25.3

501 59 312 3 127 0.9

40～59戸 100.0 7.1 65.9 1.1 25.8

267 19 176 3 69 0.9

60～99戸 100.0 12.3 65.4 5.2 17.1

211 26 138 11 36 0.9

100戸以上 100.0 5.4 55.8 25.2 13.6

147 8 82 37 20 1.3

記入無し 100.0 3.1 68.8 - 28.1

32 1 22 - 9 1.0

戸

数

別
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２）役員の任期 

管理組合役員の任期について尋ねたところ、全ての役員の任期は「１年」の割合が最も高く、次い

で「２年」となっている。 
 

■役員の任期 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

決めていない

6.3 

5.3 

5.2 

6.3 

5.6 

13.5 

１年未満 １年

59.7 

60.8 

55.0 

56.2 

59.2 

42.1 

２年

25.1 

27.2 

31.5 

28.8 

27.2 

23.3 

３年以上

2.2 

1.3 

1.7 

1.4 

1.6 

4.5 

無回答

6.8 

5.5 

6.7 

7.4 

6.4 

16.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(N=1,416）

理事長

副理事長

理事

会計理事

幹事

その他の役員

平均

（年）

1.3 

1.3 

1.3 

1.3 

1.3 

1.4

理事長

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

決

め

て

い

な

い

１

年

未

満

１

年

２

年

３

年

以

上

不

詳

平

均

（
年

）

全体 100.0 6.3 - 59.7 25.1 2.2 6.8

1,416 89 - 845 355 31 96 1.3

副理事長

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

決

め

て

い

な

い

１

年

未

満

１

年

２

年

３

年

以

上

不

詳

平

均

（
年

）

全体 100.0 5.3 - 60.8 27.2 1.3 5.5

1,246 66 - 757 339 16 68 1.3

理事

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

決

め

て

い

な

い

１

年

未

満

１

年

２

年

３

年

以

上

不

詳

平

均

（
年

）

全体 100.0 5.2 - 55.0 31.5 1.7 6.7

1,046 54 - 575 329 18 70 1.4

会計理事

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

決

め

て

い

な

い

１

年

未

満

１

年

２

年

３

年

以

上

不

詳

平

均

（
年

）

全体 100.0 6.3 - 56.2 28.8 1.4 7.4

812 51 - 456 234 11 60 1.3

幹事

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

決

め

て

い

な

い

１

年

未

満

１

年

２

年

３

年

以

上

不

詳

平

均

（
年

）

全体 100.0 5.6 - 59.2 27.2 1.6 6.4

924 52 - 547 251 15 59 1.3

その他の役員

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

決

め

て

い

な

い

１

年

未

満

１

年

２

年

３

年

以

上

不

詳

平

均

（
年

）

全体 100.0 13.5 - 42.1 23.3 4.5 16.5

133 18 - 56 31 6 22 1.3
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３）役員報酬の有無 

管理組合役員の報酬の有無について尋ねたところ、理事長とその他は「あり」の方が多く、副理事

長、理事、会計理事、幹事については「なし」の方が多い。 
 

■役員の年額報酬の有無 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

あり

47.7 

42.6 

45.3 

44.7 

42.5 

55.6 

なし

47.5 

52.7 

49.6 

49.8 

50.9 

29.3 

不詳

4.8 

4.7 

5.1 

5.5 

6.6 

15.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(N=1,416）

理事長

副理事長

理事

会計理事

幹事（監事）

その他の役員

理事長

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

あ

り

な

し

不

詳

全体 100.0 47.7 47.5 4.8

1,416 675 673 68

副理事長

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

あ

り

な

し

不

詳

全体 100.0 42.6 52.7 4.7

1,246 531 657 58

理事

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

あ

り

な

し

不

詳

全体 100.0 45.3 49.6 5.1

1,046 474 519 53

会計理事

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

あ

り

な

し

不

詳

全体 100.0 44.7 49.8 5.5

812 363 404 45

幹事

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

あ

り

な

し

不

詳

全体 100.0 42.5 50.9 6.6

924 393 470 61

その他の役員

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

あ

り

な

し

不

詳

全体 100.0 55.6 29.3 15.0

133 74 39 20
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（６）理事の選出方法（問 16） 

管理組合理事の選出方法について尋ねたところ、「輪番制」が 58.1％で最も高く、次いで「立候補・

推薦・輪番等の組み合わせ」が 19.7％、「推薦により選出」が 9.4％となっている。 
平成 23 年、28 年調査と同様に、「輪番制」が最も多く、やや増加傾向にある。 

 
■理事の選出方法 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

立候補に

より選出

5.8 

3.8 

6.6 

推薦に

より選出

9.4 

12.4 

11.2 

輪番制

58.1 

56.3 

53.0 

立候補・推薦・

輪番等の

組み合わせ

19.7 

20.1 

25.3 

その他

3.0 

1.7 

1.3 

不詳

3.9 

5.6 

2.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｒ3調査

(N=1,426）

Ｈ28調査

(N=1,039）

Ｈ23調査

(N=1,415）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

立

候

補

に

よ

り

選

出

推

薦

に

よ

り

選

出

輪

番

制

立

候

補

・

推

薦

・

輪

番

等

の

組

み

合

わ

せ

そ

の

他

不

詳

全体 100.0 5.8 9.4 58.1 19.7 3.0 3.9

1,426 83 134 829 281 43 56
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（７）管理規約による理事の被選資格（複数回答）（問 17） 

管理規約による管理組合理事の被選資格について尋ねたところ、「居住の組合員に限定」が 65.4％
で最も高く、次いで「居住していない組合員もなれる」が 22.2％、「居住組合員の同居親族もなれる」

が 21.1％となっている。 
「居住の組合員に限定」の割合は、国調査の 97.1％と比べ、31.7 ポイント低くなっている。 

 
■管理規約による理事の被選資格 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

居

住

の

組

合

員

に

限

定

居

住

し

て

い

な

い

組

合

員

も

な

れ

る

居

住

組

合

員

の

同

居

親

族

も

な

れ

る

賃

借

人

も

な

れ

る

外

部

専

門

家

も

な

れ

る

そ

の

他

記

入

無

し

全体 100.0 65.4 22.2 21.1 2.3 1.9 1.8 2.9

1,426 933 317 301 33 27 26 41

65.4

22.2

21.1
2.3

1.9 1.8 2.9

97.1

21.4 25.0

3.0 1.5 1.9 1.4

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

居
住
の
組
合
員
に
限
定

居
住
し
て
い
な
い

組
合
員
も
な
れ
る

居
住
組
合
員
の

同
居
親
族
も
な
れ
る

賃
借
人
も
な
れ
る

外
部
専
門
家
も
な
れ
る

そ
の
他

記
入
無
し

（％） R3調査(n=1,426） H30国調査(n=1,670）
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（８）理事の選任についての苦労（問 18） 

管理組合理事選任についてあてはまるものを尋ねたところ、「理事の選任にそれほど苦労していな

い」が 57.3％となっている。 
竣工時期別にみると、竣工時期が古い建物のほうが「理事の選任に苦労している」の割合が高くな

る傾向にあり、特に昭和 48 年～51 年の建物では 62.6％となっている。 
戸数別にみると、戸数が多いほど「理事の選任に苦労している」の割合が高くなっており、特に 60

戸以上の建物では約 5 割を占めている。 
 

■理事の選任についての苦労 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

理事の選任にそれ

ほど苦労していない

57.3%

なり手不足等が原

因で、理事の選任

に苦労することがあ

る

29.8%

なり手不足等が原

因で、理事の選任

にかなり苦労してお

り、定数を満たすこ

とが困難である

6.5%

その他

3.3%

不詳

3.1%

全体（N=1,426）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

理

事

の

選

任

に

そ

れ

ほ

ど

苦

労

し

て

い

な

い

な

り

て

不

足

等

が

原

因

で

、

理

事

の

選

任

に

苦

労

す

る

こ

と

が

あ

る

な

り

て

不

足

等

が

原

因

で

、

理

事

の

選

任

に

か

な

り

苦

労

し

て

お

り

、

定

数

を

満

た

す

こ

と

が

困

難

で

あ

る

そ

の

他

不

詳

全体 100.0 57.3 29.8 6.5 3.3 3.1

1,426 817 425 93 47 44

平成25年以降 100.0 84.5 8.2 0.9 1.8 4.5

110 93 9 1 2 5

平成20年～24年 100.0 64.8 15.4 13.2 2.2 4.4

91 59 14 12 2 4

平成15年～19年 100.0 68.6 23.2 5.9 1.6 0.5

185 127 43 11 3 1

平成10年～14年 100.0 63.4 25.1 6.3 4.0 1.1

175 111 44 11 7 2

平成５年～９年 100.0 80.4 12.5 2.2 1.6 3.3

184 148 23 4 3 6

平成元年～４年 100.0 52.1 36.3 7.5 2.7 1.4

146 76 53 11 4 2

昭和60年～64年 100.0 40.0 42.9 5.7 5.0 6.4

140 56 60 8 7 9

昭和57年～59年 100.0 30.2 48.8 10.5 5.8 4.7

86 26 42 9 5 4

昭和52年～56年 100.0 40.6 44.9 7.2 5.1 2.2

138 56 62 10 7 3

昭和48年～51年 100.0 31.3 50.7 11.9 3.0 3.0

67 21 34 8 2 2

昭和47年以前 100.0 36.4 48.5 3.0 9.1 3.0

33 12 16 1 3 1

記入無し 100.0 45.1 35.2 9.9 2.8 7.0

71 32 25 7 2 5

19戸以下 100.0 66.0 19.0 5.2 4.1 5.6

268 177 51 14 11 15

20～39戸 100.0 62.9 27.1 5.2 2.6 2.2

501 315 136 26 13 11

40～59戸 100.0 55.1 31.8 7.5 3.4 2.2

267 147 85 20 9 6

60～99戸 100.0 45.0 37.0 11.4 3.3 3.3

211 95 78 24 7 7

100戸以上 100.0 44.9 44.2 4.1 4.1 2.7

147 66 65 6 6 4

記入無し 100.0 53.1 31.3 9.4 3.1 3.1

32 17 10 3 1 1

戸

数

別

竣

工

時

期

別
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（９）理事会の開催状況 

１）理事会の開催頻度（問 19） 

理事会の開催回数について尋ねたところ、「ほぼ２～３ヶ月に１回開催している」が 42.2％で最も

多く、次いで、「ほぼ１ヵ月に１回開催している」が 23.9％となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■理事会の開催頻度 

ほぼ、１カ月に１

回開催している

23.9%

ほぼ、２～３カ月

に１回開催してい

る

42.2%

ほぼ、半年に１回

開催している

13.5%

ほぼ、１年に１回

開催している

14.3%

開催していない

4.5%

不詳

1.6%

全体（N=1,426）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

ほ

ぼ

、
１

カ

月

に

１

回

開

催

し

て

い

る

ほ

ぼ

、
２
～

３

カ

月

に

１

回

開

催

し

て

い

る

ほ

ぼ

、
半

年

に

１

回

開

催

し

て

い

る

ほ

ぼ

、
１

年

に

１

回

開

催

し

て

い

る

開

催

し

て

い

な

い

不

詳

全体 100.0 23.9 42.2 13.5 14.3 4.5 1.6

1,426 341 602 192 204 64 23
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２）理事会への理事の出席率（問 19-1）【問 19 で「5.開催していない」以外と答えた方】 

理事会への理事の出席率について尋ねたところ、「ほぼ全員出席」が 54.1％で最も高く、次いで「ほ

ぼ、75％以上出席」が 20.8％となっている。 
 

■理事会への理事の出席率 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ほぼ、全員が出席

54.1%

ほぼ、75％以上が

出席

20.8%

ほぼ、50％以上が

出席

6.9%

不詳

18.2%

全体（n=1,339）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

ほ

ぼ

、
全

員

が

出

席

ほ

ぼ

、
7

5

％

以

上

が

出

席 ほ

ぼ

、
5

0

％

以

上

が

出

席 不

詳

全体 100.0 54.1 20.8 6.9 18.2

1,339 724 279 92 244
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（10）理事会の議事録 

１）理事会の議事録作成の有無（問 20） 

マンション管理組合の理事会議事録の有無について尋ねたところ、「作成している」が 87.4％で約

9 割のマンションで理事会の議事録が作成されている。 
「19 戸以下」で「作成していない」の割合が最も高く、13.8％となっている。 
 

■理事会議事録の作成 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

作成している

87.4%

作成していない

9.6%

不詳

3.0%

全体（N=1,426）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

作

成

し

て

い

る

作

成

し

て

い

な

い

不

詳

全体 100.0 87.4 9.6 3.0

1,426 1,246 137 43

19戸以下 100.0 80.2 13.8 6.0

268 215 37 16

20～39戸 100.0 89.6 7.8 2.6

501 449 39 13

40～59戸 100.0 85.8 10.5 3.7

267 229 28 10

60～99戸 100.0 89.1 10.0 0.9

211 188 21 2

100戸以上 100.0 93.2 6.1 0.7

147 137 9 1

記入無し 100.0 87.5 9.4 3.1

32 28 3 1

戸

数

別
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２）理事会の議事録・議事の概要の周知（問 20-1）【問 20 で「1.作成している」と回答】 

理事会の議事録または議事の概要を周知しているかどうか尋ねたところ、「各戸に配布している」

が 43.7％、「配布せず、掲示板等に掲示している」が 12.3％で、合わせて約 56％の理事会で議事録

や議事の概要が周知されている。 
 

■管理組合理事会議事録・議事の概要の周知 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

各戸に配布

43.7%

配布せず、

掲示板等に掲示

12.3%

掲示も配布も

していない

21.5%

その他

17.7%

不詳

4.8%

全体（n=1,246）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

各

戸

に

配

布

配

布

せ

ず

、
掲

示

板

等

に

掲

示

掲

示

も

配

布

も

し

て

い

な

い そ

の

他

不

詳

全体 100.0 43.7 12.3 21.5 17.7 4.8

1,246 544 153 268 221 60



 

47 
 

（11）設計図書（竣工図）や構造設計書の保管場所（問 21） 

マンションの設計図書（竣工図）や構造設計書の保管場所について尋ねたところ、「集会室・管理

事務室」が 53.9％で最も多く、次いで「管理会社」が 24.5％となっている。 
 

■設計図書や構造設計書の保管場所 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

集会室・

管理事務室

53.9%

役員の自宅

3.5%

共用部スペース

3.4%

管理会社

24.5%

その他

1.5%

保管していない

0.6%

不明

3.9%

不詳

8.6%

全体（N=1,426）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

集

会

室

・

管

理

事

務

室

役

員

の

自

宅

共

用

部

ス

ペ
ー

ス

管

理

会

社

そ

の

他

保

管

し

て

い

な

い

不

明

不

詳

全体 100.0 53.9 3.5 3.4 24.5 1.5 0.6 3.9 8.6

1,426 769 50 48 350 22 8 56 123

19戸以下 100.0 36.2 8.6 5.6 31.3 3.4 0.4 5.6 9.0

268 97 23 15 84 9 1 15 24

20～39戸 100.0 49.7 4.0 3.6 25.7 1.2 1.0 5.2 9.6

501 249 20 18 129 6 5 26 48

40～59戸 100.0 54.7 2.6 2.6 27.0 1.1 0.7 2.2 9.0

267 146 7 7 72 3 2 6 24

60～99戸 100.0 70.6 - 1.9 19.4 1.4 - 1.9 4.7

211 149 - 4 41 3 - 4 10

100戸以上 100.0 78.9 - 0.7 12.2 0.7 - 1.4 6.1

147 116 - 1 18 1 - 2 9

記入無し 100.0 37.5 - 9.4 18.8 - - 9.4 25.0

32 12 - 3 6 - - 3 8

戸

数

別
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（12）専門委員会の設置 

１）専門委員会の設置状況（問 22） 

専門委員会の設置状況について尋ねたところ、「設置したことがある」が 50.4％で最も高く、「設

置したことはない」が 34.7％、「検討中」が 3.6％となっている。 
立地行政区別にみると、西区では「設置したことがある」の割合が 65.4％と他区と比べ、やや高

くなっている。 
「設置したことがある」の割合は、国調査の 27.3％と比べ、23.1 ポイント高くなっている。 

 
■専門委員会の設置状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

設

置

し

た

こ

と

が

あ

る

設

置

し

た

こ

と

は

な

い

検

討

中

不

明

不

詳

全体 100.0 50.4 34.7 3.6 9.9 1.5

1,426 718 495 51 141 21

東区 100.0 51.0 32.7 4.6 11.1 0.7

153 78 50 7 17 1

博多区 100.0 49.4 35.9 1.2 9.4 4.1

170 84 61 2 16 7

中央区 100.0 46.7 38.2 4.3 10.1 0.7

445 208 170 19 45 3

南区 100.0 51.7 35.8 2.6 8.2 1.7

232 120 83 6 19 4

城南区 100.0 46.5 30.7 7.9 14.9 -

101 47 31 8 15 -

早良区 100.0 49.5 35.7 2.4 10.0 2.4

210 104 75 5 21 5

西区 100.0 65.4 23.1 3.8 6.7 1.0

104 68 24 4 7 1

記入無し 100.0 81.8 9.1 - 9.1 -

11 9 1 - 1 -

立

地

行

政

区

別

設置したことがある

50.4 

54.4 

27.3 

設置したことはない

34.7 

36.7 

70.5 

検討中

3.6 

2.9 

無回答（不明）

11.4 

6.1 

2.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R3調査

(N=1,426）

H28調査

(N=1,039）

H30国調査

(N=1,688）
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２）専門委員会の設置内容（複数回答）（問 22-1）【問 22 で「1.設置したことがある」と回答】 

専門委員会の設置内容について尋ねたところ、「修繕工事」が 96.0％で最も高く、次いで「規則改

正」が 11.3％となっている。 
 

■専門委員会の設置内容 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

96.0

11.3
1.7 1.4 5.2 0.7

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

修
繕
工
事

規
則
改
正

訴
訟
関
係

マ
ン
シ
ョ
ン
再

生
（建
替
え
等
）

そ
の
他

記
入
無
し

（％）

全体（n=718）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

修

繕

工

事

規

則

改

正

マ

ン

シ

ョ
ン

再

生

（
建

替

え

等

）

訴

訟

関

係

そ

の

他

記

入

無

し

全体 100.0 96.0 11.3 1.4 1.7 5.2 0.7

718 689 81 10 12 37 5
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６．管理委託について 

（１）マンションの管理業務委託（問 23） 

マンションの管理形態について尋ねたところ、「管理業者に一部または全てを委託」が 93.8％、「委

託していない」が 5.8％となっている。 
戸数別にみると、19 戸以下のマンションでは「委託していない」の割合が 13.4％と他に比べて高

くなっている。 
平成 28 年調査と比較して、「管理業者に一部または全てを委託」の割合が 6.1 ポイント増加した。 

 
■マンションの管理形態 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

マ

ン

シ

ョ
ン

管

理

の

一

部

ま

た

は

全

て

を

委

託

し

て

い

る
委

託

し

て

い

な

い

不

詳

全体 100.0 93.8 5.8 0.4

1,426 1,337 83 6

19戸以下 100.0 85.8 13.4 0.7

268 230 36 2

20～39戸 100.0 95.2 4.6 0.2

501 477 23 1

40～59戸 100.0 97.8 2.2 -

267 261 6 -

60～99戸 100.0 97.2 2.4 0.5

211 205 5 1

100戸以上 100.0 92.5 7.5 -

147 136 11 -

記入無し 100.0 87.5 6.3 6.3

32 28 2 2

戸

数

別

マンション管理の一部ま

たは全てを委託している

93.8 

87.7 

91.5 

委託していない

5.8 

8.8 

6.4 

不詳

0.4 

3.6 

2.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R3調査

(N=1,426）

Ｈ28調査

(N=1,039）

Ｈ23調査

(N=1,415）
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（２）管理業務の委託状況（問 24） 

管理業務の委託状況について尋ねたところ、多くの項目において「管理業者に委託」が約 9 割を

占め、「管理組合で実施」が約 1 割未満となっている。一方で「維持・修繕に関する企画・実施の調

整」については「管理組合で実施」が 15.2％と他の項目に比べて高くなっている。 
 

■管理業務の委託状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

管理会者に委託

88.6 

90.2 

76.6 

91.3 

92.4 

管理組合で実施

8.4 

7.4 

15.2 

6.7 

5.2 

不詳

3.0 

2.5 

8.1 

2.0 

2.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(N=1,426)

①組合会計の収入・支出の調定（予

算案・決算案の作成等）

②管理費等の出納（収納・督促・保

管・支払・帳簿管理等）

③維持・修繕に関する企画・実施の

調整（長期修繕計画の作成・工事の

実施等）

④清掃業務（共用部分の清掃等）

⑤建物・設備管理業務（建物、設備

の法廷点検等）

①組合会計の収入・支出の調定（予算案・決算案の作成等）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

管

理

会

者

に

委

託

管

理

組

合

で

実

施

不

詳

全体 100.0 88.6 8.4 3.0

1,426 1,263 120 43

②管理費等の出納（収納・督促・保管・支払・帳簿管理等）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

管

理

会

者

に

委

託

管

理

組

合

で

実

施

不

詳

全体 100.0 90.2 7.4 2.5

1,426 1,286 105 35

③維持・修繕に関する企画・実施の調整（長期修繕計画の作

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

管

理

会

者

に

委

託

管

理

組

合

で

実

施

不

詳

全体 100.0 76.6 15.2 8.1

1,426 1,093 217 116

④清掃業務（共用部分の清掃等）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

管

理

会

者

に

委

託

管

理

組

合

で

実

施

不

詳

全体 100.0 91.3 6.7 2.0

1,426 1,302 95 29

⑤建物・設備管理業務（建物、設備の法廷点検等）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

管

理

会

者

に

委

託

管

理

組

合

で

実

施

不

詳

全体 100.0 92.4 5.2 2.4

1,426 1,318 74 34
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７．会計関係について 

（１）管理費と修繕積立金の区分（問 25） 

管理費と修繕積立金の区分について尋ねたところ、「明確に区分」が 93.3％と大半を占めている。 
 

■管理費と修繕積立金の区分管理 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

明確に区分

93.3%

区分は曖昧

1.6%

不足の場合は

相互に融通

2.6%

その他

0.8%
不詳

1.7%

全体（N=1,426）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

明

確

に

区

分

区

分

は

曖

昧

不

足

の

場

合

は

相

互

に

融

通 そ

の

他

不

詳

全体 100.0 93.3 1.6 2.6 0.8 1.7

1,426 1,331 23 37 11 24
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（２）管理費負担額の決定方法（問 26） 

管理費負担額の決定方法について尋ねたところ、「専有面積の割合」が 80.2％で最も高く、次いで

「一律」が 11.5％となっている。 
竣工時期別にみると、竣工時期が古いほうが「一律」の割合が高い傾向にあり、特に昭和 48 年以

前の建物では約 3 割となっている。 
平成 28 年調査と比べると、「専有面積の割合」については 77.2％から 3.0 ポイント高くなり、「一

律」については 13.8％から 2.3 ポイント低くなっている。 
 

■管理費負担額の決定方法 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

専有面積の割合

80.2 

77.2 

82.3 

85.0 

一律

11.5 

13.8 

11.7 

10.4 

その他

1.1 

0.7 

0.6 

1.4 

不明

3.7 

1.8 

1.9 

3.2 

不詳

3.4 

6.5 

3.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R3調査

(N=1,426）

Ｈ28調査

(N=1,039）

Ｈ23調査

(N=1,415）

H30国調査

(N=1,688）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

専

有

面

積

の

割

合

一

律

そ

の

他

不

明

不

詳

全体 100.0 80.2 11.5 1.1 3.7 3.4

1,426 1,144 164 16 53 49

平成25年以降 100.0 86.4 5.5 0.9 4.5 2.7

110 95 6 1 5 3

平成20年～24年 100.0 80.2 11.0 - 2.2 6.6

91 73 10 - 2 6

平成15年～19年 100.0 84.3 4.3 0.5 5.4 5.4

185 156 8 1 10 10

平成10年～14年 100.0 86.3 9.1 0.6 1.7 2.3

175 151 16 1 3 4

平成５年～９年 100.0 77.7 12.0 1.6 6.0 2.7

184 143 22 3 11 5

平成元年～４年 100.0 85.6 8.2 1.4 3.4 1.4

146 125 12 2 5 2

昭和60年～64年 100.0 86.4 3.6 2.1 2.9 5.0

140 121 5 3 4 7

昭和57年～59年 100.0 77.9 15.1 1.2 1.2 4.7

86 67 13 1 1 4

昭和52年～56年 100.0 71.7 23.2 1.4 2.9 0.7

138 99 32 2 4 1

昭和48年～51年 100.0 64.2 31.3 1.5 3.0 -

67 43 21 1 2 -

昭和47年以前 100.0 69.7 27.3 - 3.0 -

33 23 9 - 1 -

記入無し 100.0 67.6 14.1 1.4 7.0 9.9

71 48 10 1 5 7

19戸以下 100.0 78.0 11.9 2.2 4.1 3.7

268 209 32 6 11 10

20～39戸 100.0 81.4 10.0 0.8 4.4 3.4

501 408 50 4 22 17

40～59戸 100.0 80.1 12.4 1.5 3.4 2.6

267 214 33 4 9 7

60～99戸 100.0 82.9 10.4 - 3.8 2.8

211 175 22 - 8 6

100戸以上 100.0 81.0 17.0 0.7 - 1.4

147 119 25 1 - 2

記入無し 100.0 59.4 6.3 3.1 9.4 21.9

32 19 2 1 3 7

竣

工

時

期

別

戸

数

別
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（３）１戸あたりの管理費（問 27） 

１戸あたりの月額管理費について尋ねたところ、「1 万円以上」が 27.1％で最も高く、次いで「7
千～8 千円未満」が 11.6％となっている。平均管理費は 9,365 円である。 
立地行政区別にみると、早良区と中央区の平均管理費が高く、それぞれ 10,281 円、10,168 円とな

っている。 
戸数別にみると、戸数が少ないほど平均管理費が高くなっており、19 戸以下の建物では 11,641 円

となっている。 
平成 28 年調査と比べると、平均管理費は 9,928 円から約 195 円低くなっている。 

 
■１戸あたりの管理費 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５千円未満

7.4 

6.8 

7.9 

５～６千円

未満

6.6 

7.5 

9.2 

６～７千円

未満

8.1 

8.9 

9.6 

７～８千円

未満

11.6 

8.6 

10.9 

８～９千円

未満

7.9 

9.0 

9.5 

９千～１万円

未満

7.4 

7.3 

7.0 

１万円

以上

27.1 

27.3 

27.1 

不詳

24.0 

24.5 

18.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R3調査

(N=1,426）

Ｈ28調査

(N=1,039）

Ｈ23調査

(N=1,415）

平均

（円/戸）

9,733

9,928

8,948

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

５

千

円

未

満

５
～

６

千

円

未

満

６
～

７

千

円

未

満

７
～

８

千

円

未

満

８
～

９

千

円

未

満

９

千
～

１

万

円

未

満

１

万

円

以

上

不

詳

平

均

（
円

／

戸

）

全体 100.0 7.4 6.6 8.1 11.6 7.9 7.4 27.1 24.0

1,426 105 94 115 166 113 105 386 342 9,365

東区 100.0 9.2 17.0 9.8 11.1 7.2 5.9 18.3 21.6

153 14 26 15 17 11 9 28 33 8,021

博多区 100.0 10.0 11.2 12.9 11.8 5.9 7.6 17.6 22.9

170 17 19 22 20 10 13 30 39 8,016

中央区 100.0 7.2 2.7 5.4 11.7 7.0 7.0 33.5 25.6

445 32 12 24 52 31 31 149 114 10,168

南区 100.0 8.6 4.3 6.9 11.2 6.5 8.6 30.2 23.7

232 20 10 16 26 15 20 70 55 9,536

城南区 100.0 7.9 5.0 9.9 6.9 5.9 10.9 27.7 25.7

101 8 5 10 7 6 11 28 26 9,097

早良区 100.0 4.8 6.7 8.1 11.4 11.0 5.7 30.0 22.4

210 10 14 17 24 23 12 63 47 10,281

西区 100.0 2.9 6.7 9.6 18.3 14.4 8.7 14.4 25.0

104 3 7 10 19 15 9 15 26 8,291

記入無し 100.0 9.1 9.1 9.1 9.1 18.2 - 27.3 18.2

11 1 1 1 1 2 - 3 2 8,991

19戸以下 100.0 3.7 2.6 6.7 7.5 8.2 4.9 41.4 25.0

268 10 7 18 20 22 13 111 67 11,641

20～39戸 100.0 5.8 5.2 6.0 13.0 9.2 8.0 29.1 23.8

501 29 26 30 65 46 40 146 119 9,706

40～59戸 100.0 9.7 8.2 8.6 13.1 8.2 6.7 25.5 19.9

267 26 22 23 35 22 18 68 53 8,615

60～99戸 100.0 7.6 8.1 14.7 10.0 7.6 10.9 16.6 24.6

211 16 17 31 21 16 23 35 52 8,148

100戸以上 100.0 15.6 15.0 8.2 14.3 4.1 5.4 15.6 21.8

147 23 22 12 21 6 8 23 32 7,464

記入無し 100.0 3.1 - 3.1 12.5 3.1 9.4 9.4 59.4

32 1 - 1 4 1 3 3 19 8,218

立

地

行

政

区

別

戸

数

別
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（４）修繕積立金の徴収状況（問 28） 

修繕積立金の徴収状況について尋ねたところ、「ある」が 90.3％で約 9 割を占めている。 
国の調査結果と比べると、8.2 ポイント低くなっている。 

 
■修繕積立金の徴収状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ある

90.3 

91.7 

93.6 

98.5 

ない

4.3 

3.3 

2.6 

0.4 

無回答

5.5 

5.0 

3.8 

1.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R38調査

(N=1,426）

Ｈ28調査

(N=1,039）

Ｈ23調査

(N=1,415）

H30国調査

(N=1,688）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

あ

る

な

い

不

詳

全体 100.0 90.3 4.3 5.5

1,426 1,287 61 78
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（５）1 戸あたりの修繕積立金（月額）（問 28-1） 

1 戸あたりの月額修繕積立金について尋ねたところ、「1 万～1 万 5 千円未満」が 28.8％で最も高

く、次いで「5 千～1 万円未満」が 28.4％となっている。平均月額修繕積立金は 10,890 円である。 
階数別にみると、高層階（11～19 階）のマンションでは、他と比べて平均金額が 9,257 円とやや

低いが、階数にかかわらず概ね 1 万～1 万 2 千円前後となっている。 
戸数別にみると、戸数が少ないほど平均金額が高くなる傾向にあり、19 戸以下の建物では 14,240

円となっている。 
平成 28 年調査と比べ、平均修繕積立金は 10,041 円から約 850 円高くなっている。一方で、国調

査の平均金額 12,268 円と比べると約 1,400 円低くなっている。 
 

■1 戸あたりの修繕積立金（月額） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５千円以下

6.3 

9.0 

17.7 

6.1 

５千～１万円

未満

28.4 

38.2 

41.1 

31.6 

１万～１万５千円

未満

28.8 

23.7 

17.7 

31.7 

１万５千～２万円

未満

9.5 

6.0 

3.6 

10.9 

２万円以上

5.7 

0.8 

0.7 

4.8 

不詳

21.4 

22.2 

19.3 

15.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R3調査

(n=1,287）

Ｈ28調査

(n=953）

Ｈ23調査

(n=1,324）

Ｈ30国調査

(n=1,663）

平均

（円）

10,890 

10,041 

8,641 

12,268 

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

５

千

円

以

下

５

千
～

１

万

円

未

満

１

万
～

１

万

５

千

円

未

満

１

万

５

千
～

２

万

円

未

満

２

万

円

以

上

不

詳

平

均

（
円

／

戸

）

全体 100.0 6.3 28.4 28.8 9.5 5.7 21.4

1,287 81 365 371 122 73 275 10,890

低層階（５階以下） 100.0 4.0 24.5 28.9 13.7 7.9 20.9

277 11 68 80 38 22 58 12,820

中層階（６～10階） 100.0 4.1 28.4 31.9 9.3 4.8 21.5

665 27 189 212 62 32 143 10,846

高層階（11～19階） 100.0 13.5 32.6 22.3 6.9 5.3 19.4

319 43 104 71 22 17 62 9,257

高層階（20階以上） 100.0 - 17.6 35.3 - 11.8 35.3

17 - 3 6 - 2 6 12,446

記入無し 100.0 - 11.1 22.2 - - 66.7

9 - 1 2 - - 6 9,333

19戸以下 100.0 2.9 21.2 25.7 15.8 13.7 20.7

241 7 51 62 38 33 50 14,240

20～39戸 100.0 3.8 25.1 32.1 11.7 5.2 22.2

446 17 112 143 52 23 99 11,328

40～59戸 100.0 9.7 32.4 30.4 6.9 2.8 17.8

247 24 80 75 17 7 44 9,283

60～99戸 100.0 10.4 34.7 28.0 3.6 2.6 20.7

193 20 67 54 7 5 40 8,979

100戸以上 100.0 9.7 38.8 22.4 3.7 3.7 21.6

134 13 52 30 5 5 29 8,963

記入無し 100.0 - 11.5 26.9 11.5 - 50.0

26 - 3 7 3 - 13 12,075

階

数

別

戸

数

別
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（６）修繕積立金負担額の決定方法（問 28-2）【問 28 で「1.ある」と回答】 

修繕積立金負担額の決定方法について尋ねたところ、「長期修繕計画に基づく必要額から算出」が

59.7％、「分譲時に分譲会社が提示した額」が 14.5％となっている。 
竣工時期別にみると、竣工時期が新しいほど「分譲時に分譲会社が提示した額」の割合が高い傾向

にあり、特に平成 25 年以降の建物では 35.0％となっている。 
 

■修繕積立金の額の決定方法 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

長期修繕計画

に基づく必要

額から算出

59.7 

47.2 

47.1 

72.5 

管理費の何％

という方法で

算出

1.6 

2.1 

2.4 

5.5 

他のマンション

の例を参考に

算出

1.1 

2.7 

3.2 

1.4 

分譲時に

分譲会社が

提示した額

14.5 

19.8 

27.1 

11.3 

その他

3.2 

1.9 

2.3 

5.3 

不明

9.1 

不詳

11.0

26.2

17.7

4.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R3調査

(n=1,287）

Ｈ28調査

(n=953）

Ｈ23調査

(n=1,324）

H30国調査

(n=1,663）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

長

期

修

繕

計

画

に

基

づ

く

必

要

額

か

ら

算

出

管

理

費

の

何

％

と

い

う

方

法

で

算

出

他

の

マ

ン

シ

ョ
ン

の

例

を

参

考

に

算

出

分

譲

時

に

分

譲

会

社

が

提

示

し

た

額

そ

の

他

不

明

不

詳

全体 100.0 59.7 1.6 1.1 14.5 3.2 9.1 11.0

1,287 768 20 14 186 41 117 141

平成25年以降 100.0 39.8 1.0 - 35.0 3.9 3.9 16.5

103 41 1 - 36 4 4 17

平成20年～24年 100.0 62.2 - - 26.8 1.2 3.7 6.1

82 51 - - 22 1 3 5

平成15年～19年 100.0 65.9 0.6 - 15.0 3.0 7.2 8.4

167 110 1 - 25 5 12 14

平成10年～14年 100.0 65.4 0.6 1.9 9.9 3.7 3.7 14.8

162 106 1 3 16 6 6 24

平成５年～９年 100.0 67.9 0.6 - 11.5 1.8 10.9 7.3

165 112 1 - 19 3 18 12

平成元年～４年 100.0 60.4 0.7 0.7 17.2 1.5 9.7 9.7

134 81 1 1 23 2 13 13

昭和60年～64年 100.0 58.5 4.2 0.8 10.2 3.4 11.0 11.9

118 69 5 1 12 4 13 14

昭和57年～59年 100.0 58.8 3.8 1.3 10.0 5.0 10.0 11.3

80 47 3 1 8 4 8 9

昭和52年～56年 100.0 59.8 0.8 1.6 8.7 3.1 15.7 10.2

127 76 1 2 11 4 20 13

昭和48年～51年 100.0 51.7 6.7 6.7 8.3 6.7 15.0 5.0

60 31 4 4 5 4 9 3

昭和47年以前 100.0 43.8 6.3 3.1 6.3 12.5 15.6 12.5

32 14 2 1 2 4 5 4

記入無し 100.0 52.6 - 1.8 12.3 - 10.5 22.8

57 30 - 1 7 - 6 13

竣

工

時

期

別
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（７）区分所有者の管理費・修繕積立金の滞納状況 

１）滞納状況（問 29） 

区分所有者の管理費・修繕積立金の滞納状況について尋ねたところ、「0％」が 58.7％、「10％未満」

が 34.1％となっている。 
戸数別にみると、戸数が多いほど「10％未満」の割合が高くなっており、100 戸以上で 63.9%とな

っている。 
 

■管理費・修繕積立金等の滞納状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

0

％

1

0

％

未

満

2

0

％

未

満

3

0

％

未

満

4

0

％

未

満

5

0

％

未

満

5

0

％

以

上

不

明

不

詳

全体 100.0 58.7 34.1 1.3 - 0.1 0.1 0.1 3.6 2.1

1,426 837 486 19 - 1 1 1 51 30

19戸以下 100.0 78.0 13.4 1.5 - 0.4 - - 3.7 3.0

268 209 36 4 - 1 - - 10 8

20～39戸 100.0 66.1 26.9 1.2 - - - 0.2 4.4 1.2

501 331 135 6 - - - 1 22 6

40～59戸 100.0 56.2 36.7 1.9 - - - - 2.6 2.6

267 150 98 5 - - - - 7 7

60～99戸 100.0 43.1 54.5 - - - 0.5 - 1.4 0.5

211 91 115 - - - 1 - 3 1

100戸以上 100.0 29.3 63.9 2.0 - - - - 3.4 1.4

147 43 94 3 - - - - 5 2

記入無し 100.0 40.6 25.0 3.1 - - - - 12.5 18.8

32 13 8 1 - - - - 4 6

戸

数

別

0％

58.7%

10％未満

34.1%

10～20％

1.3%

30～40％

0.1%

40～50％

0.1%

50％以上

0.1%

不明

3.6%
不詳

2.1%

全体（N=1,426）
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２）管理費・修繕積立金等の滞納費の総額（問 29-1）【問 29 で「1.0％」以外と回答】 

管理費・修繕積立金等の滞納費の総額について尋ねたところ、「10 万円未満」が 50.8％で最も高

く、次いで「10 万～20 万円未満」が 16.3％となっている。 
 

 

■管理費・修繕積立金等の滞納総額 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

1

0

万

円

未

満

1

0

万
～

2

0

万

円

未

満

2

0

万
～

3

0

万

円

未

満

3

0

万
～

4

0

万

円

未

満

4

0

万
～

5

0

万

円

未

満

5

0

万

円

以

上

不

明

不

詳

全体 100.0 50.8 16.3 7.9 3.9 3.9 11.0 1.6 4.5

508 258 83 40 20 20 56 8 23

10万円未満

50.8%

10万～20万円未満

16.3%

20万～30万円未満

7.9%

30万～40万円未満

3.9%

40万～50万円未満

3.9%

50万円以上

11.0%

不明

1.6%

不詳

4.5%

全体（n=508）
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８．修繕・建替え関係について 

（１）長期修繕計画 

１）長期修繕計画の作成状況（問 30） 

長期修繕計画の作成状況について尋ねたところ、「作成済」が 70.6％で最も高く、次いで「作成を

予定している」が 16.1％、「作成の予定はない」が 6.1％となっている。 
平成 23 年調査、平成 28 年調査と比較すると、「作成済」の割合は概ね横ばいとなっている。 

 
■長期修繕計画の作成状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

作成済

70.6 

67.5 

69.6 

作成を

予定している

16.1 

13.3 

14.2 

作成の

予定はない

6.1 

8.1 

7.6 

その他

3.1 

1.3 

1.1 

不詳

4.1 

9.8 

7.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R3調査

(N=1,426）

Ｈ28調査

(N=1,039）

Ｈ23調査

(N=1,415）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

作

成

済

作

成

を

予

定

し

て

い

る

作

成

の

予

定

は

な

い

そ

の

他

不

詳

全体 100.0 70.6 16.1 6.1 3.1 4.1

1,426 1,007 229 87 44 59
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２）長期修繕計画の計画期間（問 30-1）【問 30 で「1.作成済」と回答】 

長期修繕計画の計画期間について尋ねたところ、「30 年未満」が 26.6％で最も高く、次いで「30
年以上」が 25.1％で、計画期間 25 年以上でみると約 5 割を占めている。 

 
■長期修繕計画の計画期間 

 
 
 

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

1

0

年

未

満

1

5

年

未

満

2

0

年

未

満

2

5

年

未

満

3

0

年

未

満

3

0

年

以

上

不

明

不

詳

全体 100.0 9.0 9.9 10.3 10.9 26.6 25.1 4.3 3.8

1,007 91 100 104 110 268 253 43 38

平成25年以降 100.0 2.4 1.2 2.4 4.8 25.0 52.4 7.1 4.8

84 2 1 2 4 21 44 6 4

平成20年～24年 100.0 4.2 2.8 9.9 16.9 31.0 29.6 2.8 2.8

71 3 2 7 12 22 21 2 2

平成15年～19年 100.0 6.8 11.0 2.7 17.1 26.7 26.7 6.2 2.7

146 10 16 4 25 39 39 9 4

平成10年～14年 100.0 5.0 7.9 11.4 10.7 28.6 26.4 5.7 4.3

140 7 11 16 15 40 37 8 6

平成５年～９年 100.0 10.8 10.0 11.5 10.0 27.7 23.1 5.4 1.5

130 14 13 15 13 36 30 7 2

平成元年～４年 100.0 8.9 12.9 24.8 6.9 18.8 21.8 4.0 2.0

101 9 13 25 7 19 22 4 2

昭和60年～64年 100.0 8.7 12.0 14.1 7.6 29.3 21.7 1.1 5.4

92 8 11 13 7 27 20 1 5

昭和57年～59年 100.0 22.6 11.3 5.7 17.0 22.6 17.0 - 3.8

53 12 6 3 9 12 9 - 2

昭和52年～56年 100.0 14.0 14.0 11.6 10.5 24.4 17.4 2.3 5.8

86 12 12 10 9 21 15 2 5

昭和48年～51年 100.0 16.2 24.3 5.4 5.4 27.0 13.5 - 8.1

37 6 9 2 2 10 5 - 3

昭和47年以前 100.0 16.7 16.7 8.3 16.7 20.8 8.3 8.3 4.2

24 4 4 2 4 5 2 2 1

記入無し 100.0 9.3 4.7 11.6 7.0 37.2 20.9 4.7 4.7

43 4 2 5 3 16 9 2 2

竣

工

時

期

別

10年未満

9.0%

15年未満

9.9%

20年未満

10.3%

25年未満

10.9%
30年未満

26.6%

30年以上

25.1%

不明

4.3%

不詳

3.8%

全体（n=1,007）
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３）長期修繕計画の見直し状況（問 30-2）【問 30 で「1.作成済」と回答】 

長期修繕計画の見直し状況について尋ねたところ、「定期的に見直しをしている」が 48.0％で最も

高く、次いで「必要に応じて見直しをしている」が 40.3％、「見直しは行っていない」が 6.5％とな

っている。 
平成 28 年調査と比べると、「定期的に見直しをしている」「必要に応じて見直しをしている」と

もに、ほぼ同じ割合となっている。 
 

■長期修繕計画の見直し状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

定期的に見直し

をしている

48.0 

47.2 

43.4 

必要に応じて

見直しをしている

40.3 

40.8 

43.7 

見直しは

行っていない

6.5 

8.6 

9.4 

その他

2.1 

1.4 

1.9 

不詳

3.2 

2.0 

1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R3調査

(n=1,007）

Ｈ28調査

(n=701）

Ｈ23調査

(n=985）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

定

期

的

に

見

直

し

を

し

て

い

る

必

要

に

応

じ

て

見

直

し

を

し

て

い

る

見

直

し

は

行

っ
て

い

な

い

そ

の

他

不

詳

全体 100.0 48.0 40.3 6.5 2.1 3.2

1,007 483 406 65 21 32

平成25年以降 100.0 29.8 27.4 26.2 9.5 7.1

84 25 23 22 8 6

平成20年～24年 100.0 62.0 26.8 11.3 - -

71 44 19 8 - -

平成15年～19年 100.0 58.2 34.9 0.7 2.1 4.1

146 85 51 1 3 6

平成10年～14年 100.0 57.1 34.3 5.0 1.4 2.1

140 80 48 7 2 3

平成５年～９年 100.0 42.3 49.2 5.4 0.8 2.3

130 55 64 7 1 3

平成元年～４年 100.0 49.5 45.5 3.0 - 2.0

101 50 46 3 - 2

昭和60年～64年 100.0 51.1 40.2 4.3 1.1 3.3

92 47 37 4 1 3

昭和57年～59年 100.0 41.5 49.1 7.5 1.9 -

53 22 26 4 1 -

昭和52年～56年 100.0 32.6 55.8 4.7 1.2 5.8

86 28 48 4 1 5

昭和48年～51年 100.0 51.4 43.2 2.7 - 2.7

37 19 16 1 - 1

昭和47年以前 100.0 16.7 66.7 8.3 8.3 -

24 4 16 2 2 -

記入無し 100.0 55.8 27.9 4.7 4.7 7.0

43 24 12 2 2 3

竣

工

時

期

別
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４）長期修繕計画を実行するための修繕積立金の積み立て（問 30-3） 

【問 30 で「1.作成済」と回答】 

長期修繕計画を実行するための修繕積立金について尋ねたところ、「修繕積立金は適切に積立てが

されており、問題ない」が 43.2％、「将来的に積立金が不足する可能性があるため、段階的な値上げ

を予定している」が 42.7％、「将来的に積立金が不足する可能性があるが、段階的な値上げが困難で

あり問題に感じている」が 10.3％となっている。 
 

■長期修繕計画を実行するための修繕積立金の積み立て 

 
 

修繕積立金は

適切に積立てが

されており、

問題ない。

43.2%

将来的に積立金が

不足する可能性が

あるため、

段階的な値上げを

予定している

42.7%

将来的に積立金が

不足する可能性が

あるが、段階的な

値上げが困難であり

問題に感じている

10.3%

不詳

3.8%

全体（n=1,007）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

修

繕

積

立

金

は

適

切

に

積

立

て

が

さ

れ

て

お

り

、

問

題

な

い

。

将

来

的

に

積

立

金

が

不

足

す

る

可

能

性

が

あ

る

た

め

、

段

階

的

な

値

上

げ

を

予

定

し

て

い

る

将

来

的

に

積

立

金

が

不

足

す

る

可

能

性

が

あ

る

が

、

段

階

的

な

値

上

げ

が

困

難

で

あ

り

問

題

に

感

じ

て

い

る

不

詳

全体 100.0 43.2 42.7 10.3 3.8

1,007 435 430 104 38

平成25年以降 100.0 38.1 56.0 2.4 3.6

84 32 47 2 3

平成20年～24年 100.0 35.2 57.7 4.2 2.8

71 25 41 3 2

平成15年～19年 100.0 37.7 54.8 5.5 2.1

146 55 80 8 3

平成10年～14年 100.0 37.9 47.9 9.3 5.0

140 53 67 13 7

平成５年～９年 100.0 53.8 36.9 6.2 3.1

130 70 48 8 4

平成元年～４年 100.0 48.5 38.6 10.9 2.0

101 49 39 11 2

昭和60年～64年 100.0 38.0 43.5 14.1 4.3

92 35 40 13 4

昭和57年～59年 100.0 56.6 22.6 18.9 1.9

53 30 12 10 1

昭和52年～56年 100.0 40.7 29.1 24.4 5.8

86 35 25 21 5

昭和48年～51年 100.0 48.6 32.4 16.2 2.7

37 18 12 6 1

昭和47年以前 100.0 54.2 25.0 16.7 4.2

24 13 6 4 1

記入無し 100.0 46.5 30.2 11.6 11.6

43 20 13 5 5

竣

工

時

期

別
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（２）大規模修繕 

１）大規模修繕の実施経験（問 31） 

大規模修繕の実施経験について尋ねたところ、「ある」が 76.4％、「ない」が 22.2％となっている。 
竣工時期別にみると、竣工時期の古い建物ほど、「ある」の割合が高い傾向にあり、平成 9 年以前

の建物では実施経験は 9 割を超えている。 
「ある」の割合は、平成 23 年調査の 62.5％から 13.9 ポイント高くなっているが、平成 28 年調査

の 77.3％からはほぼ横ばいとなっている。また、国調査の 68.1％より 8.3 ポイント高くなっている。 
 

■大規模修繕の実施経験 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ある

76.4 

77.3 

62.5 

68.1 

ない

22.2 

19.0 

34.3 

26.8 

不詳

1.4 

3.8 

3.3 

5.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R3調査

(N=1,426）

Ｈ28調査

(N=1,039）

Ｈ23調査

(N=1,415）

H30国調査

(N=1,688）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

あ

る

な

い

不

詳

全体 100.0 76.4 22.2 1.4

1,426 1,090 316 20

平成25年以降 100.0 0.9 99.1 -

110 1 109 -

平成20年～24年 100.0 6.6 92.3 1.1

91 6 84 1

平成15年～19年 100.0 60.0 39.5 0.5

185 111 73 1

平成10年～14年 100.0 88.6 10.3 1.1

175 155 18 2

平成５年～９年 100.0 95.7 2.7 1.6

184 176 5 3

平成元年～４年 100.0 96.6 2.7 0.7

146 141 4 1

昭和60年～64年 100.0 96.4 1.4 2.1

140 135 2 3

昭和57年～59年 100.0 94.2 1.2 4.7

86 81 1 4

昭和52年～56年 100.0 98.6 1.4 -

138 136 2 -

昭和48年～51年 100.0 95.5 4.5 -

67 64 3 -

昭和47年以前 100.0 97.0 3.0 -

33 32 1 -

記入無し 100.0 73.2 19.7 7.0

71 52 14 5

竣

工

時

期

別
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２）大規模修繕にかかる費用の調達方法（複数回答）（問 31-1） 

【問 31 で「1.ある」と回答】 

大規模修繕にかかる費用の調達方法について尋ねたところ、「修繕積立金を利用した」が 91.4％で

最も高く、次いで「借入金によって調達した」が 12.9％となっている。 
平成 23 年調査、平成 28 年調査と比べ、「借入金によって調達した」の割合は減少傾向にある。 

 
■大規模修繕にかかる費用の調達方法 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

91.4

1.9
12.9

1.3 1.7

94.4

5.2
17.3

1.0 1.9

94.1 

4.9 

20.6 

0.3 0.8 
0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

修
繕
積
立
金

を
利
用
し
た

臨
時
に
修
繕
費
用
を

徴
収
し
た

借
入
金
に
よ
っ
て

調
達
し
た

そ
の
他

不
明

（％）
R3調査(n=1,090） Ｈ28調査(n=803） Ｈ23調査(n=884）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

修

繕

積

立

金

を

利

用

し

た

臨

時

に

修

繕

費

用

を

徴

収

し

た

借

入

金

に

よ

っ
て

調

達

し

た そ

の

他

不

明

記

入

無

し

全体 100.0 91.4 1.9 12.9 1.3 1.7 1.2

1,090 996 21 141 14 18 13
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３）大規模修繕時の施工業者の選定方法（複数回答）（問 31-2）【問 31 で「1.ある」と回答】 

大規模修繕時の施工業者の選定方法について尋ねたところ、「複数の施工業者について比較検討」

が 75.1％で最も高く、次いで「管理会社に依頼した」が 15.5％となっている。 
平成 23 年調査と比べると、「複数の施工業者について比較検討」の割合は、平成 23 年調査の 86.3％

からは 11.2 ポイント低くなった。 
 

■大規模修繕時の施工業者の選定方法 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※「＊」はカテゴリーにない項目。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5.0

75.1

15.5

1.76.1

79.7

16.1

1.1
9.7

86.3

* 1.9

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

最
初
か
ら

特
定
の
施
工
業
者

に
依
頼

複
数
の
施
工
業
者

に
つ
い
て
比
較
検
討

管
理
会
社
に
依
頼

そ
の
他

（％） R3調査(n=1,090） Ｈ28調査(n=803） Ｈ23調査(n=884）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

最

初

か

ら

特

定

の

施

工

業

者

に

依

頼

複

数

の

施

工

業

者

に

つ

い

て

比

較

検

討

管

理

会

社

に

依

頼

そ

の

他

不

明

記

入

無

し

全体 100.0 5.0 75.1 15.5 1.7 3.9 1.7

1,090 55 819 169 19 43 19
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４）大規模修繕時に苦労した点（複数回答）（問 31-3）【問 31 で「1.ある」と回答】 

大規模修繕時に苦労した点について尋ねたところ、「業者の選定」が 44.4％で最も高く、次いで「修

繕を行うかどうかの判断」が 27.7％、「費用の調達」が 19.4％となっている。 
平成 23 年調査、平成 28 年調査をみても、「業者の選定」に 4 割以上が苦労している状況である。 

 
■大規模修繕時に苦労した点 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

27.7

18.1

44.4

19.4

5.2
15.3

30.6
25.4

51.4

23.3

3.7

14.1

31.7
26.9

49.9

22.6

2.9

16.6

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

修
繕
を
行
う
か

ど
う
か
の
判
断

入
居
者
等
の
修
繕

へ
の
同
意

業
者
の
選
定

費
用
の
調
達

そ
の
他

特
に
苦
労
し
て
い
な
い

（％） R3調査(n=1,090） Ｈ28調査(n=803） Ｈ23調査(n=884）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

修

繕

を

行

う

か

ど

う

か

の

判

断

入

居

者

等

の

修

繕

へ

の

同

意 業

者

の

選

定

費

用

の

調

達

そ

の

他

特

に

苦

労

し

て

い

な

い

不

明

記

入

無

し

全体 100.0 27.7 18.1 44.4 19.4 5.2 15.3 12.6 4.7

1,090 302 197 484 212 57 167 137 51
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（３）耐震診断 

１）耐震診断の実施状況（問 32） 

耐震診断の実施状況について尋ねたところ、「実施したことがある」が 21.0％、「実施したことが

ない」が 48.7％となっている。 
竣工時期別にみても、竣工時期に関わらず「実施したことがない」が約半数を占めている。 
 

■耐震診断の実施状況 

※旧耐震基準マンション（昭和 56 年 6 月以前に建築確認を得て着工したマンション）の管理組合

のみ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実施したことがある

21.0%

実施したことがない

48.7%

不明

19.7%

不詳

10.5%

全体（n=238）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

実

施

し

た

こ

と

が

あ

る

実

施

し

た

こ

と

が

な

い

不

明

不

詳

全体 100.0 21.0 48.7 19.7 10.5

238 50 116 47 25

昭和52年～56年 100.0 22.5 48.6 21.0 8.0

138 31 67 29 11

昭和48年～51年 100.0 19.4 49.3 14.9 16.4

67 13 33 10 11

昭和47年以前 100.0 18.2 48.5 24.2 9.1

33 6 16 8 3

記入無し - - - - -

- - - - -

竣

工

時

期

別
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２）耐震診断を受けた後の対応（問 32-1）【問 32 で「1.実施したことがある」と回答】 

耐震診断を受けた後の対応について尋ねたところ、「耐震診断の結果、耐震性能があることを確認

した」が 54.0％、「耐震診断の結果、耐震性能が不足しており、耐震改修を実施した（または実施予

定）」が 24.0％となっている。 
一方で、「耐震診断の結果、耐震性能が不足していたが、耐震改修を実施する予定はない」も一定

数みられる。 
 

■耐震診断を受けた後の対応 

 
 

耐震診断の結果、

耐震性能がある

ことを確認した

54.0%耐震診断の結果、

耐震性能が不足

しており、

耐震改修を

実施した

（または実施予定）

24.0%

耐震診断の結果、

耐震性能が不足

していたが、

耐震改修を

実施する

予定はない

14.0%

わからない

4.0%

不詳

4.0%

全体（n=50）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

耐

震

診

断

の

結

果

、
耐

震

性

能

が

あ

る

こ

と

を

確

認

し

た

耐

震

診

断

の

結

果

、
耐

震

性

能

が

不

足

し

て

お

り

、

耐

震

改

修

を

実

施

し

た

（
ま

た

は

実

施

予

定

）

耐

震

診

断

の

結

果

、
耐

震

性

能

が

不

足

し

て

い

た

が

、
耐

震

改

修

を

実

施

す

る

予

定

は

な

い

わ

か

ら

な

い

不

詳

全体 100.0 54.0 24.0 14.0 4.0 4.0

50 27 12 7 2 2

昭和52年～56年 100.0 58.1 22.6 12.9 3.2 3.2

31 18 7 4 1 1

昭和48年～51年 100.0 61.5 15.4 23.1 - -

13 8 2 3 - -

昭和47年以前 100.0 16.7 50.0 - 16.7 16.7

6 1 3 - 1 1

0％ - - - - - -

- - - - - -

１～10％未満 100.0 64.7 17.6 11.8 5.9 -

17 11 3 2 1 -

10～20％未満 100.0 58.3 16.7 8.3 8.3 8.3

12 7 2 1 1 1

20～30％未満 100.0 40.0 40.0 20.0 - -

5 2 2 1 - -

30～40％未満 100.0 20.0 60.0 20.0 - -

5 1 3 1 - -

40～50％未満 100.0 66.7 33.3 - - -

3 2 1 - - -

50％以上 100.0 50.0 12.5 25.0 - 12.5

8 4 1 2 - 1

記入無し - - - - - -

- - - - - -

竣

工

時

期

別

賃

貸

比

率

（
所

有

者

の

居

住

状

況

）
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（４）建替え 

１）建替えに対する意向（問 33） 

建替えに対する意向について尋ねたところ、「建替えについてまったく検討していない（まだ必要

がない）」が 61.5％で最も多く、次いで「当面は改修工事で対応するつもりである」が 18.4％となっ

ている。 
平成 28 年調査と比べ、「建替えについてまったく検討していない（まだ必要がない）」は 8.0 ポイ

ント減少している。 
 

■建替えに対する意向 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

建替えについて

具体的に検討を

進めている

状況である

0.4 

0.3 

0.6 

検討しているが、

問題が多く

全然進まない

状況である

1.1 

1.4 

0.8 

当面は改修

工事で対応する

つもりである

18.4 

16.8 

13.5 

建替えについて

まったく検討

していない

（まだ必要がない）

61.5 

69.5 

78.2 

その他

1.4 

0.9 

0.2 

不詳

17.2 

11.1 

6.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R3調査

(n=1,426）

Ｈ28調査

(n=1,039）

Ｈ23調査

(n=1,415）
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上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

建

替

え

に

つ

い

て

具

体

的

に

検

討

を

進

め

て

い

る

状

況

で

あ

る

検

討

し

て

い

る

が

、

問

題

が

多

く

全

然

進

ま

な

い

状

況

で

あ

る

当

面

は

改

修

工

事

で

対

応

す

る

つ

も

り

で

あ

る

建

替

え

に

つ

い

て

ま

っ

た

く

検

討

し

て

い

な

い

（
ま

だ

必

要

が

な

い

）

そ

の

他

不

詳

全体 100.0 0.4 1.1 18.4 61.5 1.4 17.2

1,426 6 15 263 877 20 245

平成25年以降 100.0 - - 3.6 73.6 - 22.7

110 - - 4 81 - 25

平成20年～24年 100.0 - - 5.5 75.8 - 18.7

91 - - 5 69 - 17

平成15年～19年 100.0 0.5 - 5.4 77.3 - 16.8

185 1 - 10 143 - 31

平成10年～14年 100.0 - - 10.3 69.7 1.1 18.9

175 - - 18 122 2 33

平成５年～９年 100.0 0.5 0.5 12.5 67.9 1.1 17.4

184 1 1 23 125 2 32

平成元年～４年 100.0 0.7 - 16.4 63.7 - 19.2

146 1 - 24 93 - 28

昭和60年～64年 100.0 - 0.7 21.4 59.3 1.4 17.1

140 - 1 30 83 2 24

昭和57年～59年 100.0 - 1.2 30.2 45.3 4.7 18.6

86 - 1 26 39 4 16

昭和52年～56年 100.0 0.7 5.8 48.6 36.2 2.2 6.5

138 1 8 67 50 3 9

昭和48年～51年 100.0 3.0 3.0 44.8 34.3 6.0 9.0

67 2 2 30 23 4 6

昭和47年以前 100.0 - 6.1 42.4 36.4 6.1 9.1

33 - 2 14 12 2 3

記入無し 100.0 - - 16.9 52.1 1.4 29.6

71 - - 12 37 1 21

0％ 100.0 - - 13.7 67.5 0.9 17.9

117 - - 16 79 1 21

１～10％未満 100.0 0.4 1.0 15.5 63.3 0.4 19.3

477 2 5 74 302 2 92

10～20％未満 100.0 0.7 0.7 18.3 64.9 1.8 13.6

279 2 2 51 181 5 38

20～30％未満 100.0 - 2.1 22.1 53.1 2.8 20.0

145 - 3 32 77 4 29

30～40％未満 100.0 - 2.7 28.8 53.4 1.4 13.7

73 - 2 21 39 1 10

40～50％未満 100.0 1.9 3.7 38.9 37.0 3.7 14.8

54 1 2 21 20 2 8

50％以上 100.0 0.6 0.6 18.6 67.1 1.8 11.4

167 1 1 31 112 3 19

不明 100.0 - - 12.5 60.0 2.5 25.0

80 - - 10 48 2 20

記入無し 100.0 - - 20.6 55.9 - 23.5

34 - - 7 19 - 8

高齢層（60歳以上） 100.0 0.7 3.3 30.2 48.8 3.1 13.9

424 3 14 128 207 13 59

中年層（40歳以上～ 100.0 0.4 0.1 14.9 65.1 0.8 18.6

60歳未満） 783 3 1 117 510 6 146

若年層（40歳未満） 100.0 - - 7.0 76.7 - 16.3

43 - - 3 33 - 7

不明 100.0 - - 7.7 76.2 0.7 15.4

143 - - 11 109 1 22

記入無し 100.0 - - 12.1 54.5 - 33.3

33 - - 4 18 - 11

竣

工

時

期

別

賃

貸

比

率

（
所

有

者

の

居

住

状

況

）

最

も

多

い

年

齢

層
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２）建替えに当たっての問題点（複数回答）（問 33-1） 

【問 33 で「1.2.3.」のいずれかと回答】 

建替えに当たっての問題点について尋ねたところ、「高齢者が多く建替えに消極的」が 41.9％で最

も多く、次いで「区分所有者の合意が得られない」が 33.1％、「資金の負担が困難な居住者が多い」

が 32.4％となっている。 
賃貸比率別にみると、賃貸比率 30％以上の建物では「賃貸化の進行により検討が進まない」の割

合が一定数みられる。 
空室比率別にみると、空室比率が約 1～2 割になると「区分所有者の合意が得られない」の割合が

やや高くなっている。 
最も多い年齢層別にみると、高齢層は中年層に比べて「高齢者が多く建替えに消極的」、「資金の負

担が困難な居住者が多い」「区分所有者が必要性を理解していない」の割合が高くなっている。 
 

■建替えに当たっての問題点 
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（％） R3調査(n=284） H28調査(n=193）
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上段：構成比％

下段：件数
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区

分
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有
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必
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性

を
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賃
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化

の

進

行

に

よ

り

検

討
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進
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居

室

の

狭

小

化

な

ど

住

環

境

の

変

化

へ

の

不

安

そ

の

他

特

に

問

題

点

は

な

い

記

入

無

し

全体 100.0 33.1 16.2 41.9 32.4 18.0 6.7 7.4 6.7 18.3 12.0 5.3 1.8 5.6 9.2 13.0

284 94 46 119 92 51 19 21 19 52 34 15 5 16 26 37

0％ 100.0 43.8 12.5 37.5 18.8 25.0 - 12.5 6.3 31.3 18.8 6.3 6.3 - 12.5 6.3

16 7 2 6 3 4 - 2 1 5 3 1 1 - 2 1

１～10％未満 100.0 28.4 11.1 38.3 28.4 18.5 3.7 7.4 6.2 16.0 12.3 - 1.2 7.4 11.1 17.3

81 23 9 31 23 15 3 6 5 13 10 - 1 6 9 14

10～20％未満 100.0 32.7 7.3 47.3 36.4 21.8 1.8 7.3 1.8 23.6 12.7 1.8 1.8 5.5 7.3 14.5

55 18 4 26 20 12 1 4 1 13 7 1 1 3 4 8

20～30％未満 100.0 37.1 17.1 51.4 45.7 25.7 14.3 8.6 11.4 14.3 8.6 - - 2.9 2.9 11.4

35 13 6 18 16 9 5 3 4 5 3 - - 1 1 4

30～40％未満 100.0 52.2 47.8 52.2 39.1 21.7 4.3 4.3 8.7 21.7 17.4 17.4 8.7 8.7 4.3 -

23 12 11 12 9 5 1 1 2 5 4 4 2 2 1 -

40～50％未満 100.0 25.0 33.3 41.7 25.0 8.3 12.5 4.2 12.5 12.5 12.5 12.5 - 8.3 4.2 12.5

24 6 8 10 6 2 3 1 3 3 3 3 - 2 1 3

50％以上 100.0 27.3 12.1 27.3 27.3 6.1 12.1 9.1 3.0 9.1 6.1 18.2 - 6.1 15.2 15.2

33 9 4 9 9 2 4 3 1 3 2 6 - 2 5 5

不明 100.0 40.0 10.0 60.0 40.0 10.0 10.0 10.0 20.0 40.0 10.0 - - - 10.0 10.0

10 4 1 6 4 1 1 1 2 4 1 - - - 1 1

記入無し 100.0 28.6 14.3 14.3 28.6 14.3 14.3 - - 14.3 14.3 - - - 28.6 14.3

7 2 1 1 2 1 1 - - 1 1 - - - 2 1

0％ 100.0 30.5 16.4 40.6 30.5 20.3 5.5 8.6 3.9 15.6 11.7 3.9 1.6 4.7 12.5 10.9

128 39 21 52 39 26 7 11 5 20 15 5 2 6 16 14

１～10％未満 100.0 38.5 16.4 45.9 34.4 18.9 4.9 5.7 9.0 22.1 12.3 4.1 1.6 7.4 4.1 13.9

122 47 20 56 42 23 6 7 11 27 15 5 2 9 5 17

10～20％未満 100.0 35.0 20.0 40.0 30.0 5.0 25.0 10.0 10.0 25.0 20.0 20.0 5.0 5.0 10.0 5.0

20 7 4 8 6 1 5 2 2 5 4 4 1 1 2 1

20～30％未満 - - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - - -

30～40％未満 100.0 - - - 100.0 - - 100.0 - - - 100.0 - - - -

1 - - - 1 - - 1 - - - 1 - - - -

40～50％未満 - - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - - -

50％以上 100.0 - - - - - - - 100.0 - - - - - - -

1 - - - - - - - 1 - - - - - - -

不明 100.0 16.7 - - 16.7 16.7 - - - - - - - - 33.3 50.0

6 1 - - 1 1 - - - - - - - - 2 3

記入無し 100.0 - 16.7 50.0 50.0 - 16.7 - - - - - - - 16.7 33.3

6 - 1 3 3 - 1 - - - - - - - 1 2

高齢層（60歳以上） 100.0 35.2 19.3 54.5 37.9 17.2 7.6 5.5 8.3 20.7 17.9 4.8 1.4 4.8 3.4 9.7

145 51 28 79 55 25 11 8 12 30 26 7 2 7 5 14

中年層（40歳以上～ 100.0 32.2 14.0 31.4 26.4 20.7 5.8 7.4 5.8 17.4 6.6 5.0 2.5 5.8 14.9 14.9

60歳未満） 121 39 17 38 32 25 7 9 7 21 8 6 3 7 18 18

若年層（40歳未満） 100.0 - - - 33.3 33.3 33.3 66.7 - - - - - - 33.3 -

3 - - - 1 1 1 2 - - - - - - 1 -

不明 100.0 27.3 9.1 9.1 27.3 - - 18.2 - 9.1 - 18.2 - 18.2 9.1 27.3

11 3 1 1 3 - - 2 - 1 - 2 - 2 1 3

記入無し 100.0 25.0 - 25.0 25.0 - - - - - - - - - 25.0 50.0

4 1 - 1 1 - - - - - - - - - 1 2

賃

貸

比

率

（
所

有

者

の

居

住

状

況

）

空

室

比

率

最

も

多

い

年

齢
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９．維持管理関係について 

（１）災害時等の対策（複数回答）（問 34） 

災害時等の対策について尋ねたところ、「特に防災対策・準備はしていない」が 34.6％で最も高く、

次いで「緊急通報システム設置」が 23.1％、「避難場所、避難経路、連絡体制を掲示」が 22.4％とな

っている。 
戸数別にみると、戸数が少ないほど「特に防災対策・準備はしていない」の割合が高くなる傾向に

ある。 
単身高齢者居住比率「50％以上」で「緊急通報システム設置」が 13.5％と最も低いほか、「特に防

災対策・準備はしていない」が 45.9％と高くなっている。 
 

■災害時等の対策 
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特

に

防

災

対

策

・

準

備

は

し

て

い

な

い

記

入

無

し

全体 100.0 22.4 23.1 15.6 15.6 4.7 16.8 3.4 34.6 7.4

1,426 319 330 223 222 67 240 49 493 106

19戸以下 100.0 16.0 17.9 6.7 7.1 1.9 16.0 3.0 47.4 6.3

268 43 48 18 19 5 43 8 127 17

20～39戸 100.0 18.2 25.1 13.0 13.0 3.2 14.6 3.6 36.3 8.8

501 91 126 65 65 16 73 18 182 44

40～59戸 100.0 23.2 24.0 13.1 15.0 5.2 17.2 4.1 31.8 7.1

267 62 64 35 40 14 46 11 85 19

60～99戸 100.0 28.9 25.1 21.8 24.2 4.7 18.0 2.4 29.9 6.2

211 61 53 46 51 10 38 5 63 13

100戸以上 100.0 36.7 23.1 37.4 27.2 15.0 25.2 4.8 18.4 2.7

147 54 34 55 40 22 37 7 27 4

記入無し 100.0 25.0 15.6 12.5 21.9 - 9.4 - 28.1 28.1

32 8 5 4 7 - 3 - 9 9

0％ 100.0 23.3 31.3 10.0 15.3 2.0 23.3 1.3 32.0 7.3

150 35 47 15 23 3 35 2 48 11

１～10％未満 100.0 24.6 24.4 18.2 18.2 5.2 18.8 3.5 30.9 6.3

479 118 117 87 87 25 90 17 148 30

10～20％未満 100.0 25.8 16.7 16.3 17.2 4.3 14.2 3.9 32.6 6.0

233 60 39 38 40 10 33 9 76 14

20～30％未満 100.0 19.6 19.6 22.8 17.4 7.6 20.7 6.5 38.0 4.3

92 18 18 21 16 7 19 6 35 4

30～40％未満 100.0 23.3 16.7 23.3 20.0 3.3 13.3 3.3 30.0 10.0

30 7 5 7 6 1 4 1 9 3

40～50％未満 100.0 13.6 13.6 27.3 9.1 - 18.2 4.5 50.0 4.5

22 3 3 6 2 - 4 1 11 1

50％以上 100.0 24.3 13.5 16.2 13.5 2.7 8.1 2.7 45.9 5.4

37 9 5 6 5 1 3 1 17 2

不明 100.0 18.0 26.1 11.0 11.0 5.2 13.9 2.9 40.0 8.7

345 62 90 38 38 18 48 10 138 30

記入無し 100.0 18.4 15.8 13.2 13.2 5.3 10.5 5.3 28.9 28.9

38 7 6 5 5 2 4 2 11 11
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（２）マンション共用部分の保険 

１）マンション総合保険または火災保険等の共用部分の保険加入の有無（問 35） 

マンション総合保険または火災保険等の共用部分の保険について尋ねたところ、「している」が

91.9％で、「していない」が 1.5％となっている。 
 

■マンション総合保険または火災保険等の共用部分の保険加入の有無 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２）共用部分の地震保険加入の有無（問 35-1）【問 35 で「1.している」と回答】 

共用部分の地震保険について尋ねたところ、「している」が 87.3％で、「していない」が 5.9％とな

っている。 
 

■共用部分の地震保険加入の有無 
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詳

全体 100.0 91.9 1.5 6.5

1,426 1,311 22 93

低層階（５階以下） 100.0 90.1 4.1 5.7

314 283 13 18

中層階（６～10階） 100.0 92.0 1.0 7.1

735 676 7 52

高層階（11～19階） 100.0 93.6 0.6 5.8

346 324 2 20

高層階（20階以上） 100.0 100.0 - -

18 18 - -

記入無し 100.0 76.9 - 23.1

13 10 - 3

階

数

別

している

87.3%

していない

5.9%

不詳
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下段：件数

サ

ン

プ

ル

数
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い
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し

て

い

な

い

不

詳

全体 100.0 87.3 5.9 6.8

1,311 1,145 77 89

低層階（５階以下） 100.0 86.6 8.5 4.9

283 245 24 14

中層階（６～10階） 100.0 87.4 4.7 7.8

676 591 32 53

高層階（11～19階） 100.0 88.3 5.9 5.9

324 286 19 19

高層階（20階以上） 100.0 77.8 11.1 11.1

18 14 2 2

記入無し 100.0 90.0 - 10.0

10 9 - 1

階

数

別
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（３）マンション内でのトラブル（複数回答）（問 36） 

マンション内でのトラブルについて尋ねたところ、「生活音」が 43.1％で最も高く、次いで「特に

トラブルは発生していない」が 20.1％、「水漏れ」が 18.5％となっている。 
賃貸比率別にみると、賃貸比率が高くなるほど「特にトラブルはない」の割合が低くなる傾向（ト

ラブルが生じている）にある。また、賃貸比率が 50％以上の建物では「違法駐輪」「生活音」などの

トラブルの割合が高くなっている。 
空室比率別にみると、空室比率が高くなるほど「特にトラブルはない」の割合が低くなる傾向（ト

ラブルが生じている）にある。 
最も多い年齢層別にみると、若年層（40 歳未満）では「生活音」「騒音・異臭」のトラブルの割合

が高くなっている。 
 

■マンション内でのトラブル（上位 10 項目） 
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ル

専

有

部

分

の

修

繕

等

全体 100.0 10.7 10.0 13.0 43.1 9.7 10.9 1.1 0.6 6.4

1,426 152 142 186 615 138 156 16 8 91

0％ 100.0 9.4 4.3 6.0 36.8 3.4 8.5 0.9 - 2.6

117 11 5 7 43 4 10 1 - 3

１～10％未満 100.0 10.7 7.8 15.3 44.4 11.1 10.1 1.7 0.4 3.4

477 51 37 73 212 53 48 8 2 16

10～20％未満 100.0 12.2 9.3 13.3 39.8 9.3 12.5 1.4 - 8.6

279 34 26 37 111 26 35 4 - 24

20～30％未満 100.0 9.7 6.2 17.9 40.7 6.2 10.3 0.7 - 10.3

145 14 9 26 59 9 15 1 - 15

30～40％未満 100.0 11.0 9.6 23.3 45.2 8.2 17.8 1.4 1.4 15.1

73 8 7 17 33 6 13 1 1 11

40～50％未満 100.0 7.4 14.8 3.7 37.0 7.4 11.1 - - 7.4

54 4 8 2 20 4 6 - - 4

50％以上 100.0 9.6 25.7 7.2 52.7 15.6 15.6 - 3.0 6.6

167 16 43 12 88 26 26 - 5 11

不明 100.0 13.8 7.5 8.8 46.3 8.8 1.3 - - 6.3

80 11 6 7 37 7 1 - - 5

記入無し 100.0 8.8 2.9 14.7 35.3 8.8 5.9 2.9 - 5.9

34 3 1 5 12 3 2 1 - 2

0％ 100.0 9.5 7.8 12.1 39.6 8.8 10.0 1.2 0.3 5.0

761 72 59 92 301 67 76 9 2 38

１～10％未満 100.0 12.3 11.9 16.0 47.1 8.9 13.5 1.2 0.8 8.3

505 62 60 81 238 45 68 6 4 42

10～20％未満 100.0 10.9 17.4 2.2 50.0 2.2 10.9 - 2.2 10.9

46 5 8 1 23 1 5 - 1 5

20～30％未満 100.0 - - 20.0 40.0 - 20.0 - - -

5 - - 1 2 - 1 - - -

30～40％未満 100.0 50.0 - - - 50.0 - - - -

2 1 - - - 1 - - - -

40～50％未満 100.0 - - 50.0 50.0 - 50.0 - - -

2 - - 1 1 - 1 - - -

50％以上 100.0 - - 33.3 33.3 - - - - -

3 - - 1 1 - - - - -

不明 100.0 12.7 16.5 8.9 53.2 27.8 6.3 1.3 1.3 6.3

79 10 13 7 42 22 5 1 1 5

記入無し 100.0 8.7 8.7 8.7 30.4 8.7 - - - 4.3

23 2 2 2 7 2 - - - 1

高齢層（60歳以上） 100.0 8.5 10.6 15.6 40.1 7.3 8.7 0.9 0.7 9.2

424 36 45 66 170 31 37 4 3 39

中年層（40歳以上～ 100.0 11.9 8.3 12.3 43.3 10.1 11.6 1.1 0.4 5.4

60歳未満） 783 93 65 96 339 79 91 9 3 42

若年層（40歳未満） 100.0 9.3 11.6 7.0 51.2 7.0 16.3 2.3 - -

43 4 5 3 22 3 7 1 - -

不明 100.0 9.8 16.1 10.5 46.2 16.1 12.6 1.4 0.7 6.3

143 14 23 15 66 23 18 2 1 9

記入無し 100.0 15.2 12.1 18.2 54.5 6.1 9.1 - 3.0 3.0

33 5 4 6 18 2 3 - 1 1

賃

貸

比

率

（
所

有

者

の

居

住

状

況

）

空

室

比

率

最

も

多

い

年

齢

層

雨

漏

り

水

漏

れ

外

壁

落

下

そ

の

他

施

工

不

良

ア

フ

タ
ー

サ
ー

ビ

ス

関

係

契

約

不

適

合

責

任

に

関

す

る

も

の

委

託

管

理

業

務

の

不

十

分

な

実

施

8.9 18.5 2.9 4.8 2.9 0.9 4.3

127 264 42 69 41 13 61

8.5 11.1 2.6 4.3 5.1 - 3.4

10 13 3 5 6 - 4

8.4 14.9 2.9 5.5 3.8 1.3 4.2

40 71 14 26 18 6 20

7.2 19.0 4.3 6.1 1.4 - 4.7

20 53 12 17 4 - 13

10.3 22.8 0.7 3.4 2.8 - 6.2

15 33 1 5 4 - 9

11.0 28.8 4.1 5.5 4.1 1.4 4.1

8 21 3 4 3 1 3

11.1 33.3 7.4 1.9 - - -

6 18 4 1 - - -

10.2 21.6 1.2 4.2 1.8 2.4 4.8

17 36 2 7 3 4 8

8.8 13.8 1.3 1.3 2.5 - 5.0

7 11 1 1 2 - 4

11.8 23.5 5.9 8.8 2.9 5.9 -

4 8 2 3 1 2 -

9.3 16.8 2.2 5.9 3.0 0.8 4.7

71 128 17 45 23 6 36

8.5 20.8 4.6 3.8 3.0 1.0 4.2

43 105 23 19 15 5 21

17.4 28.3 4.3 6.5 6.5 2.2 4.3

8 13 2 3 3 1 2

- - - - - - -

- - - - - - -

50.0 - - - - - -

1 - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

3.8 15.2 - - - 1.3 2.5

3 12 - - - 1 2

4.3 26.1 - 8.7 - - -

1 6 - 2 - - -

10.8 23.8 3.8 5.4 2.1 1.2 4.7

46 101 16 23 9 5 20

8.2 16.6 2.6 5.1 3.6 1.0 3.8

64 130 20 40 28 8 30

4.7 4.7 2.3 2.3 7.0 - 7.0

2 2 1 1 3 - 3

8.4 18.2 2.8 2.8 0.7 - 4.9

12 26 4 4 1 - 7

9.1 15.2 3.0 3.0 - - 3.0

3 5 1 1 - - 1
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上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

日

照

権

電

波

障

害

騒

音

・

異

臭

自

治

会

役

員

の

不

当

行

為

管

理

組

合

内

で

の

深

刻

な

意

見

対

立

役

員

又

は

専

門

委

員

会

の

人

材

不

足

管

理

費

等

の

滞

納

管

理

費

等

の

不

足

全体 100.0 1.1 0.7 6.2 1.0 0.2 2.0 12.3 9.0 4.1

1,426 15 10 88 14 3 28 175 128 58

0％ 100.0 - - 3.4 1.7 - - 3.4 4.3 3.4

117 - - 4 2 - - 4 5 4

１～10％未満 100.0 1.0 0.6 5.5 0.6 - 1.7 8.4 6.9 4.0

477 5 3 26 3 - 8 40 33 19

10～20％未満 100.0 1.1 0.4 5.7 1.1 - 2.2 12.9 7.9 4.3

279 3 1 16 3 - 6 36 22 12

20～30％未満 100.0 1.4 2.1 6.2 0.7 0.7 4.1 18.6 11.0 2.8

145 2 3 9 1 1 6 27 16 4

30～40％未満 100.0 1.4 - 5.5 2.7 - 4.1 24.7 24.7 6.8

73 1 - 4 2 - 3 18 18 5

40～50％未満 100.0 3.7 - 9.3 - - - 14.8 7.4 1.9

54 2 - 5 - - - 8 4 1

50％以上 100.0 0.6 1.8 10.2 0.6 1.2 1.8 20.4 15.0 4.8

167 1 3 17 1 2 3 34 25 8

不明 100.0 1.3 - 5.0 1.3 - 2.5 3.8 3.8 5.0

80 1 - 4 1 - 2 3 3 4

記入無し 100.0 - - 8.8 2.9 - - 14.7 5.9 2.9

34 - - 3 1 - - 5 2 1

0％ 100.0 1.2 0.8 5.3 1.2 - 0.9 9.9 6.3 3.3

761 9 6 40 9 - 7 75 48 25

１～10％未満 100.0 1.0 0.6 7.3 1.0 0.4 3.6 14.9 12.5 5.0

505 5 3 37 5 2 18 75 63 25

10～20％未満 100.0 - 2.2 8.7 - 2.2 2.2 30.4 21.7 8.7

46 - 1 4 - 1 1 14 10 4

20～30％未満 100.0 - - - - - - - 40.0 -

5 - - - - - - - 2 -

30～40％未満 100.0 50.0 - - - - - - - -

2 1 - - - - - - - -

40～50％未満 100.0 - - - - - - 50.0 - -

2 - - - - - - 1 - -

50％以上 100.0 - - - - - - - - -

3 - - - - - - - - -

不明 100.0 - - 8.9 - - 2.5 7.6 6.3 5.1

79 - - 7 - - 2 6 5 4

記入無し 100.0 - - - - - - 17.4 - -

23 - - - - - - 4 - -

高齢層（60歳以上） 100.0 1.9 0.9 6.6 1.7 - 2.6 20.5 11.3 5.7

424 8 4 28 7 - 11 87 48 24

中年層（40歳以上～ 100.0 0.8 0.8 5.6 0.8 0.1 1.8 7.3 7.8 3.6

60歳未満） 783 6 6 44 6 1 14 57 61 28

若年層（40歳未満） 100.0 2.3 - 11.6 2.3 2.3 2.3 4.7 7.0 4.7

43 1 - 5 1 1 1 2 3 2

不明 100.0 - - 5.6 - - 0.7 16.8 9.1 2.8

143 - - 8 - - 1 24 13 4

記入無し 100.0 - - 9.1 - 3.0 3.0 15.2 9.1 -

33 - - 3 - 1 1 5 3 -

賃

貸

比

率

（
所

有

者

の

居

住

状

況

）

空

室

比

率

最

も

多

い

年

齢

層

議

決

権

の

設

定

方

法

駐

車

場

の

使

用

方

法

専

有

部

分

の

他

の

用

途

へ

の

転

用

防

災

対

策

防

犯

対

策

プ

ラ

イ

バ

シ
ー

個

人

情

報

保

護

法

高

齢

者

・

認

知

症

の

方

へ

の

対

応

そ

れ

以

外

特

に

ト

ラ

ブ

ル

は

発

生

し

て

い

な

い

記

入

無

し

0.3 3.6 0.5 2.9 2.9 1.1 0.9 6.7 4.1 20.1 4.7

4 51 7 41 41 16 13 95 59 287 67

- 5.1 - 1.7 1.7 1.7 0.9 2.6 4.3 29.9 3.4

- 6 - 2 2 2 1 3 5 35 4

- 2.7 0.4 2.3 2.3 0.8 0.6 5.0 4.0 21.2 3.6

- 13 2 11 11 4 3 24 19 101 17

0.4 3.6 - 3.6 3.6 1.1 1.4 7.2 4.3 22.2 5.7

1 10 - 10 10 3 4 20 12 62 16

0.7 8.3 - 4.1 4.1 2.8 2.1 13.1 2.1 17.2 7.6

1 12 - 6 6 4 3 19 3 25 11

1.4 2.7 1.4 2.7 2.7 1.4 - 13.7 6.8 16.4 2.7

1 2 1 2 2 1 - 10 5 12 2

- 1.9 - 9.3 9.3 - - 11.1 5.6 11.1 5.6

- 1 - 5 5 - - 6 3 6 3

0.6 3.0 1.2 2.4 2.4 0.6 1.2 5.4 1.8 11.4 3.6

1 5 2 4 4 1 2 9 3 19 6

- 1.3 1.3 1.3 1.3 - - 2.5 6.3 28.8 3.8

- 1 1 1 1 - - 2 5 23 3

- 2.9 2.9 - - 2.9 - 5.9 11.8 11.8 14.7

- 1 1 - - 1 - 2 4 4 5

0.5 4.1 0.5 2.4 2.4 1.3 0.7 4.7 4.3 23.4 5.3

4 31 4 18 18 10 5 36 33 178 40

- 3.4 0.4 3.8 3.8 1.0 1.2 9.5 4.6 16.4 3.4

- 17 2 19 19 5 6 48 23 83 17

- 4.3 - 6.5 6.5 2.2 4.3 21.7 2.2 8.7 4.3

- 2 - 3 3 1 2 10 1 4 2

- - - - - - - - - 20.0 -

- - - - - - - - - 1 -

- - - - - - - - - 50.0 -

- - - - - - - - - 1 -

- - - - - - - - - 50.0 -

- - - - - - - - - 1 -

- - - - - - - - - 33.3 -

- - - - - - - - - 1 -

- 1.3 1.3 1.3 1.3 - - 1.3 1.3 19.0 3.8

- 1 1 1 1 - - 1 1 15 3

- - - - - - - - 4.3 13.0 21.7

- - - - - - - - 1 3 5

0.2 4.5 0.7 5.0 5.0 1.4 0.9 14.2 3.3 16.7 4.0

1 19 3 21 21 6 4 60 14 71 17

0.3 3.3 0.3 2.2 2.2 1.0 0.8 3.8 4.2 22.5 4.3

2 26 2 17 17 8 6 30 33 176 34

- 4.7 - 2.3 2.3 - 2.3 - 4.7 16.3 2.3

- 2 - 1 1 - 1 - 2 7 1

0.7 2.1 1.4 1.4 1.4 1.4 - 2.1 5.6 21.0 7.0

1 3 2 2 2 2 - 3 8 30 10

- 3.0 - - - - 6.1 6.1 6.1 9.1 15.2

- 1 - - - - 2 2 2 3 5
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（４）トラブル解決のために理事会等がとった方法（複数回答）（問 37） 

トラブル解決のために理事会等がとった方法について尋ねたところ、「管理業者に相談した」が

59.4％で最も高く、次いで「当事者同士、または理事会等で協議した」が 28.8％となっている。 
 

■トラブル解決のために理事会等がとった方法 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

59.4

28.8

11.6
6.9 6.7 3.6 2.4 2.1 0.6

16.3

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

管
理
会
社
に
相
談
し
た

当
事
者
同
士
、
ま
た
は
理
事
会

等
で
協
議
し
た

管
理
規
約
に
基
づ
く
理
事
長
の

勧
告
・指
示
等
を
行
っ
た

マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
士
・弁
護
士
・

建
築
士
等
の
専
門
家

に
相
談
し
た

マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
関
係
団
体
に
相

談
し
た

公
的
機
関
（県
や
市
の
相
談
窓

口
な
ど
）に
相
談
し
た

訴
訟
を
提
起
し
た

そ
の
他

民
事
調
停
を
利
用
し
た

特
に
ト
ラ
ブ
ル
は
な
い

（％）

全体（N=1,426）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

管

理

会

社

に

相

談

し

た

マ

ン

シ

ョ
ン

管

理

関

係

団

体

に

相

談

し

た

公

的

機

関

（
県

や

市

の

相

談

窓

口

な

ど

）
に

相

談

し

た

マ

ン

シ

ョ
ン

管

理

士

・

弁

護

士

・

建

築

士

等

の

専

門

家

に

相

談

し

た

当

事

者

同

士

、
ま

た

は

理

事

会

等

で

協

議

し

た

管

理

規

約

に

基

づ

く

理

事

長

の

勧

告

・

指

示

等

を

行

っ
た

民

事

調

停

を

利

用

し

た

訴

訟

を

提

起

し

た

そ

の

他

特

に

ト

ラ

ブ

ル

は

な

い

記

入

無

し

全体 100.0 59.4 6.7 3.6 6.9 28.8 11.6 0.6 2.4 2.1 16.3 10.1

1,426 847 95 52 99 411 165 9 34 30 233 144

ある 100.0 59.6 6.6 3.7 7.0 29.0 11.8 0.6 2.4 2.0 16.3 9.9

1,400 835 93 52 98 406 165 9 34 28 228 138

ない 100.0 25.0 - - - 25.0 - - - 12.5 37.5 25.0

8 2 - - - 2 - - - 1 3 2

記入無し 100.0 55.6 11.1 - 5.6 16.7 - - - 5.6 11.1 22.2

18 10 2 - 1 3 - - - 1 2 4

管

理

規

約

の

有

無
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（５）管理組合運営上の将来不安なこと（複数回答）（問 38） 

管理組合運営上の将来不安なことについて尋ねたところ、「区分所有者の高齢化」が 58.6％で最も

高く、次いで「建物の老朽化による適切な維持修繕とその費用の運用」が 43.2％、「役員のなり手不

足」が 29.7％となっている。 
平成 28 年調査と比べ、「地震等災害による建物の損傷、安全性」、「賃貸住宅の増加」の割合は約 5

ポイント以上減少している。一方で、「修繕積立金の運用」、「建物の老朽化による適切な維持修繕と

その費用の運用」は約 4 ポイント増加している。 
賃貸比率別にみると、賃貸比率が高くなるほど「管理組合活動に無関心な所有者の増加」、「役員の

なり手不足」の割合が高くなる傾向にある。 
 

■管理組合運営上の将来不安なこと 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

58.6

12.6

4.4
1.5

6.1

16.9

43.2

25.7

3.8
10.6 12.1

1.0

29.7

1.7

9.1 7.6

57.2

19.4

6.5 5.2
9.9 12.8

39.5

24.1

2.8

19.1

12.5

0.8

31.1

1.6

9.5 10.7

53.1 

16.0 

*
2.7 

15.4 

31.2 

*

27.0 

*

17.9 16.8 

1.2 

27.1 

2.4 
7.6 7.6 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

区
分
所
有
者
の
高
齢
化

賃
貸
住
宅
の
増
加

空
き
部
屋
の
増
加

居
住
目
的
外

利
用
住
戸
の
増
加

管
理
費
等
の
未
払
い
の
増
加

修
繕
積
立
金
の
運
用

建
物
の
老
朽
化
に
よ
る

適
切
な
維
持
修
繕
と

そ
の
費
用
の
運
用

管
理
組
合
活
動
に

無
関
心
な
所
有
者
の
増
加

権
利
・
利
権
を
主
張
す
る

所
有
者
の
増
加

地
震
等
災
害
に
よ
る
建
物
の
損
傷
、

安
全
性

居
住
ル
ー
ル
を
守
ら
な
い

居
住
者
の
増
加

マ
ン
シ
ョ
ン
内
の
犯
罪
の
増
加

役
員
の
な
り
手
不
足

そ
の
他

特
に
不
安
は
な
い

無
回
答

（％） R3調査(N=1,426） H28調査(N=1,039） H30国調査(N=1,688）
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上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

区

分

所

有

者

の

高

齢

化

賃

貸

住

宅

の

増

加

空

き

部

屋

の

増

加

居

住

目

的

外

利

用

住

戸

の

増

加

管

理

費

等

の

未

払

い

の

増

加

修

繕

積

立

金

の

運

用

建

物

の

老

朽

化

に

よ

る

適

切

な

維

持

修

繕

と

そ

の

費

用

の

運

用

管

理

組

合

活

動

に

無

関

心

な

所

有

者

の

増

加

利

権

を

主

張

す

る

所

有

者

の

増

加

地

震

等

災

害

に

よ

る

建

物

の

損

傷

、
安

全

性

居

住

ル
ー

ル

を

守

ら

な

い

居

住

者

の

増

加

マ

ン

シ

ョ
ン

内

の

犯

罪

の

増

加

役

員

の

な

り

手

不

足

そ

の

他

特

に

不

安

は

な

い

記

入

無

し

全体 100.0 58.6 12.6 4.4 1.5 6.1 16.9 43.2 25.7 3.8 10.6 12.1 1.0 29.7 1.7 9.1 7.6

1,426 835 179 63 22 87 241 616 366 54 151 173 14 423 24 130 108

平成25年以降 100.0 14.5 7.3 2.7 1.8 4.5 20.0 22.7 17.3 10.9 4.5 16.4 0.9 9.1 1.8 22.7 10.9

110 16 8 3 2 5 22 25 19 12 5 18 1 10 2 25 12

平成20年～24年 100.0 34.1 9.9 2.2 2.2 9.9 24.2 30.8 28.6 6.6 5.5 20.9 4.4 17.6 - 16.5 8.8

91 31 9 2 2 9 22 28 26 6 5 19 4 16 - 15 8

平成15年～19年 100.0 44.3 8.1 5.4 0.5 5.9 23.2 32.4 26.5 1.1 7.6 13.5 1.6 20.0 1.1 16.2 7.0

185 82 15 10 1 11 43 60 49 2 14 25 3 37 2 30 13

平成10年～14年 100.0 58.9 10.9 4.0 - 8.0 21.1 41.1 22.9 1.7 13.1 10.3 - 24.6 2.3 7.4 10.3

175 103 19 7 - 14 37 72 40 3 23 18 - 43 4 13 18

平成５年～９年 100.0 69.0 10.3 2.7 0.5 4.3 15.2 42.9 16.3 3.8 9.8 6.5 0.5 16.8 3.8 10.3 6.0

184 127 19 5 1 8 28 79 30 7 18 12 1 31 7 19 11

平成元年～４年 100.0 65.1 12.3 3.4 2.1 5.5 12.3 52.7 21.9 4.1 12.3 13.7 1.4 31.5 2.7 6.8 2.7

146 95 18 5 3 8 18 77 32 6 18 20 2 46 4 10 4

昭和60年～64年 100.0 78.6 16.4 2.1 0.7 5.7 17.9 42.1 35.7 2.1 10.0 12.1 0.7 37.1 0.7 1.4 7.1

140 110 23 3 1 8 25 59 50 3 14 17 1 52 1 2 10

昭和57年～59年 100.0 73.3 18.6 3.5 1.2 9.3 9.3 51.2 31.4 2.3 8.1 2.3 - 51.2 - 1.2 8.1

86 63 16 3 1 8 8 44 27 2 7 2 - 44 - 1 7

昭和52年～56年 100.0 73.2 17.4 5.8 2.9 4.3 13.0 63.8 27.5 3.6 16.7 6.5 0.7 46.4 0.7 5.1 5.8

138 101 24 8 4 6 18 88 38 5 23 9 1 64 1 7 8

昭和48年～51年 100.0 70.1 25.4 13.4 3.0 4.5 4.5 61.2 32.8 3.0 19.4 9.0 1.5 52.2 - 3.0 6.0

67 47 17 9 2 3 3 41 22 2 13 6 1 35 - 2 4

昭和47年以前 100.0 75.8 21.2 15.2 9.1 9.1 9.1 63.6 36.4 9.1 12.1 27.3 - 57.6 - 9.1 6.1

33 25 7 5 3 3 3 21 12 3 4 9 - 19 - 3 2

記入無し 100.0 49.3 5.6 4.2 2.8 5.6 19.7 31.0 29.6 4.2 9.9 25.4 - 36.6 4.2 4.2 15.5

71 35 4 3 2 4 14 22 21 3 7 18 - 26 3 3 11

0％ 100.0 47.0 1.7 2.6 0.9 1.7 12.8 38.5 18.8 5.1 7.7 12.0 - 19.7 - 13.7 10.3

117 55 2 3 1 2 15 45 22 6 9 14 - 23 - 16 12

１～10％未満 100.0 58.9 6.5 2.1 0.6 5.7 16.4 41.9 23.3 3.4 9.9 9.9 0.6 22.0 1.9 10.1 7.3

477 281 31 10 3 27 78 200 111 16 47 47 3 105 9 48 35

10～20％未満 100.0 67.7 14.7 3.9 0.7 4.3 15.8 45.9 26.2 5.0 11.5 10.4 0.4 30.1 2.2 9.3 8.2

279 189 41 11 2 12 44 128 73 14 32 29 1 84 6 26 23

20～30％未満 100.0 67.6 18.6 8.3 0.7 6.9 14.5 46.2 22.1 2.8 12.4 12.4 0.7 36.6 - 7.6 5.5

145 98 27 12 1 10 21 67 32 4 18 18 1 53 - 11 8

30～40％未満 100.0 80.8 37.0 8.2 5.5 5.5 17.8 56.2 37.0 1.4 15.1 15.1 2.7 47.9 - 2.7 1.4

73 59 27 6 4 4 13 41 27 1 11 11 2 35 - 2 1

40～50％未満 100.0 68.5 20.4 1.9 - 3.7 5.6 48.1 24.1 - 13.0 7.4 - 37.0 - 5.6 9.3

54 37 11 1 - 2 3 26 13 - 7 4 - 20 - 3 5

50％以上 100.0 38.9 17.4 9.6 3.6 16.2 26.9 37.1 38.9 4.8 9.0 20.4 3.0 50.3 3.0 5.4 7.2

167 65 29 16 6 27 45 62 65 8 15 34 5 84 5 9 12

不明 100.0 46.3 8.8 3.8 1.3 1.3 16.3 40.0 15.0 2.5 7.5 13.8 2.5 10.0 2.5 16.3 6.3

80 37 7 3 1 1 13 32 12 2 6 11 2 8 2 13 5

記入無し 100.0 41.2 11.8 2.9 11.8 5.9 26.5 44.1 32.4 8.8 17.6 14.7 - 32.4 5.9 5.9 20.6

34 14 4 1 4 2 9 15 11 3 6 5 - 11 2 2 7

竣

工

時

期

別

賃

貸

比

率

（
所

有

者

の

居

住

状

況

）
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（６）管理組合運営における維持・管理に必要なこと（複数回答）（問 39） 

管理組合運営における維持・管理に必要なことについて尋ねたところ、「区分所有者の「管理への

関心」」が 51.4％で最も高く、次いで「耐震診断・工事費等の行政からの「助成金」」が 24.1％、「円

滑な居住者間の「コミュニケーション」の形成」が 23.7％となっている。 
平成 28 年調査と比べ、「「修繕積立金制度」（マンションすまい・る債）等）の充実」は 5.7 ポイン

ト増加している。 
 

■管理組合運営における維持・管理に必要なこと 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

51.4

11.3
7.4

5.1

12.9

6.5

18.9
13.3
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13.6
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0.8
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区
分
所
有
者
の

「
管
理
へ
の
関
心
」

身
近
に
「
相
談
窓
口
」

が
あ
る
こ
と

わ
か
り
や
す
い

「
管
理
の
解
説
書
」

標
準
的
な
各
種

「
使
用
細
則
」

管
理
組
合
間
の

「
情
報
交
換
・
交
流
」

管
理
等
に
関
し
て
の

「
講
習
会
・
研
修
会
」

「
修
繕
資
金
積
立
金
制
度
」

（
「
マ
ン
シ
ョ
ン
す
ま
い
・
る

債
」
等
）
の
充
実

管
理
等
に
関
し
て
の

「
専
門
家
・
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
」

耐
震
診
断
・
工
事
費
等
の

行
政
か
ら
の
「
助
成
金
」

円
滑
な
居
住
者
間
の

「
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
」

の
形
成

そ
の
他

（％） R3調査(N=1,426） H28調査(N=1,039）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

区

分

所

有

者

の
「

管

理

へ

の

関

心

」

身

近

に
「

相

談

窓

口

」
が

あ

る

こ

と わ

か

り

や

す

い
「

管

理

の

解

説

書

」

標

準

的

な

各

種
「

使

用

細

則

」

管

理

組

合

間

の
「

情

報

交

換

・

交

流

」

管

理

等

に

関

し

て

の
「

講

習

会

・

研

修

会

」

「

修

繕

資

金

積

立

金

制

度

」

（
「

マ

ン

シ

ョ
ン

す

ま

い

・

る

債

」
等

）
の

充

実

管

理

等

に

関

し

て

の
「

専

門

家

・

ア

ド

バ

イ

ザ
ー

」

耐

震

診

断

・

工

事

費

等

の

行

政

か

ら

の
「

助

成

金

」

円

滑

な

居

住

者

間

の
「

コ

ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ

ョ
ン

」
の

形

成

そ

の

他

記

入

無

し

全体 100.0 51.4 11.3 7.4 5.1 12.9 6.5 18.9 13.3 24.1 23.7 2.2 18.0

1,426 733 161 106 73 184 92 269 189 344 338 31 256
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10．入居者のコミュニティ関係について 

（１）管理組合で実施している高齢者への支援・対応（複数回答）（問 40） 

管理組合で実施している高齢者への支援・対応について尋ねたところ、「特になし」が 62.1％で最

も高く、次いで「緊急時の避難等に支援が必要な方の名簿の作成」が 12.5％、「日常の見守り活動」

が 11.9％となっている。 
高齢者の居住状況別にみると、単身高齢者居住比率が 2 割を超えると「緊急時の避難等に支援が

必要な方の名簿の作成」、「日常の見守り活動」の割合が高くなる傾向にある。 
 

■管理組合で実施している高齢者への支援・対応 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

12.5 11.9 
6.3 

1.8 
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12.3 

0.0
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）

そ
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に
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し

記
入
無
し

全体（N=1,426）
（％）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

緊

急

時

の

避

難

等

に

支

援

が

必

要

な

方

の

名

簿

の

作

成

日

常

の

見

守

り

活

動 安

否

確

認

の

仕

組

み

の

整

備

（
緊

急

通

報

な

ど

）

そ

の

他

特

に

な

し

記

入

無

し

全体 100.0 12.5 11.9 6.3 1.8 62.1 12.3

1,426 178 169 90 26 885 176

0％ 100.0 5.3 6.7 2.0 0.7 75.3 10.0

150 8 10 3 1 113 15

１～10％未満 100.0 13.4 11.7 7.5 1.5 61.6 12.1

479 64 56 36 7 295 58

10～20％未満 100.0 18.5 21.0 6.0 5.2 48.1 10.3

233 43 49 14 12 112 24

20～30％未満 100.0 23.9 26.1 14.1 2.2 42.4 13.0

92 22 24 13 2 39 12

30～40％未満 100.0 13.3 26.7 13.3 3.3 43.3 16.7

30 4 8 4 1 13 5

40～50％未満 100.0 22.7 9.1 13.6 - 45.5 18.2

22 5 2 3 - 10 4

50％以上 100.0 13.5 13.5 2.7 2.7 59.5 10.8

37 5 5 1 1 22 4

不明 100.0 6.4 3.5 3.8 0.3 77.7 11.6

345 22 12 13 1 268 40

記入無し 100.0 13.2 7.9 7.9 2.6 34.2 36.8

38 5 3 3 1 13 14

単

身

高

齢

者

居

住

比

率

（
単

身

高

齢

者

の

居

住

状

況

）
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（２）自治会（町内会） 

１）マンション内の自治会（町内会）の有無（問 41） 

自治会（町内会）の有無について尋ねたところ、「マンション単独の自治会はないが、地域の自治

会に加入している」が 73.4％、「マンションで単独の自治会を構成している」が 11.8％となってお

り、合わせて約 85％を占めている。 
立地行政区別にみると、東区、西区は「マンションで単独の自治会を構成している」の割合が他区

より高くなっている。 
 

■自治会（町内会）の有無 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

マンションで単独の自治会

を構成している

11.8%

マンションで単独の自治会

はないが、地域の自治会に

加入している

73.4%

ない

6.8%

不明

3.6%

不詳

4.5%

全体（N=1,426）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

マ

ン

シ

ョ
ン

で

単

独

の

自

治

会

を

構

成

し

て

い

る

マ

ン

シ

ョ
ン

で

単

独

の

自

治

会

は

な

い

が

、
地

域

の

自

治

会

に

加

入

し

て

い

る

な

い

不

明

不

詳

全体 100.0 11.8 73.4 6.8 3.6 4.5

1,426 168 1,046 97 51 64

東区 100.0 25.5 57.5 9.8 2.0 5.2

153 39 88 15 3 8

博多区 100.0 12.4 67.1 7.6 6.5 6.5

170 21 114 13 11 11

中央区 100.0 7.6 73.7 8.8 5.4 4.5

445 34 328 39 24 20

南区 100.0 8.2 81.9 4.7 2.6 2.6

232 19 190 11 6 6

城南区 100.0 7.9 85.1 2.0 - 5.0

101 8 86 2 - 5

早良区 100.0 9.0 82.4 4.3 1.9 2.4

210 19 173 9 4 5

西区 100.0 25.0 56.7 6.7 2.9 8.7

104 26 59 7 3 9

記入無し 100.0 18.2 72.7 9.1 - -

11 2 8 1 - -

行

政

区

別
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２）1 ヶ月の自治会費（町内会費）（問 41-1）【問 41 で「1.2.」のいずれかと回答】 

1 ヶ月の自治会費について尋ねたところ、「300 円未満」が 36.6％で最も高く、次いで「400 円未

満」が 17.0％、「200 円未満」が 12.7％となっている。 
 

■1 ヶ月の自治会費 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

200円

未満

12.7 

7.3 

4.6 

200～

300円未満

36.6 

26.1 

23.6 

300～

400円未満

17.0 

35.6 

31.4 

400～

500円未満

11.0 

12.1 

9.5 

500円

以上

9.9 

18.8 

13.2 

金額

無回答

0.1 

0.1 

不明

8.5 

8.3 

不詳

4.4 

9.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R3調査

(n=1,214）

Ｈ28調査

(n=752）

Ｈ23調査

(n=1,197）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数

月

額

2

0

0

円

未

満

月

額

3

0

0

円

未

満

月

額

4

0

0

円

未

満

月

額

5

0

0

円

未

満

月

額

5

0

0

円

以

上

不

明

不

詳

全体 100.0 12.7 36.6 17.0 11.0 9.9 8.5 4.4

1,214 154 444 206 133 120 103 54

東区 100.0 8.7 13.4 15.0 14.2 37.8 5.5 5.5

127 11 17 19 18 48 7 7

博多区 100.0 8.1 24.4 21.5 19.3 11.1 10.4 5.2

135 11 33 29 26 15 14 7

中央区 100.0 22.4 43.6 12.2 5.5 3.9 8.8 3.6

362 81 158 44 20 14 32 13

南区 100.0 5.3 40.7 24.4 9.6 5.3 8.1 6.7

209 11 85 51 20 11 17 14

城南区 100.0 5.3 44.7 19.1 10.6 8.5 7.4 4.3

94 5 42 18 10 8 7 4

早良区 100.0 17.2 43.2 11.5 6.8 6.3 11.5 3.6

192 33 83 22 13 12 22 7

西区 100.0 2.4 29.4 25.9 24.7 12.9 4.7 -

85 2 25 22 21 11 4 -

記入無し 100.0 - 10.0 10.0 50.0 10.0 - 20.0

10 - 1 1 5 1 - 2

単独自治会 100.0 13.1 25.0 15.5 18.5 19.6 4.2 4.2

168 22 42 26 31 33 7 7

地域の自治会 100.0 12.6 38.4 17.2 9.8 8.3 9.2 4.5

1,046 132 402 180 102 87 96 47

立

地

行

政

区

別

自

治

会

の

種

類

別
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３）マンション入居者の自治会（町内会）への加入状況（問 41-2） 

【問 41 で「1.2.」のいずれかと回答】 

マンション入居者の自治会（町内会）への加入状況について尋ねたところ、「全戸加入している（ほ

ぼ 100％）」が 64.6％で最も高く、次いで「ほとんど加入している（約 70％以上）」が 20.2％となっ

ている。 
平成 28 年調査と比較すると、「全戸加入している（ほぼ 100％）」の割合は 70.4％から 5.8 ポイン

ト低くなっている。 
 

■マンション入居者の自治会（町内会）への加入状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

全戸加入

している

（ほぼ100％）

64.6 

70.4 

72.4 

ほとんど

加入している

（約70％以上）

20.2 

18.6 

15.8 

ほぼ半数が

加入している

（約30～70％）

3.2 

1.5 

2.0 

ほとんど

加入して

いない

（約30％以下）

2.1 

1.5 

1.6 

不明

7.8 

4.8 

4.7 

不詳

2.1 

3.2 

3.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R3調査

(n=1,214）
H28調査

(n=920）
H23調査

(n=1,197）

上段：構成比％

下段：件数

サ

ン

プ

ル

数
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戸

加

入

し

て

い

る

（
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ぼ

1

0

0

％

）

ほ

と

ん

ど

加

入

し

て

い

る

（
約

7

0

％

以

上

）

ほ

ぼ

半

数

が

加

入

し

て

い

る

（
約

3

0
～

7

0

％

）

ほ

と

ん

ど

加

入

し

て

い

な

い

（
約

3

0

％

以

下

）

不

明

不

詳

全体 100.0 64.6 20.2 3.2 2.1 7.8 2.1

1,214 784 245 39 26 95 25

単身世帯 100.0 63.5 22.2 4.8 3.2 4.8 1.6

63 40 14 3 2 3 1

夫婦のみ世帯 100.0 65.9 21.7 3.3 1.4 6.2 1.4

276 182 60 9 4 17 4

ファミリー世帯 100.0 68.0 18.0 3.4 2.1 6.6 1.9

（２世代以上） 699 475 126 24 15 46 13

その他 100.0 57.1 14.3 14.3 - 14.3 -

7 4 1 1 - 1 -

不明 100.0 48.9 26.3 0.8 3.0 20.3 0.8

133 65 35 1 4 27 1

記入無し 100.0 50.0 25.0 2.8 2.8 2.8 16.7

36 18 9 1 1 1 6

最

も

多

い

世

帯

構

成
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11．行政支援について 

（１）行政支援で知っているもの（複数回答）（問 42） 

行政支援で知っているものについて尋ねたところ、「マンション管理セミナー（無料）」が 32.7％、

「マンション管理相談会（無料）」が 27.4％、「マンション管理組合へのマンション管理士派遣（無

料）」が 27.3％となっている。 
竣工時期別にみると、昭和 50 年代以前の建物で行政支援に関する認知率が高い傾向がみられる。 
マンションの管理形態別にみると、管理業者に全て委託の場合は、委託していない場合に比べて

認知率が低くなっている。 
 

■行政支援で知っているもの 
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全体 100.0 27.3 32.7 27.4 24.7 19.1 16.8 59.2

1,426 390 466 391 352 273 240 844

平成25年以降 100.0 31.8 35.5 30.9 26.4 18.2 17.3 59.1

110 35 39 34 29 20 19 65

平成20年～24年 100.0 27.5 33.0 24.2 22.0 16.5 16.5 61.5

91 25 30 22 20 15 15 56

平成15年～19年 100.0 24.3 27.6 22.2 18.9 14.6 13.5 66.5

185 45 51 41 35 27 25 123

平成10年～14年 100.0 21.1 29.1 23.4 24.0 18.3 16.6 62.3

175 37 51 41 42 32 29 109

平成５年～９年 100.0 21.7 28.8 22.3 21.7 15.2 12.5 66.3

184 40 53 41 40 28 23 122

平成元年～４年 100.0 28.8 32.2 27.4 24.7 19.9 15.1 57.5

146 42 47 40 36 29 22 84

昭和60年～64年 100.0 29.3 33.6 32.9 27.9 19.3 17.9 57.1
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67 31 31 27 24 18 16 29
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33 11 14 11 9 10 7 16

記入無し 100.0 19.7 21.1 21.1 15.5 15.5 12.7 67.6

71 14 15 15 11 11 9 48
マンショ ン管理の一部 100.0 27.2 32.2 27.0 24.6 19.6 17.1 59.4
または全てを委託している 1,337 363 431 361 329 262 229 794

委託していない 100.0 31.3 41.0 33.7 25.3 12.0 10.8 55.4

83 26 34 28 21 10 9 46

記入無し 100.0 16.7 16.7 33.3 33.3 16.7 33.3 66.7
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（２）福岡市が実施している支援策で利用したいもの（複数回答）（問 42） 

福岡市が実施している支援策で利用したいものについて尋ねたところ、「耐震診断・改修工事費助

成」が 26.9％、「マンション管理の手引き・Q&A（区役所等で無料配布）」が 17.6％、「マンション

管理セミナー（無料）」が 16.3％となっている。 
 

■福岡市が実施している支援策で利用したいもの 
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全体 100.0 14.7 16.3 14.6 17.6 26.9 6.5 61.7

1,426 209 232 208 251 383 92 880

平成25年以降 100.0 12.7 12.7 10.9 14.5 14.5 7.3 71.8

110 14 14 12 16 16 8 79

平成20年～24年 100.0 13.2 13.2 9.9 15.4 17.6 3.3 68.1

91 12 12 9 14 16 3 62

平成15年～19年 100.0 14.6 14.1 14.1 20.5 29.2 6.5 61.6

185 27 26 26 38 54 12 114

平成10年～14年 100.0 14.9 18.9 14.3 18.3 25.7 7.4 61.7

175 26 33 25 32 45 13 108

平成５年～９年 100.0 15.2 14.1 13.6 13.6 28.8 2.7 62.5

184 28 26 25 25 53 5 115

平成元年～４年 100.0 13.7 19.9 15.8 23.3 28.8 5.5 56.2

146 20 29 23 34 42 8 82

昭和60年～64年 100.0 12.9 18.6 17.1 20.7 28.6 9.3 59.3

140 18 26 24 29 40 13 83
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（３）マンション支援施策について行政への主な要望等（問 43）（自由記述） 

行政支援に関する要望としては、主に「マンション支援施策に関する広報・情報提供」に関するこ

と、「マンションに関するアドバイスや相談対応、相談会」に関すること、「助成金や資金援助」に関

すること、「管理会社への対応、管理会社の質」に関することなどが挙がっている。 
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